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*トータルコストについて

トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。

あくまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には

一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果がO目 O人役と

なるものについては、人件費を0としています。
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議案第1・7号

【当初予算】

課 名

【一般会計】

商工政策課

立地戦略課

経済産業総室

雇用人材総室

販路拡大・輸出促進課

食のみやこ推進課

中部総合事務所地域振興局

西部総合事務所地域振興局

一般会計合計

【特別会計】

経済産業総室

説明[主な事業]

【商工政策課】

【立地戦略課】

【経済産業総室】

(産業振興室)

(通商物流室)

(経営支援室)

【雇用人材総室】

(労働政策室)

(就業支援室)

議 案 説 明 資 料 総 括 表

商工労働部(単位.千円)

本年度| 前年度 比較 |匝l庫支出「 管|内 4F| 

791，419 

4，172，233 

5，395，082 

3，634，758 

135，978 

35，867 

4，494 

3，518 

14，173，349 

112，028 

733，930 57，4自9

4，414，376 A 242，143 

5，846，007 ム 450，925

4，259，322 A 624，564 1，017，981 

130，296 5，682 

44，613 ム 8，746

4，427 67 

8，775 ム 5，257

15，441，746 ム 1，268，397 1，017，981 

133，373 ム 21，345

雇用創造1万人プロジェウト推進費

フードディフェン又強化支援事業

(新)超小型モビリテイ導入実証事業

(新)[制度創設]新規工業団地整備支援事業

(新)旧鳥取高等農業学校校舎改修事業

経営改善設備投資支援事業

(新)ウェアラブル技術コンソーシアム戦略事業

(新)医工連携推進事業

(新)医療・介護ロボット未来戦略事業

(新)医療・介護機器国際フォーラム開催事業

ロシアビジネスサポート体制強化事業

(新)GTIとっとりフォーラム推進事業

環日本海圏航路就航奨励事業

企業自立サポート事業(制度金融費)

信用保証料負担軽減補助金

商圏拡大・需要獲得支援事業

経堂力強化緊急支援事業

鳥取県戦略産業雇用創造プロジヱヴト事業費

(新)中小企業職業訓練助成事業

偶者)県内企業魅力発見支援事業

(新)女性の創業応援事業

(新)障がい者就業支援推進事業

緊急雇用創出事業

17 791，402 

154，912 4，017，321 

810，170 4，584，912 

1，437，547 1，179，230 

135，978 

35，867 

4，494 

10 3，508 

01 2，402，656 10，752，712 

112，028 



7款商工費
1項商業費

1目 商業総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
(単位・千円)

員オ j原 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

職員人件費 447，070 440， 704 6，366 447，070 

事業内容の説明

一般職員 65名(商工政策課、経済産業総室、市場開拓局)の人件費

商工労働部管理運 〈雑入〉
営費 16，208 10，386 5，822 17 16， 191 

トータルコスト 68，059千円(前年度 64，406千円) [正職員 6.7人非常勤職員:2.0人]

主な業務内容 部内総括、人事・組織運営、予算編成、庶務事務等

工程表の政策自標(指標)

事業内容の説明

商工労働部内、地方機関等との総合調整等、円滑な事業執行に要する経費

内
J
'
h
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
(単位子円)

目オ i原 肉 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交

目庫支出金
備考

起 債 その他 一般財源

雇用ジ創造 1推万人プ
ロェクト進費 1，825 1. 155 670 1，825 

トータルコスト 4， 147千円(前年度 3，538千円) [正職員 0.3人]

主な業務内容 雇用創進捗造状1況万及人び推追進加会施議策及案びのパとートナーシッなプど会議の運営、 1万人プロジェク
トの りまとめ

工程表の政策目標(指標)雇(H用2創3~造251の万4人年プ間ロでジ1ェ万ク人ト分のの着雇実用な創推造進をに目よ指るす雇)用環境の改善

事業内容の説明

1 事平と成業もの目年的・概策推要23 度に 進定会した雇等用創開催造1万人プロジェクトの進捗管理及び追加施策の検討等を行う
と に、 1万人 議を し、プロジェクトの推進を図る。

雇用創造 1万人プロジェクト(年次目標及び実績)

H23-H24 H25 H26 4年間

区分
目標 実績 目標 (1い0、実月績時J長)年見間実送績，" 目標 目①標 実績;@見:込、;'，違@法r索①

雇用創造 4，800 'Q;4QS 2，400 十 お45司:.O77， 2，800 10，000 ピU';JXQ ，: ;1).2理

産業分野 3，700 ι3;o'iI'ii 1，900 日';"f;S25 ，2!4110 2，400 8，000 忠君:8J6.....; Flio.員
医療福祉教育分野 1，100 '.1;357 500 ハ';' 3'39 主的7 400 2，000 :~?t，~: :2 ;:35通 ;Ü~略

緊急雇用 4，000 4，666 1，000 ';: L;:j'ff:j !';' ，1;'293 700 5，700 r三引乞6Jl'59.
※緊急雇用の実績は、通年雇用換算後の数値(例:6か月雇用×延べ2人司 1人/年)

2 主な創事造業内容
雇用 1万人プロジェクトを推進・加速するため、官民連携の推進会議を開催・運営する。

( 1 )印章1i1謹盟ii;聖君書主害警i謡yf協】
構 〕 産そ団の 調、関観係光団体団体、行、政医機療関・福の祉代表団体、 労働団体、

〔役割〕 協力・

[〔所回要数額〕〕 l， 434千円(委員報酬、旅費、会場借上等)

(2) パートナ成害lーシップ会議実ト【官者捗民た実管追(加務委理レベル会ブ議ザ】
[〔構役 〕〕各プ分ロ野ジ民ェ間ク 務進 員、オ ーバー)、庁内関係部長

雇用創程造に向け 施策検討等

〔〔回数額〕〕 1回度
所要 391千円(委員報酬、旅費、会場借上等)

※その他、経済雇用対策推進チーム会議(庁内会議)を随時開催する。

3 

約成2で，400;¥0) ~ :t:I'H;:%j" L. '"(3，077 ;¥0)Jl!)J:I a' J1.iblv"'C:';s 1').， 4年間でl万人の雇用創造目標は達

県と によ併るる大せ平成量ての年離規職度者用は雇が率生じる人なプ)をど依の目然 であ 26 用(求
指回復 る。正震のアッ

し取り組

内

4υ



費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款

1

マ，

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
(単位:千円)

事業名 本年度|前年度|比較
自オ j原 肉 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

鳥取県経済成長戦
略推進事業 1，761 3，4891 ム1，728 1，761 

トータルコストI11，048千円(前年度 13，022千円) [正職員:1. 2人]

主な業務内容|鳥取県経済成長戦略会議の開催

工蹴の蹴目標(指標)I鳥取県経済再生成長戦略の推進による県民所得の増及び新規雇用創出の実現:
2010年~2020年までの 1 0年間でGDP約 700億円、雇用創出 7，
000人を目標として設定(成長率換算で、年平均約O. 3%の上乗せ)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「鳥取県経済再生成長戦略(平成22年4月策定、平成25年4月改訂)Jの推進に向け、有

識者で構成する経済成長戦略会議を開催し、外部環境変化に対応した推進方策を検討する。

2 主な事業内容
鳥取県経済再生成長戦略を推進する方策の提言をいただくため、経済成長戦略会議を開催す

る。i開催回数12回程度
メンバー 各成長分野で活躍されている有識者

3 これまでの取組状況、改善点
人口減少下においても持続性のある経済成長の実現に向け、 8つの戦略的推進分野とそれらを

下支えする 3つの産業基盤高度化分野(横断的施策)で構成する「鳥取県経済成長戦略」を平
成 22年4月に策定した。
その後、グ、ローパノレ競争の激化や急激な円高等を背景とした大企業の統廃合や製造拠点の海外

移転など県内経済は一層厳しい状況になったことから、従来の経済成長戦略に次世代サーピス
分野を追加するとともに「主要製造業の再生戦略」、「ものづくり基盤産業再生戦略J及び成長
分野として注目される「医療イノベーション戦略」、「サービスイノベーション戦略J、rAS E 
AN戦略」を新たに加え、「鳥取県経済再生成長戦略」として改訂した。

[鳥取県経済再生成長戦略の構成]

E ・E ・・羽生富岡E駐車通鐸-・E ・-圃

醸酒盛盟軍監彊霊童謹富田

糧費園田鴎霊繋務建議鐙参羽町箇聞1橿翻圃醤翠嵩盗撞溢密書属国嗣

輔脚輯臨淵臨調司暗画面画1煙量腐被持獲量転濡関連麗翠穣圏直! 面面画面寂面様遣毘認沼田醸酒副

E-孟E臨脇田ーーー

l3議議騨鱒蓮葉震輯叢麗醸覇麗I~議離密縮機箪鶴灘離職蹴

色下支え = 時印刷刷出師欄= 買 2下支え

慨鴎藷融関震閥1~盟甑甑繍彊欝醐1 崎甑覇軍震蜜盟盟臆l 棚盤盟薩額融11

組
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
(単位:千円)

事業名
財 源内 訳

本年度|前年度|比較備考
l国庫支出金|起債|その他|一般財源

鳥取県中小企業
I ，~Si f_. (事業継
続計画)策定支
援事業

トー告ルコストI14，408千円(前年度 15，996千円) [正職員:0.3人]

12，086 13， 6131 L11， 527 12，086 

主な業務内容|商工団体等との調整、 BCP策定ワークショップの開催、個別策定支援の補助金
事務等

工程表の政量目標(指標)1 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
東日本大震災以降、 BC P (事業継続計1画)への注目が高まり、取引先等による策定要請や

国土交通省による BCP認定(入札時の加点)といった動きが出てきている。こうした背景の
もと、災害時の業務継続のみならず、平常時の社会的信用力の強化や取引の確保・経営基盤の
維持といった観点からも、県内中小企業のBCP策定を強力に促進する。
(参考) B C P (事業継続計画)とは、自然災害などの緊急事態に遭遇した場合に、中核となる

事業の継続あるいは早期復旧を可能とするため、平常時の事前対策や緊急時の事業継続
の手段などを取り決めておく計画。

2 主な事業内容

( 1 )普及啓発の推進 (923千円)
商工団体等が主催げる、 BCPの概要や必要性の説明や策定体験を行う初歩的な普及啓発

セミナーに講師を派、する。

(2) BCP策定の支援 (10，117千円)
ア BCP策定ワークショップによる策定支援 (2，317千円)

平成 24年度に業種別BCPモデルを策定した次の業種について、モデノレを活用したB
CP策定ワークショップを開催し、 BCP策定に取り組む企業の増加を図る。

0対象業種:①食品加工、②金属・機械、③建設、④卸・小売、⑤運輸、⑥電気機械

イ 専門家活用による個別策定支援 (7，800千円)
専門家活用による個別策定支援を希望する企業に対して、その経費を補助する。
0派遣企業 :20社を上限(計画未策定企業)
0補助金 :上限30万円(10/10補助・専門家5回活用想定)

既にBCPを策定している企業について、訓練・演習などによる計画のブラッシュアッ
プにかかる経費を補助する。
0派遣企業・ 15社を上限(計画策定企業)
0補助金 :上限 12万円 (10/10補助・専門家2困活用想定)

(3 )企業経曽力の向上に資する BCPの推進 (297千円)
BCP策定企業のフォローアップとして、 BCPの運用を業務改善・経営改善に結びつけ

ている先進事例の紹介や、 BCPのブラッ、ンュアップの手順や手法について学ぶセミナーを
実施する。

(4)その他(749千円)
企業BCPワ}キンググループの開催、 BCPモデルの改善など

3 これまでの取組状況、改善点 (県内企業策定実績:46社(平成25年12月末時点)) 
【取組状況】
平成 21年度から 3名のBCP普及員を配置し、学習会や企業訪問を通じてBCPの普及活

動・策定支援を実施している。ワークショップの開催や、業種別の BCPモデ、ルの策定等を行
い、平成25年度からは個別策定支援を実施した。
【改善点】
BCPの実効性を高めるためには、訓練・演習が必要であることから BCP策定企業への専

門家派遣制度を新設した。

F
h
u
 



費奥振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

づ，

平成26年度一般会計当初予算説明資料

商ヱ政策課(内線田 721 2) 
(単位干円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度|前年度|比較備考

『目庫支出金|起債|その他|一般財源

[経済・雇用振興
キャビネット】サI 2，064 
ービス業生産性向 l

上プロジェクト推
進事業(rおもて
なし経営」の実現)

トータルコスト I8，255千円(前年度 8，236千円) [正職員:0.8人]

2，675 ム611 2，064 

主な業務内容|セミナー、分科会企画・運営事務など

工践の政量目標(指標)I鳥取県経済成長戦略の推進による県民所得の増及び新規雇用創出の実現

事業内容の説明
¥ 

1 事業の目的・概要
日本経済はサービス産業化が進んでいる一方でその生産性は伸び悩んでおり、サービス業の生

産性向上が経、成長にとって重要課題となっている。
なかでも観光産業(宿泊業・飲食業)は、本県の重要な域外マネー獲得産業であるが、全国と

比較して 1人当たり観光消費額が少ないことから、「サービス工学Jの導入を促進し、生産性を
向上させ付加価4産の高いサービスを提供する「おもてなし経営」の実現により、観光産業の売
上・雇用増を目指す。
※サーピス工学-サ}ピスが生み出す高い付加価値に注目し、科学的・工学的な立場からサーピ

スを設計・製造するための方法論(例:5 S (fl整理」、「整頓」、「清掃」、「清
潔」、「族Jや設備の配置改善等製造業の手法を活用することによるサービス提
供手法の改善)。

2 主な事業内容
Oサービスイノベーションセミナーの開催

サービス産業の重要な要素である「おもてなし」の実践と、科学的・工学的視点から生産性向
上を同時に実現する手法(サービス工学)について理解するための経営者向けセミナーを開催。

[テーマ(想定)1生産性向上によるおもてなし経営の実現
[事例発表]県外宿泊業、飲食業の成功事例2件

0テ}マ別分科会の開催
業務効率化やサーピス品質向上における個別テーマについて、現場レベルの視点から具体的な

手法等を議論・検討するテ}マ別分科会を開催。
[テーマ(想定)】調理の平準化、バックヤ}ドの効率化、おもてなし
[講師]上記各分野の専門家

O(新)先進的モデル企業の視察支援
サービス工学の理解をより深めるために、事業者が行う先進モデル企業の視察を支援。i視察企業件数12社(宿泊業・飲食業) μ 
参加対象者]サーピスイノベーションセミナー又はテーマ別分科会に参加した企業の経営者又

は現場責任者で希望する者 (10名程度を想定)。

3 これまでの取組状況、改善点
-本事業は、平成24年の経済・雇用振興キャビネットで宿泊業・飲食業の事業者の意見を反映
し、平成 25年度施策化した。

-平成 25年度は、 7月にサービスイノベーションセミナーを開催し、 100名を超える参加が
あった。また、テーマ別分科会を 3回開催し延べ40社・団体の参加があった。

・平成 26年度も継続してセミナー、テーマ別分科会を開催するとともに、セミナー等で得た知
識の理解を深め、実践に結びつけるために先進的なモデル企業の視察を実施する。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
(単位:千円}

財源内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国庫支出金起債その他一般財源

産業政策形成事業 1，3971 7，323 ム5，9261 1 1 1 1， 397 

ト-$1ルコスド 17，649千円(前年度 29，566千円) [正職員・ 2.1人]

主な業務内容 ワーキンググループを設置し、産業振興施策ぞ検討する。

工程衰の政聾目標(指標) ー

事業内容の説明

1J定事し業の機4目動刷的語、機柔暴要敢な産言業J政策V7成を議行?うーの措置品苦手車管轄占fEiii
2 で主業課種な題事解・業業決態内の容特た有めのの課W題Gや(外ワ部ー環キ境ン変グ、化グ等ルにー即プし)てを、随県時内編の成企し業、経機営動者的やな関施係策団立体案等をと行官う民。連携

[想定課短] ・事業の環づ境ノ変加化出世(の円高振産内飽デ振一昔興フ諒方レ、策蒜圏内な綬大ど説手メ書事カのー支の媛事機業関再編外等部) への対応策・雇も用創造¥にツj向E舟けた 業 ~ 

[メンバー] 各虐正テーマにも即士した県 の
周商取工県労働産却業職日術E センタどー 講師(有識者)

[想定回数1 3WGXロ各la4 H回程度な

3 以し平こ降てれ成いはま1、るで。9参年の加度取企組以業状降経況、営経、者改済の善・意雇点見用を振踏興まキえャ、ビ参ネ加ッ者トのを課圏題域認別識にが設共置有・で運き営るし業た種が、・ 業平態成別2で2年編度成

[平・成サー2ビ5年ス度耳 設産業業W業置(創状宿G 祝泊出ジの(イ創1 関業ス戸催飲ー回の食振数ム検興業:討) 1 回生→観光1産盟主 ・ の 向上支援を討している。
-コンテンツ キ 会 回数:3 
→ コンテンツピ ス クリ(ェ産開{性イ権ターの起業回検) 支援、コンテンツ関連企業の誘致など

コンテンツ産業 出スキームを検討している。

7款商工費
2項エ鉱業費

1目 工鉱業総務費
商工政策課(内線・ 7212) 

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 上ヒ 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

職員人件費 150，028 136，311 13，717 150，028 

事業内容の説明

業技般術職セ員ンタ1ー2名職員(立の地共戦済略費課()県及負び担分定数)外職員5名の人件費並びに地方独立行政法人鳥取県産

-7-
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線 7212) 
〔単位・千円)

Fオ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

その他
備考

国置組金 起 債 一般財源

フードデ支ィフェ
ンス強化援事 15，000 。15，000 15，000 
業

ト-?zルコスト 15，774千円(前年度 0千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程指表の政)策目
標(標

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

食等食の品安品の全製安対全造策確工強保程化ににの対お取すけ組るるを異要支物望援混がす入高るまとこいっとてうで消い、費る県者こ内へとののを食踏重品大ま産なえ業健、の康緊一被急層害対の策を信及と頼ぼし性すて向事、上案食をが品図発製る生造。業し者、

2 主な事業内容

県ドデ内の食品製造業)者等が行る経う意費図的部な異を物助成混入す等を防御するための安全管理体制の強化(フ
ー ィフェンスに要す のー る。

くフードディフェンス強化支援補助金>

対象者 県内の施設で食品加工生産を行う中小企業者

対象事業 設食備や品の製造工程の導等入において、意図的な異物混入等を防御するための機器
システム

0セキュグリティカメラや照リ明装置ゲの設ト置
OIG探防タ によるセキュ ティ ー の設置
0異 知置の
O開物封 止装ための導封は入提印や案製造ロットをサ印字す委託る機械の導入
0システム開発又 のためのコンル 等

補助上限額 3，000千円 | 補助率 2/3以内

補助期間 最長 12カ月(債務負担行為:平成27年度)

対象経費 設備購入、施設改修費、システム開発委託費など

予算額 補助金 15，000千円 (H26新規分(3件)+H25継続分)

3 これまでの取組状況、改善点

「食的の安異全・安心プロジェクト推け進、事緊業急」対で食策品製造て安業全の認管理証強取化得へ等の支支援援を行実施っているが、
意図な物混入事案の発生を受て とし の を する。
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線:7212)
〔単位:千円)

Fオ 源 内 訳
事業名 |本年度|前年度|比較

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

素形材産業高度化
総合支援事業 I 95，501 65， 979 29， 522 95，501 

ト-?zルコストI103，240千円(前年度73，923千円) [正職員:1. 0人]

主な業務肉容|研究会設置事務、補助金交付事務等

工程表の臨時(指標)I鳥取県経済成長戦略の推進による県民所得の増及び新規雇用創出の実現

l事業内容の説明

1 事業の目的・概要
新興国市場の拡大に伴う園内メーカーの海外市場近接地での調達戦略や自動車産業のEV化の

進展など、事業環境が変化する中、県内のものづくり基盤産業である索形材産業の技術の高度化
を図るとともに、海外需要の取り込みを目指す。
そのために、新興国ではできない付加価値の高い技術開発(新素材・高度部材を用いた成形技

術等の強化)への支援や、団塊世代の退職による生産技術力低下への対応及び受注受身型企業か
ら提案型企業への転換のために必要となる高度な経営管理能力等を有する人材といった中核人材
の育成を支援する。

I ~素形材産業・・・川上(素材メーカー)と J11下(最終製品組立メーカー)の川中に位置 | 
| する、鋳造、鍛造、金型といった「ものづくり基盤産業」の業種・業 | 
| 態を指す。 I

2 主な事業内容
( 1 )新素材・高度部材の成形技術の強化

研究テーマの探求から研究開発までの一連の取組を支援する。

①・研究会の設置(※)
競争力強化のために企業が行う技術開発を促進するため、取り組むべき方向性や課題

を整理・明確化する研究会を設置する。

②:技術開発・海外展開への支援(索形材産業高度化総合支援事業費補助金:95，501千円)
新興国ではできない付加価値の高い技術の研究開発を促進するため、成長分野 (EV、

医療機器、航空機など)を目標として、新素材・高度部材の成形に必要な技術力(軽量
化・耐久性・耐食性)の向上や、海外展開に資する取り組みに必要な経費の一部を補助
する。
[対象事業]技術開発(基礎研究、応用研究、実用化研究)、海外調査、グローパル

人材育成
[素材対象]スーパーハイテン、マグネシワム、アルミニウム、チタンなど
『補助金短11企業につき段大20.000千円
f補助期首i 最長 2 ヵ年(長務負tg行為限度額・ 10仏 000千円、平成 27年度~2 8年度)
(補助期間の変更とその理由) 司これまでは、交付決定日の翌年度末までを補助期間と

していたが、十分な技術開発期間確保のため一律2ヵ
年とする。

[補助率12/3以内

(2)現場を支える中核人材の育成支援(※)
・生産技術力向上のために、事業者のニーズに基づいた専門家を個別に派遣する。
.高度な経営管理能力等を持つ人材の育成を目的としたセミナー等を開催する。

(※)の事業費は、鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事業(雇用人材総室所管)にて計上。

3 これまでの取組状況、改善点
・平成23年度からこれまでに、素形材産業高度化総合支援事業費補助金により延べB祉を支
援した(事業実施中の企業も含む)。

・平成 25年度より、鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事業(雇用人材総室所管)で素形
材産業コンソーシアムを設置し、同プロジェクト専任職員による個別訪問等を通じて企業ご
との課題の抽出等を行い、きめ細かな対応を実施していくこととしている。

-9-
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事業名 本 年 度 前年度 比較
源

訳
一
財

一
般

内
一
他一の一

そ

源
一
債

一
起

-
A玄

財
一
制官

埠
問
削
闘

備考

(新)超小型モビリ
ティ導入実証事業 8，850 。 8，850 8， 850 

トータルコストI1 L 946千円(前年度 O千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|制度検討、補助金事務、事業実施者との協議など

工程表の臨時(指標)I地域活性化総合特区の推進 とっとり幸せの感じ方指標(生活満足度、生活不
安・不満度、県に対する成長期待度から検証する指標)の向上、各モデル事業
の実現

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取発次世代社会モデル創造特区で目指す feーモビリティ交通サービス」の実現に向け、

新たな交通サービス創出の足掛かりとなる超小型モビリティを導入実証する補助事業を創設
する。

とっとり EV;bーシェア推進事業と連携し、対面・無人貸出、 EV車種(軽自動車、普通
車、超小型モビリティ)、観光・日常型など各種条件下で最適な交通サービスを実証する。

本実証をもとに、運用面、メンテナンス面、収支面、使い勝手等での課題を抽出し、超小
型モビリティを使った新たな交通サービスの創出、を目指す。

※超小型モビリティとは
自動車よりコンパクトで小回りがきき、環境性能に優れ、地域の手軽な移動手段とな

る 1~2 人乗り程度の車両。導入・普及により、 C02 削減のみならず、観光・地域振
興、都市や地域の新たな交通手段、高齢者や子育て世代の移動支援等の多〈の副次的便
益が期待される。

2 

リティの
・車両購入・リース料い /3]
・車両管理費など [5/6] 
※対象外経費:充電設備、経常的な人件費、他の補助事業(国土交通省「超
小型モビリティ導入促進補助金Jは除く)の対象経費、運行上の安全対策

-超小型モビリティを用いて、地域課題の解決又は新
のための事業を実施すること(社用車・自家用利用は対象外)0 

・市町村等と連携して、安全確保に十分な配慮を行うこと。
-補助事業実施に当たっては、事業実施場所となる市町村を含む「超小型モ
ビリティ活用協議会」を設立(参画)し、円滑な事業実施を図ること。

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度にスタートしたEVカーシェアリングの取組は、現在鳥取市内5ヶ所で事業実施

中である。マイカ一保有率の高い鳥取県においても、必要な場所にはカーシェアリングサー
ビスの需要が高いと恩われ、引き続き事業主体と一体となって事業拡大を図っていく。
既存のEV車両に加え、超小型モピリティ活用の可能性を探るため、本事業で実証事業を

行う。対面・無人貸出、 EV車種、観光・日常型など各種条件下で最適な交通サービスを実
証し、超小型モビリティを使った新たな交通サービスの創出を目指す。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線 :7212)
〔阜位:千円)

目オ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

事化鳥取総業合県地特域区活推進性 19，629 22， 637 ム3，008 19，629 

トータルコスト 53，681千四(前年度 32，964千円) [正職員:4.4人]

主な業務内容 総合特区推進協議会の運営、事業実施者との協議、補助金の交付事務等

工担毒自政量目揮(指揮) 総合特区の推進:とっとり幸せの感じ方指標の向上、各モデル事業の笑現

1 五E事県EF案L西iの部b議目関君的誤場臨の概終地民要権主資聖士源書公官と住一訂民品ニ読ー積メ者書を守組長み身禦合Eわ筏せ重苦、電新書サ官たー許なビサス雪ピノスピレや創リイノベーションの創出ざ
デ 造特区通」の実現をめ
モ ティ サーピス
(江府町)、③交健康情報を高(米度

2 主な事業内容 (単位.千円)

区 分 予算額 内 ~ 

鳥総会合取の運県特営地区域推活進性協化議 民間企、特業、 パの金推イ融進ザ機ーに関必謝、金要大及な学事び、旅項自を治協体議等すでる構。成する協議会を1，279 開催し、 区
-委員、アド 費、事務費

鳥総事業合取県特地区推域活進性資化金 1， 870 

を融資する

「再生可能エネ害ル

主長電し等府力ぷ、電需町に給怨力よ下聖シ給書祭ュの酬ダミyレム賠ーにミでュシお訴もレ必ョいーン要号て委シ望建室託ョ聞設ぷ料ン中をのの諸オe電小丸T信う力水短.O力団千詰闘円を活用し、

ギーによる災サ 時 6，480 災 域に供給する
集落無停電ーピ シ 保するため、
ス」 平用 査の結果を利

「健康す情報を高づ度く

南-h補d部輔サ助r町ー率』及にのピのお傾スび実事のい向現施性創て度額出、こよ等地畏2りを域す/蓄図の3積、特る康取1定さ0，組れ苦健ωに診るlo対千アと三円合しミ「補アノわミ助酸Jせ4金デ!た?をー新"交タた元付等がなすんを健る9話康ス。タス
利用 る健康 10，000 クリ 用
りサーピス」 し づ

く

3 県こ鳥月独れ取にま自計発での画次の支認世取援定代組措社(状置国会況利モ(金、子デ融改補ル善、給創財点の造政活特)用区等)ににをっ受よし
、ては、 25年

6 け、 モ事デ平業ル成の事2実業4現の年、実7新現月たににな向国サけの}た地取ピ区組ス指のを定創展、出開平をし成図ている。
り、 3 る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

商工政策課(内線 7212) 
〔単位:千円)
ー一ー一-，-一ー一一-，

j原内訳Rオ
事業名 本年度 l前年度|比 較~--，---，----.---~i蔚考

1国庫支出金|起債|その他|一般財源

とっとり EVカー
シェア推進事業 I 20，000 10，000 10，000 20，000 

トータルコストI22，322千円(前年度 13， 178千円) [正職員 0.3人]

主な業務内容|補助金事務、事業実施者との協議等

工程表の政革目標(指標)I地域活性化総合特区の推進:とっとり幸せの感じ方指標(生活満足度、生活不
安・不満度、県に対する成長期待度から検証する指標)の向上、各モデル事業
の実現

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取発次世代社会モデル創造特区で目指す feーモピリティ交通サーピス」の実現に向け、

新たな交通サービス創出の足掛かりとなる E Vカーシェアリングを推進する補助事業。
西部圏域に限らず県下全域で実施し、 Ceーモピリティ交通サービス」の実現に向けた成功事

例の創出、県民理解の醸成、新たな生活スタイルの提供(自動車の所有から自動車の利用へ)
を目指すとともに、新たなサービス提供による雇用創出につなげる。

※カーシェアロングとは
会員登録を行った会員間で特定の自動車を共同利用するシステム。会員は、利用時間

に応じた料金を支払う。自動車を借りるという面ではレンタカーに近いが、一般的にレ
ンタカーよりもごく短時間の利用を想定しており、 24時間利用可能、無人貸出という
点でレンタカーと異なる。

主石突っ醇

3 これまでの取組状況、改善点
鳥取発次世代社会モデル創造特区については、 H24年 7月に国の地域活性化総合特区の地区

指定、 H25年 6月に計画認定(国利子補給の活用)を受け、モデノレ事業の実現に向けた取組を
展開している。 eモピリティ交通サービス事業については、新たな交通サービスの創出の足
掛かりとなる fEVカーシェアリング」への支援をH25年度から始めたところである。

H25年度は鳥取市内5ヶ所で事業実施中である。鳥取駅南のカーシェアリングスポットを中
心に徐々に会員及び利用者が増加しており、マイカ一保有率の高い鳥取県においても、必要
な場所にはカーシェアリングサービスの需要が高いと恩われる。新たな生活スタイル及び新

iたなサービスの創出に向け、新たな事業実施主体による事業展開も含め、事業実施主体と一
体となって引き続き事業拡大を図っていく。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

Rオ j原 内 訳
事 業 i 名 |本年度|前年度!比 較 備考

エコカ一援関連事産業業
育成・支 。 19. 190 ム19.190 

トータルコスト 0千円(前年度 21，573千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)I一

f 
1 事業内容の説明

県西部のEVベンチャーの超小型モピリティ生産計画に対し、本事業による支援体制が十分
な効果を発揮しないため終了する。
今後は、自動車産業参入支援を公益財団法人鳥取県産業振興機構の基幹事業(機構が本来実

施すべき事業)に位置付け、自動車産業担当マネージャー及びスタッフを配置することで、引
き続きエコカー関連産業の育成・支援を実施していく。
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平成2 6年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費
4目 環境保全費

立地戦略諜(内線田 7664)
(単位・千円)

目オ i原 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

開リサ発促イ進ク事ル技業術等 (繰入金)
21， 671 24，017 ム2，346 4，880 16， 791 

トータルコスト 24， 767千円(前年度 27，195千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の支払い、企画・連絡調整等

工程表の政策目標(指標) リリ(平ササ成イイ2クク3~ノルレ2産産6年業業ののに間新おで規け新参るた新入なやたリなビサジビイネジクネスルモスビイデじジノゃレネ技のス創術へ出・の製及新び品規既開参発存入企のの支業企援の業競・数促争4進カ0件等強)化・

事業内容の説明

1 事県業内の目的・概要
のリサイクノレに資する技術・製品の研究開発等の取組を支援し‘環境産業の活性化を図る。 l

2 主な事業内容
(単位田千円)

区 分 予算額 内 H々コ-‘ 

製助リ金サ品実イ用クノ化レ技事術業補・
21，533 企業等、大に助学成等すが行うリサイクルに資する技術・製品

開発 る。

(ル用金鳥技)取化術県事リ・業製サ補イ品助実ク
0平成c採債2務択6年負予度担定新行3規件為設事;最業定長分目平2成1ヵ7年，2O度070年千度円J 

ー製り品開発型製利技て(補術品い用助ーす等る製取事にる2対業設品/の詩術し3研、画を上既究や開限開発に、5販発対すα路象でる。等事あ千c:円)
サ品て自補技イ立ら術再助クさすルやれ生 って、開対棄発策物

し の出口

がをし る。 業な計る廃画に対

ー事害共品業草の問化研研野強究究開者誌七樫努に事販干(補業売f助にまf率対長で2し担持/てえ3補滋る上助パ限すー持7る!ト∞.ナ法0ー千童円を)書交写え量て

0平成 25年度採択事業分 4，533千円

審査会経費 138 催鳥取に要県すリサる経イ費クル技術・製品実用化事業審査会の開

合計 21，671 

施の産財策業源に廃要に棄充す物てる処費ら理れ用施てに設い充設るて置る(の平も促成の進2と及6しび年て産度、業充鳥廃当取棄見県物込産の額業発:廃生4，棄抑88物制0千処、円分再)場生。税そのの一他部適が正当な該処事理業に補関す助金る
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平成2 6年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費

4目 環境保全費

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

目オ ;頂 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目Il支出金 起 債 その他 一般財源

業リサ化促イ進ク事ル産業業事
642 786 ム144 642 

トータルコスト 2，964千円(前年度 3， 169千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 補助金の支払い、企画・連絡調整など

工程表の政策目標(指標)
(リリ平ササ成イイ23クク~ルル2産産6年業業ののに聞新おで規け新参るた新入なやたリなピサ‘ジビイネジクネスルモスビ化デジやルネ技のス術創へ出・の製及新び品規既開参発存入企のの支業企援の業競・数促争4進力0件等強)化: 

事業内容の説明

1産事県業業内振のに興お目機的け構る・概新要たなデリサネイクノレビジネスの創出を促進することをる目的として、援(公す財る)。 鳥取県
にコー ィ ータ}を配置し、リサイクノレ産業に関す事業化を支

2 主な事業内容

品サイ川護る官事官霊里官iZZ需!活用しながら企抑制究コーデ害IJィネーター O関等事組業的と研化所テ 性を立の 参、 業化へと導く。の役
0取知 ーマ毎の 製関 調関整、係検討る会支議援の開催、進捗管理
0 有権の取 拓に

コ}デ箇ィ所ネーター (公財)鳥取県産業振興機構西部支部
の配置

主な研究会
(鉄鉄鋼鋼スラグ等産のリサあイクノレ〉

業のilJ 物で る鉄鋼スラグの用途開発の検討。

(焼焼却却灰のリ有サ害イ物クル)
灰中の 質の削減など、再利用に向けた課題の解決法の検討。

事業費 ※運6コ4営2ー千費デ円交ィ付ネ((金公ー事財タ業)ーJ鳥での取計人県上件産。費業に振つ興い機て構はへ、補(助公金財と)し鳥て取交県付産)業振興機構

3択当こさ該れれ事また業でものにの取よが組り多状立数況ちあ上、り改げ善たそ研点の究他会もに新関た連なしてサ、イ県のリビサジイネクスルの補確助立事に業向のけ研模究索テしーて?いとして採
、 リクノレ る。

(近年のコーディネーターの実績)

研究会(クラスター) 実績・効果

中海海藻 0O(海討参中藻海画を行者でを刈肥い:料り取らしれて有た、に海効県向藻活産け用かす効技ら有果術る効セをこ成と分をを目抽的出と しし、て産、業乾利燥用技術を検等討の。検
商内と品化業 て 検証。

県企、 業 ンター、島根大学)

鉱さい 00鉄鳥鋼取スと」島ラ:を根両グ結が県に成含連企し携有業、す、し重、鳥る要鉄鉄取課鋼分大題学スをで利、ラあ用島グる根のしフ用大たッ魚途学素礁開、溶発のし出実まを抑証ね目制試的産等験業とに振をしつ実興てい財施て「。商団検)品討化。
(研参究画会者
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2J頁環境衛生費

4目 環境保全費

Rオ
事 業名 本年度 前年度 比 較

国庫支出金

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

リサイプTクルビジネ
スモル支援事業 6， 131 6，260 ム129 6.，131 

トータルコスト 7，679千円(前年度 7，849千円) [正職員・ 0.2人]

主な業務内容 申請書の審査、補助金の支払い、審査会企画・調整連絡など

工程表の政聾目標(指標)
(リリ平ササ成イイ23クク~ルル2産6産年業業ののに間新おで規け新参るた新入なやたリなピサ、ジビイネジクネスルモスビ化デジやルネ技のス術創へ出・の及製新び品規既開参発存入企のの支業企援の業競・数促争4進力0件等強)化. 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

性排要県やす出内社事るに会費業優制用者れ度を等た助等と技成のも術面す連かる・携製。らし品リて、サ新そイたれクなノらレリをビサ活ジイ用ネクすスノレるとピ計しジ画てネ等のスを事モ有業デす化ルる予の測リ創サが出イ困をク難促ルで進企あす業っる等たたが分めあ野のるに調がお査、い等市4て場に、

2 主サな事業内容ピ
リ イクノレ ジネスモデル支援事業補助金(補助金:6，000千円、審査会経費:131千円)

区分 内容

交付対象 参県内すに所る在企す業る含リサ)イクルを行う企ノ業レ機(新規製にリ連サイクル産業に
入 をむ及びリサイク 器造関企業

補助率 2/3 

限度額 2，000千円(採択予定 3件)

助成対象
(1)(等市リサ動イクルビジ状びネス調査事経客を含業費ニ

場の 査向事ルサ事麓業島業イ周及)合査ク 況 顧業ネら む調ズ査製委託品活事用業)、コスト比較
(2) ラ調イア 笑

(新験トをし行いリう ル施こピれ事ジ スモテソレを構築するための実証実

3 これまでの取組状況、改善点

ク事すし平今たル業る成後化メビの2タにジ祷3ネ向ン年資ガけス度源たスとか化新発しら物た電て平のな事の販容課業務2題業の拡5の実化年大抽現が度や出司困循まやi凝で環今性視に後シ調さス7の査れ件テ可なてのム能どき事め性た業3構の件分に検築の野つに証事で期いに業あて符役がる探立ポ訪実がてっt施、しきて中リるいでサ現たるあイ在め.るクも、固ル継い阪ピ続戸1ヲし9可れ熔ネてごみを活サ用
もがリ イ
スとしての

支援を実施
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2l頁環境衛生費
4目 環境保全費

Rオ
事業名 本 年 度 前年度 比 車立

国庫支出金

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

j原 内 訳
備考

起 債 その他 一般財源

整ト【事企備促業業進】自事立環境サ業産ポ業 88，729 244，747 ム156，018
(鮒全元朝i1担0川1 

88， 3 428 

トータルコスト 91，051千円(前年度 247，130千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 申請書の審査・認定、連絡調整等

工程表の政貫目標(指標)
リサイクル産業年業に新お間規でけ参新る入新たたなビジネス化デビノやジレネ技の創術スへ出・製品開発存参入企の支業援競業・促数争進力40等強件 ・
リ(平サ成イクノレ産の やなビジネスモ 及新び既規 の 化) 

23~26 の リサイクル の の企

事業内容の説明

1 事業の目的関概要

るら県利た内子めの補の廃給施棄設を物行・リサイクEのルイをン促フ進ラしを、整リ備サすイるク企ノレ業産が業金の融振機興関をか図るためを、受廃棄け物を利活用す
設フ。備等 ら融資る際に、県か

当該事業は「企業自立サポート事業」に基づく融資資金「環境産業支援資金」事業にあたる。

2 主な事業内容
(単{立.千円)

区分 予算額 内容

(貸預付託金額)
88， 301 制平成度 17年続度す以前に融資実行された事業について、預託

を継 る。

補助補金 428 
付平注成と:利な18年よ度差う利額以子降=に認差市定された事業融付機利について助貸は付す、低残る利。高貸(利子給額) る の額中金(注利)を金 率関〉に補

子の ( ー貸 × 

言十 88， 729 

00敵融資資期利率間設年備1資.金66%10{年変動'(据金利置)2年※保)証以協内会の保証が必要

3 これまでの取組状況、改善点

イてて現支もク在援ノ同レ、す様率全るでの国。あ向的上るに。を多平目く成指のし2企て6業年事が度業リにもサ制取イ度りク組をル活む関用一連す助産ると業案しに件て参が、入適見し込時て資まおれ金り、 県内、企され県業の企場よ合業う継がにおいてが融お資り れ内る 続リサし

施平し成、平1成4年2度の年制度度は融1資件開(始よりこれまでに 20件、ん融で資い総額2，326，621千円の融資を実
6 融資額30，000千円)を見込 る。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費
4目 環境保全費

事業名 本年度 前年度 比 車愛

及リサ・販イ売クル促製進事品普業 2， 765 3，575 ム810

財

目[宮支出金

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他、 一般財源

2， 765 

トータルコスト 8， 182千円(前年度札 136千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 普及啓発活動、グリーン商品の認定業務、補助金業務、企画・調整連絡など

工程表の政策目標(指標)
サ(リ平イサ成クイ2ル3ク産~ル2業製6年の品新度で規のあ参聞る入で鳥や鳥取取ビ県県ジ認認ネ定定スグモグリデリー、ルーンのン商創商品出品の及の認新び定既規及認存び企定販数業路8の拡0競商大争品の力)支強援化. リ

事業内容の説明

1 事県業のグ目的・概要商
認定 リーン 品の認定やリサイクル製品の販路拡大の支援により、リサイクルの推進及び

環境産業の育成を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 内容

普県及認促定進グ事リ業ーン商品 1， 715 

・-認一県「鳥部定認取をグ定県助リグ認成}リ定すンーグる商ン。リ商品ー(品の補ンの助P商認金R品定活普.及動L及び6や促00P販進千R売協円促議、進補会活助」動率が経行:費lう/県の

2) 

(会鳥取企県認業数定グリーン商(平品普成及促進年協議会の概要時)点
員主 : 2 1 社 25$3 月 3 1 日 ) 

な活外動内催容ト) さ
-県内で開 れる展示への出
・パンフレッ 等による広会告活動 展等

リサイクル製品販売 1，050 
-係を県る目認経的定費とグのしリ一てー部、シを県商助外品成の等す展のる示リ。会サイク本ル市製へ品の販出路拡等大促進事業 -見 の展に
経助

E「|LF成補採債助務択2率予負6年担定:度件行1/新2数為、規設.上事2定件限業分平3成5072千070年円千度円J 
平成 25年度採択事業分 350千円

言十 2， 765 

てり、

度も 2件談
より商

ため、認
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛 生費

4目 環境保全費

事業名

環境ビジネス交流
会事業

本年度|前年度 比較

2， 989 4，7221 ム1，733

Eオ

立地戦略課(肉線:7664)
(単位:千円)

i原 内 訳
備考

目庫支出金|起債|その他|一般財源

(雑入)
245 2，744 

トータルコスト I6，085千円(前年度リ00千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|企画・連絡調整、広報、交流会準備・開催等

工程表の政量目標(指標)I リサイクノレ産業における新たなビジネス化や技術・製品開発の支援・促進等:
リサイクノレ産業の新規参入やビジネスモデルの創出及び既存企業の競争方強化
(平成23~26年の聞で新たなリサイク.jvビジネスへの新規参入の企業数40件、

鳥取県認定グリーン商品の新規認定数80商品)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

環境ビジネスに関心のある企業・団体・個人等と既に環境ビジネスの取組を始めている企
業・大学・研究機関等との交流の場を提推し、環境ビジネスへの参入を支援・促進するとと
もに県内環境関連企業等の商談や情報交換の場を提供する。

2 主な事業内容
( 1 )交流会の開催(予定)

①時期.平成 26年 9月下旬(2日間)g場Z県 西 部 地 区 備 市 )
実体制:鳥取県と(公財)鳥取県産業振興機構、(地独)鳥取県産業技術センター及び

鳥取大学などが連携して実施する。
※「とっとり産業フェスティパルJ(産学金官連携強化推進事業の一部)と合同で開催する。

(2)事業の内容
①講演会
②シ}ズ発表会
③展示会・商談会

展示会出展企業 70社(環境ビジネスに係る企業 35社)を見込む(出展料 :7千円)。
会場設営委託費:2，989千円
※会場設営委託費の総額は5，978千円。「とっとり産業フェスティパル」との合同開催
のため、産学金官連携強化推進事業と 1対 1に按分。

| ④企業情報交換会

(参考)
※環境ビジネスとは、低炭素社会、環境保全に資する技術、製品、サービス等を提供する

ビジネス。
(例:再生可能エネルギー関連事業、環境配慮商品の製造、廃棄物・リサイクル関連事業)

3 これまでの取組状況、改善点

平成 22年度から「とっとり産業フェスティパルJと合同開催し、企業の製品・技術や学
術機関の研究成果発表等を実施している。(平成 25年度実績・ 69企業・団体、来場者数-
1， 6 70人(2日間))
県外の商工団体等への周知を強化し、出展企業との交流の機会を創出することで、交流会

の持つビジネスマッチングの機能をより高める。
また、環境ビジネス関連企業の来場が見込める別事業のセミナ一等を同時開催することで、一

開催案内などの事業運営における効率化を図る。
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7款商工費
n頁商業費

3目 金融対策費

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 車交
財 j原 内 訳

国庫支出金|起債 その他
備考

→蹴原

一
企
貸

ポ
県
金

サ
取
資

立
鳥
進

自
】
促

業
業
地

企
事
立
金

【
卜
業
付

90， 779 106，978 ム16，199 
(賞付金元利収入)

61，403 29，376 

トータルコスト 93，101千円(前年度 109，361千円) [正職員・ O.3人]

主な業務内容 制度の周知・説明、申請書の審査、融資実行

工程表の政策目標(指標) 県外企業の誘致の推進.県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の推進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の問に企業立地件数 1 .5 0件)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内工業団地等へ新・増設又は移転する企業に長期・低利資金の制度融資を実施するため、金

融機関に対し利子補給等を行う。

3 

蓮転資蚕 葉m蚕円

12 

δ融資扇商

0融資利率

29， 
6 1， 

376千円
403千円

責E詞否

η
G
一

司
1-
一
寸
よ
一

』

nu

の
G
-
1
4

一
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費

1目 エ鉱業総務費
立地戦略課(内線:7664) 

(単位千円)

財
ー一一ーーァー一一一一寸

源 内訳
事業名 本年度|前年度|比較

企業立地事業補
助金 1 2.738.6941 2.504.6981 233.996 

トータルコスト|丸 7則 42千円(前年度丸 522.175千円) [正職員 2.5人]

主な業務内容|制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程衰の政策目標(指標)1 県外企業の誘致の推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の問に企業立地件数 150件)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

備考
一般財源

2. 738. 694 

木県の企業立地を促進するため、鳥取県企業立地等事業助成条例に基づき、工場等の新増設
企業に対し、鳥取県企業立地事業補助金を交付する。

(2)所要経費 2.738.694千円 (2β社J
く内訳> (単位・件、人、千円)

、項周 | 製造業 1 自鵠科学研究所!研修所|112253日控ま|由明世酎~~増1 つ 戸計
;県内外 1:県内 1，'1'" 県外 l 県内 | 県外， q 県内十九県外 l'県内 | 県外 1.県内 | 県外 『ー否百

新増設1牛数1 131 11 41 11 1 1 1 11 171 31 20 
新規雇用者世 1 511 101 1081 51 1 1 12201.1回 1 2351 394 
投資額 110.690.9321 245.35015.604.7821 56.1851 1 1 11，634.000116.295.71411.935.5ぉ118.231.249
補助金額 11，凹2.5臼 I24，535 11.202.回 1I 1札5061 1 1 1408，50012.295.1531443.54112.738.694 

※既に企業立地事業補助金の認定を受けている企業及び今後認定を受ける企業のうお、平成
26年度に補助金を交付する予定の企業

3 これまでの取組状況、改善点
・企業立地推進本部による企業立地活動の全庁的な取組を行うとともに、企業ニーズ、経済情勢
の変化などに応じた助成制度の充実を図っている。(特定製造業に対する補助率引上げ、県内
中小企業が行うニッチトップ技術等に対する加算措置、震災リスク分散に対する加算措置、研

l究開発部門の補助率の引き上げ等)
<企業立地件数(平成26年 1月末冒

日 ハ LA盛21ifOC
5 
T 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
〔単位・千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

雇金情報用事通信業補関連助 93，221 64， 751 28，470 93;221 

トータルコスト 94， 769千円(前年度 66，340千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工(指程標衰)の政策目標
県県(平外内成企企1業業9のの~誘新3増致0設の年推の度推進の進.聞県・に外県企か内業企ら立業の地新の件規新数誘増1設致5のを0実増件加現)すを図るる

事業内容の説明

1 本事き業県、借へのの目情料的報・概通び信要通信関連回線企使業等の立地を促を進補す助るため、 鳥取県企業立地等事業助成条例に基
づ 室及 用料の一部 寸る。

2 主な事補業助内事容業
( 1 ) の概要

補助対象業種
(新規要雇用件者数)

補助内容

情と(報すコ処ーる理企ノレ業セ・提)ン供タサーー等ビをス業業務
20人以ト上
(パー タイムも対象)

自然科学計ンウ研業業ェ究所業
技術者等 5人以上

ソフト ア

機デ械ザ設イ

( 2)所要経費
93，内 22 1千円 (18社)

( 訳専借用)室通料信回線使用料 53，986千円
39，235千円

3 これまでの取組状況・改善点

-企業立地推進本部による企業立地活動の全庁的な取組を行っている。

[過去5年度聞の補助金交付件数]

年度 H21 H22 H23 H24 H2 5.1末現在

件数 7件 6件 6{'牛 6イ牛 5件
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7款商工費
平成 2 6年度一般会計当初予算説明資料

2項エ鉱業 費

1 el エ鉱業総務費

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

Rオ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

コンテ連ンツ・事事務業
管理関雇用 83， 722 93，812 ム10，090 83， 722 

ト-$1ルコスト 85，270千円(前年度 95，400千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程表の政量目標(指標)
県外内企業業の誘新致増設の推年の促度進:県外からの新地の件規新誘増数設致1を増実0加件現す)をる
県(企の 進:県内企業業立 の 図る
平成 19~30 の聞に企 5 

事業内容の説明

1 ま整『文理字毒音声劇映像を使嬬って表現持される創f作F物F」F)事 352量韓併Z仇立

地企 ーま
空き ム・コミック・小説
など

2 主な事業内容
( 1 コンテンツ・事務管理関連雇用事業補助金

区分 コンテンツ 事務管理

補助対象業務 まんがに関するコンテンツ

会事般務計事事用機務務器操作事務アニ人メ材}ションに関するコンテン
ツ、 育成等

補(新助規要雇件用者数) (3う人ち以1上人以上は県内からの雇用) (5う人ち以県上外からの転入者2人以内)

補助内容

借通人(信件補室料料助費、 設新度1/備規2額機常(:補器用5助0雇，リO限用0ー度0者千ス額料円1・人.5(，1に/O20つ0千き(補5円助0/0千限1年度円) 額 : 10，000千円/年)

限 5年間で100人を上限))

補助期間 操業から 5年間(人件費を除く)

補助金交付予定額 39，499千円(7社) 38，223千円 (4社)

(2 )サテライトオフィス@とっとり構築支援事業

補助対象者 サテライトオフィスを賃借する県外企業

補助対象経費 空き家・空き庖舗内の撤去・清掃・リフォーム経費

補助内容 補助率:1/2 (補助限度額2，000千円)

予算額 6，000千円 (3件分)

si「#宮詳i菅 詔 島 鴇 空 議 事 帯 論 都議議年;度i に緩外和転

展県し 入対ビし者たジしn2ネて人事ス以展業内認開)) していくため、 コンテ

市IJ 平成 3社に 定を行った。

凶平作ラ議イ主主ト主オ尋iフEjィEZス5Z2:42と21っ量2と議?り殺長事ょZ謀のb議滋ztで2説1縫需要を罪すE捜t野と

成 2 の予あ算り化が必成要であ
った。ら こ も、平 26年
度かは

また、 県すがる一元管理するこ
とで、誘
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2J頁工鉱業費

1目 エ鉱業総務費
立地戦略課(内線:7664) 

(単位千円)

事 業 名本年度前年度比較 財 起 昌j原 内 訳 備考
目庫支出吉 田その他一般財源

iiiszii-…。
トータルコスト 361， 191千円(前年度361，355千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 制度の周知・説明、奨励金交付手続

工程制服時(指揮)犠顎韓議謀議21害賠耕図る

I 1事進業新事を内増業図容設のるの。等目説的に明よ・概り新要たな雇用の確保に努めた事業主に対し奨励金を支給し、県内企業への雇用促

(0支給対象労働者:平成 27年 3月末までに雇用された正規雇用 労働者1
L 平成25年度までの事業を 1年間延長する J 

2(1)主制な事度業の概内容要

事業名 支給対象事業主 雇新用規者数 支給対象労働者 支給額 対期象間

1人以上 ・正規雇用者 100万円/人
H26.4 

正規雇用創出奨 (各事業認 (雇用期聞の定め ( 6ヶ月ごと
励金 定日からのの無い労働者でに 50万円)1H27.3 

純増分のみ 所定労働時間週 (1年間)
対象) I 3 0時間以上) I (事業集約等に

よる県外がら
の転入者は半
額支給)

知ι 事再の認た定 ・雇時用串保険の被

情報通信関連雇用事業補間1120人け以年上 ・保常眠時唱雇用者 H26.4 
大量雇用創出奨助金の認定事業主 の雇用計画(週 30時間以上)I 7 0万円/人 ~ 
励金 (各年度の 又は H27.3 

※正規雇用創出奨励金との 4/1時点か 短時間労働者 (1年間)

併給不可 のらみの対純象増)分(・週12年0以時」間ゴ以董E上)

(2)所要経費
(正規雇用創出奨励金所要額)

50万円 X184人 X2回=184百万円
(大量雇用創出奨励金所要額)

70万円 X244人 =171百万円 合計回 355百万円

2 1 の制度創設以 、延べ 31 9 f:t， 1. 7 9 9人に3 これ平平成成までの年年取組度度奨状況 改善点
24 には延べ47社来お437人に社略、目Al，志支給し、 平奨出励η 金z担を支申給凶Mして"，'いA るO 。弘、

4 5 1人に 励金を支給して り、支給件数三六とmはIJ増三Z加a..している。 P(J平<'"成U2叶-643年ヒ，.、1〆と月f 末、せ時O点T4)-

-県外企業の誘致及び県内企業の設備投資計画の実行を確保するための有効なツールとなって

いると認められる。
-一方依然として雇用状況の回復への予断を許さず、支援制度の継続とより一層の周知が必要
である。
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平成2 6年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位・千円)

事業名 本年度|前年度|比較
財 j原 内 訳

備考
目庫支出金|起債|その他|一般財源

製造業生産等改善
支援事業 1 20， 903 30，0001 ム9，097 20，903 

トータルコスト 121，677千円(前年度目， 589千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容|制度の周知・説明、申請書類審査、補助金交付手続等

工程表の政量目標(指標)1 県外企業の誘致の推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進ー県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の聞に企業立地件数 150 件)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
大手企業の事業再編等、外的環境が悪化している状況下において、県内中小企業(製造業)が

現状の雇用を維持しつつ企業体質の強化を図るために取り組む生産等改善活動を支援し、新たな
研究開発に取り組む環境を整える。

2 主な事業内容
[製造業生産等改善支援補助金]
( 1 )補助対象者

県内に事業所を有する中小製造業
(2 )補助対象事業

0生産改善のために行う「診断」、「改善計画策定」、「改善活動実施のフォロー」等に要
する経費(コンサルティング会社への委託経費、謝金、旅費、事務費等)

0改善計画に沿って、 IT技術や新技術の導入、生産工程の高度化・省力化(自動化、省
エネ化)等の改善活動の実施に要する経費
く生産等改善の例>
.工場レイアウトの改善
・生産管理システムの構築 I

.在庫管理システムの構築

.ムダの削減活動
( 3 )要件

・補助事業の規模が 50万円以上
・外部のコンサルタント会社又は専門家と合同で改善計画を策定すること或いは策定して
いること。

・現状の雇用を維持すること。
(4 )期間 最大24ヶ月
( 5 )補助率 1/2 
( 6 )補助限度額 改善計画策定等 1， 000千円

改善活動実施 3， 000千円
( 7 )所要経費 既認定分(平成 24、25年度) 20，903千円

3 これまでの取組状況、改善点
・平成 24年度に制度を創設し、平成24年度は5件、平成 25年度は3件の事業認定を行い、
中小企業の生産改善による新分野へのシフトの動きを支援することに繋がっている。

・来年度は、県内製造業の生産改善への支援については、「経営改善設備投資支援事業」として
継続すること左なったため、既認定分のみを予算計上。
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7款商工費
2項エ鉱業 費

1目 エ鉱業総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線田 7664)
(単位田千円)
ーーーー一一丁一一一ー一

源 内訳財
事業名 本年度|前年度|比較 備考

企業立地推進費 50， 789 

目庫支出金l起債|その他|一般財源

〈雑入〉
15， 3281 1 1 831 50， 706 35， 461 

トータルコストI112，701千円(前年度目，873千円) [正職員 8.0人非常勤職員 3.0人]

主な業務内容|専門の非常勤職員等による企業訪問活動、企業情報等収集及びPR資料作成

工程表の政策目標(指標)I県外企業の誘致推進.県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の聞に企業立地件数 1 50件)

費経P品
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補助金検査等を行
う非常勤職員の設
置

-県外木部(東京・関西・名古屋): 1名 X3機関
・商工労働部目 1名

地事業補助金、正規雇用創出奨励金等の補助金審査補
1名)を配置する。

3001・企業の新規立地計画の情報提供など、本県への企業立地に貢
献があった者を表彰する。

県内視察支援制度 4651・県外企業が県内視察に訪れる経費を負担し、本県への企業立
地を促進する。

情報収集及び情報
提供

水環境影響評価委
員会の設置・検証

レコン、民間調査会社等を通じて企業の情報を収集し、
に活用する。

10，0001 .米子市二本木に地下水を利用する企業が立地したことに伴い、
周辺地域の水環境への影響評価及び今後の当該地域への企業立
地環境の検証を目的として、立地企業・米子市・鳥取県の 3者
で水環境影響評価委員会を設置する。 (3者で経費負担)

153 

企業立地セミナー
の実施

1，9361・中京圏において新たな企業誘致を進めるため、名古屋市内で
企業立地セミナーを実施するα

・企業立地セミナー開催(名古屋市) (1，936千円)

事務費 |肌 198

計 I50， 789 

3 これまでの取組状況、改善点
企業立離童

H22 
__Q_ 
24 

且え立*
7 
24 

旦三一3
Lよ
30 

H24 
1 5 
36 
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7款商工費
2項エ鉱業費

1目 エ鉱業総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本 年 度 前年度 比較
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財 j原 内
備考

鳥取県地域産業活
性化基本計画推進
事業

トータルコスト|日18千円(前年度 5，620千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容I.鳥取県地域産業活性化協議会の事業の運営
-企業立地計画の審査・認定・調整業務
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事業内容の説明
1 事業の目的・概要

県内産業の更なる集積及び高度化を図るため、平成 24年4月に策定した「鳥取県地域産業活
性化基本計画」の各種事業について推進を図る。

28年度)

2 主な事業内容
( 1 )鳥取県地域産業活性化協議会の開催(年2回程度)

く構成員〉
・行政機関(県、市町村)
空術機関(鳥取大学、外2団体)
商工団体(鳥取県商工会議所定合会、外2団体)

・金融働関(山陰合同銀行、鳥取銀行)
・関係機関(中国電力)
-支援機関((公財)鳥取県産業振漢機構、(地司直)鳥取県産業技術センター外)

(事務局:(公庶)，鳥取県産業振興機構)
(2 )企渠誘致研修会等の開催(市町村対象)
(3 )企業立地計画の審査・認定・調整業務

※地域産業活性化基本計画に沿ーった事業を行う場合に、企業が作成する企業立地計画(工場
の新増設を伴う計画)、事業高度化計画(工場の新増設を伴わない機械導入のみの計画)を
県において承認する。承認、された計画により次のとおり優遇措置がある。
・企業立地計画:法人税の特別償却、地方税(不動産取得税・固定資産税)の減免、日本

政策金融公庫による低利利率貸付措置
・事業高度化計画:日本政策金融公庫による低利率貸付措置

3 これまでの取組状況、改善点
・平成 19年度に、企業立地促進法に基づき鳥取県の産業集積を進める「鳥取県地域産業活性化
基本計画 (5か年計画)Jを策定した。(計画期間:平成 23年度まで)
-平成 24年4月に、鳥取県経済成長戦略を踏まえ、新しい i)鳥取県地域産業活性化基本計画」
を策定し、集積目標業種の誘致及び新増設促進に取り組んでいる。

これまでの地域産業活性化基本計画に基づく企業立地計画・事業高度化計画承認件数
-企業立地計画承認件数・ 32件、事業高度化計画承認件数 :4件
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費

1目 エ鉱業総務費
立地戦略課(内線 7664)

(単位:千円)

自オ j原 内 訳
事 業名 本年度 前 年 度 比 較 備考

国産支出金 起 債 その他 一般財源

工等米推子業進崎団事地津基業地盤区整中核備 8，457 8，453 4 8，457 

トータルコスト 9，231千円(前年度 9，247千円) [正職員:0，1人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の交付手続

工程表の政荒目標(指標)
県県(外平内企成企業業の誘新増致設の年推の促進度 : 県外か内企らの新地の件規新誘数増設致1を増実0加件現すをるの 進.県 の図る
平 19~30 の聞に企業業立 5 0 {4) 

1事整業備事米内子業の容促市のの進の目説崎的を明津図・概団要地において、米子市が行う道路等の基盤整備事業に要する経費の一部を補助し、

る。

2 主平助成すな事業内度容26年 は新規事業はなく、過去に米子市が実施した事業の起債償還に要する経費に対し
補る。

区 分 事業期間 t

補助額(千円))
負担割合

H25まで H26 H27以降 言十

住宅団地幹線道路 H10~11 21，200 2，001 8，914 32，115 市負担額X1/2 

住宅団地公園(用地) H11 22，303 1，492 6，641 30，436 市負担額X1'0/10 

工業団地進入路 H13~14 40， 546 4，964 15，.273 60， 783 市負担額X1/2
i口h 計 84，049 8，457 30， 828 123， 334 

※市負担額=起債元利償還額から交付措置額を控除した額

3 こ2締れ樟結7ま団での呼状況、 T重点-平を し1年た6 に、県 子市で、今後の負担割合等を定めた「崎津団地開発に関する覚書J

-こ でに桂宅平団地幹線道路、団地環大規状線模太、市陽道霞津電21号動線が整備された。
-崎団地では、成 26年2月より 光発が稼した。

米工持子業管崎団理津地事地承業水区路中維核 2.184 1，958 226 2.184 

トータルコスト 2，958千円(前年度 2， 752千円) [正職員:0，，1人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の交付手続

工程表の政策目標(指標)
県県(外平内成企企業業のの誘新致増設の推年の促進度進:県:外県か企らの新の規新件誘増数設致1のを増実0加件現す)を図るる

19~30 の聞に企内業業立地 5 

1事を業事米補内業子助容市のしの、に目説移承的明水管関 概要
した崎適津団な地管の承水路(準用河J11) について、米子市が行う維持管理事業の一部
路の切 理を図る。

2 米主事子な業事市費業が行内容う水3質6調8査千、 樋門管県理補、助淡額深、 清掃に8要4す千る円経費の一部 (1/2) を補助する。
4，円、 2，1 

3 これまでの取組社月、状平にの成況県運、 米改善す市点
-昭和津開発団6促1年進公4 営・に子 る・崎覚津書り公」大社規を締模が結太、今し後たの負担割合等を定めた 「財団法人米子崎津地

・崎区 地では、 26年関2月よ 陽光発電が稼動した。
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7款商工費
2項エ鉱業費

1目 工鉱業総務費

平 成26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

事業名 本年度|前年 i度|比 較
財 j原 内 訳

備考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

境港竹肉工業団地
企業立地促進補助
金

ト-:)1ルコストI4，374千円(前年度 8，494千円) [正職員 O.1人]

主な業務内容|申請書の審査・補助金の交付手続

3， 600 7，7001 ム4，100 3，600 
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事業内容の説明

1 事業の目的・概要
境港竹内工業団地に立地した企業に対して、分譲用地取得額の一部を補助する。

2 主な事業内容
過去に境港竹内工業団地の用地を取得して分割納付を行っている企業3社に対し、補助金を交

付する。

( 1 )補助事業の概要
・補助対象者竹内回地の用地を取得した企業
・補助対象額 問団地の用地取得額
-補助率用地取得代金の 100分の 20
・限度額 10億円

(2 )所要経費 3， 600千円

3 これまでの取組状況、改善点
( 1 )昭和 61年度に制度を創設した。
(2)竹内団地へ立地した企業 68社に対して、補助金を交付している。
(3 )平成 20年4月に企業局が分譲価格を大幅に引き下げたことに伴い、当該補助金は新規の

認定は行わないことにしている。
(4)分譲の状況(平成 26年 1月現在)

-工業用地面積 82.7ha 
-分譲済面積 54. 8.h a 
-賃借済面積 12.5ha 
・分譲可能面積 15.4ha 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業 費 立地戦略課(内線田 7664)

(単位:千円)
一一ーー一一---，-ーーーーー

1目 エ鉱業総務費

事業名 本年度|前年度 比較
財源阿訳

I 1蔚考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

[制度改正]
企業投資促進のた1 245，9731 364，3421 ム118，369
めの工業団地再整

245，973 

備事業補助金

トータルコストI246，747千円(前年度 365，136千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容|申請書の審査支出金の交付手続

工程表の鵬目標(指標)I県外企業の誘致推進:県外からの新規誘致を実現する

事業内容の説明

1 事業の概要

県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の聞に企業立地件数 1 50件)

企業投資の促進を図るため、既存工業団地において、市町村が行う団地の再整備に要する経費
の一部を補助するとともに、中山間地を多く抱える町村部では財政カが脆弱であり企業誘致に
繋がりにくいことから県補助率の見直しを行う。

2 主な事業内容
(1)若葉台北、布袋工業団地(鳥取市)及び西倉吉工業団地(倉吉市)において、市町村が行う
用地造成、道路、排水施設、上下水道等の改築、貸工場の整備に係る経費の一部を補助する?

予説嗣f'l)

にある集積業種の企業が立地する場合は、

2 
し、県内経済への波及効果があると知事が認める場合で、

の ①を満たす場合は、 6億円を超え 20億円までは 2/3 
①及び②又は

①及び③を満たす場合は、 6億円を超え 20億円までは 3/4 
①、②及び③を満たす場合は、 6億円を超え 20億円までは 4/5 

とする。(注38財力指数が O. 5未満の市附議員1人当たりの市町村別製造品出荷額等の過去5年平均耕平均を下回る
市町村

③「鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例及び規則」で定める中山間地域
の区域

(知事特認)知事がやむを得ない事情があると認める場合は、上記6億円を3億円
に引き下げるものとするの

3 これまでの取組状況、改善点
既存工業団地の分談可能な用地がほとんどなくなってきている中、市町村ではオーダーメイ'ド

で団地再整備を行うことにより積極的に企業誘致に取り組んでいることから、市町村の財政状況
や中山間地への立地状況等を勘案し補助率の見直しを行った。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事 業名 本年度 前 年 度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 →頭車原

事団[(制新業地度)整新創備規設支工]援業 。 。 。

トータルコスト 0千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 申請書の審査・支出金の交付手続

工(指程標表)の政策目標 県県(外内企企業業のの誘新致増3推設0進年の促度:進県外.県か内ら企の新業立規地の誘件新増数致設を1実の増現加するを図る
平成 19~ の聞に企業 50件)

事業内容の説明

14襲撃?開期議事事擁立器購量購

蕗富f難欝品 払息の 1/2を する
支する手l「l工業団/地整備助資成金」により調達する場合に生じる

区分 内容
対象経費

工業鳥る取支団地県払整市利備息町村のための用金地取ら得の費貸及付び造で成調費達等すを起場債合或に生い
はじ 貸付基か け る

|助成率 lL_2 

、

盤強号 機鰐靖梼工程署著書戸う掴一留に軒くきな 加
変更

|貸付対象

.監資踏事喜程襲在霊堂霊協踏襲警弘

-貸付更対地象と経す費るための空き工場などの解体撤去費、造成を伴わない用地取得費など。

、-貸付貸償償付条還還件利期方法息限(※地貸元1域付金0活年均日性等間に化お半(年資けう金賦ちる財据償(施政置還設融期整資間備資1金年)以のに同固内定)じ金)利方式の貸付利率

J 
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7款商工費
2項エ鉱業費

1目 工鉱業総務費

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664) 
(単位・千円)

事業名 本年度|前年度
l 財 源内訳巴

比較 I_".I._:_:_' ..， ._=._1備考
100庫支出金|起債|その他|一般財源

(新)旧鳥取高等農
芸学校校舎改修事 1 10，制

トータルコスト 1 13，207千円(前年度 0千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容|契約・調整事務など

。10，885 10，885 
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事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取市南吉方の旧三洋電機(株)跡地(鳥取市所有)内に存置されている旧鳥取高等農業学

校校舎(大正 10年建築)については、当該建物を活用する企業の入居を前提に鳥取市から取
得し、情報処理系企業による活用を想定して、鳥取情報ノ、ィウェイのアクセスポイントを設置
したところである。
現在、当該建物への賃借入居を希望する企業と折衝中であることから、当該企業の入居を前

提に、耐震度調査、構造図面作成、給排水設備の整備等、建物として最低限必要となる基本機
能に係る改修を行う。

*旧鳥取高等農業学校校舎(平成 25年 10月 31日、鳥取市から取得)
・木造2階建(大正 10年建築) ・建築面積 232.73rri .延床面積 424.2rri 

2 主な事業内容
l日鳥取高等農業学校校舎について、耐震度調査・耐震手法等の検討、構造図面等作成、給排

水設備整備など、建物として最低限必要となる基本機能に係る改修を行う。

事業費 10，885千円

① 旧鳥取高等農業学校校舎耐震度等調査委託 4， 3 1 8千円
・当該校舎の耐震度調査、耐震手法の検討、構造図面の作成等

② 給排水設備改修工事
-実施設計委託、改修工事費

③ その他建物管理費
・建物警備委託、土地賃借料等

5， 841千円

726千円

3 旧校舎建物の活用方針等
旧校舎建物への入居は、建物規模等から比較的小規模な情報処理系企業が現実的と判断し、

平成 25年度9月補正予算において、鳥取情報ハイウェイのアクセスポイントを設置したとこ
ろ。

旧校舎建物については入居企業に譲渡する方向で交渉していたが、譲受側の事情によっては
建物が保全されず処分される可能性もあることから、建物は県が所有し、企業への賃貸により
利活用を図ることとして、現在、賃借入居を希望する企業と折衝を行っている。

今後、企業への賃貸と並行して耐震度調査等を行い、その結果を踏まえて必要な改修内容に
ついて改めて検討を行うこととする。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費務総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

エエ
商

目項

1

款
2

守， 立地戦略課(内線:7664) 
(単位.千円)

訳内源財
備考較比前年度本年度名業事

一般財源その他債起目庫支出金

企業立地事業環
境整備補助金 ム204.918204.918 。

205;712千円)0千円(前年度トータルコスト

主な業務内容

対象事業なし

事業の目的・概要
県内の工業団地への企業立地促進と工業用水の利用促進を図るために、工場排水に伴う周

辺環境の汚染防止及び設備運用のための環境整備に係る経費の一部を補助する。

平成26年度

1 

主な事業内容

運用環境安定化施設の
研療研修腕設の啓備事

次のいずれかを満たす者 |左表の(1)或いは、地方公共団体又
(1)県営工業団地において企業立地事業を|は地方公共団体が 50%以上出資し
行う者 |ている法人が造成し、工場等の用に

(2)県営工業用水道から 1.000rrV日|供し、若しくは供することと決定し
以上の給水を受ける契約をしている者|た一団の土地において企業立地事業

(3) 1 0 0人以上の新規常時雇用労働者の|を行う者
増加が見込まれる事業を行う者

(4)次の要件のいずれも満たす事業を行う
者
ア 投下固定資産額が 20億円以上で
あること

イ 新規雇用者が 30人以上であるこ

厭詰

2 

(1;データセンターの運用環境安定
化施設の整備に要する'経費(パック
アップ電源装置、空調設備及び受電
通信設備並びにその設置に必要とな
る王子)
(2)ァータセンターの研究研修施設
の整備に要する経費(高度IT人材を
育成するために必要となる研究研修
設備及びその設置に必要となる工

亙竺
U 

爾f;::妻子~

これまでの取組状況、改善点
・県営工業団地等への誘致折衝案件においては、団地内における排水処理施設の整備が十分
でないことから、自家処理での設備コストが立地する上での大きな隆路となっていたこと
から、平成21年度に本制度を創設した。

・平成25年度にはデータセンターの誘致を推進するため、データセン究ーに必要な運用環
境安定化施設及び研究研修型データセンターに必要な研修研究施設を補助対象経費に追加
する制度の見直しを行ったところであり、企業の大規模投資、県外企業の誘致、雇用の拡
大に繋がると期待している。

3 

内
4
u

n
4
d
 



費'忽刀

司
ぜ
場

q総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

工
工

商

目項
1

款
2

守，
平成 26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(皐位.干円)

事業名 1;本 年 度 | 前 年度|比較 目
j原 内 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

雇用維持企業再構
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守
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位:千円)

財源 内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国庫支出金起債その他一般財源

次世代環境ビジ
ネス創出事業 39， 8931 35， 8801 4， 0131 1 1 1 39， 893 

トータルコスト 50， 728千円(前年度 45，413千円) [正職員:1.4人]

主な業務内容会議運営、セミナー開催、委託事業の募集・契約 y 管理、補助金事務など

工程表町臨時(描器)再生可能び産エ県業ネ内ノへレ企ギの業新ーの規、競参L争入E力等D強産促化業進への新規参入促進及び競争力強化:再生可能エネノレギー のための技術開発・人材育成、 LED関連産業
の集積及

1事業事内業容のの目説的明・概び要LED関l連産業の育成・振興を図るとともに支独自性ある高付加価値の製品を

l 創太出す陽光る発た電め及、両分野の企業聞や具分野との連携による取組を 援する。，

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分予算額 内容

次世事出代業プ環ロ境ジ産ェ業ク 28，373 創 が見さ る連 い
ト テーマにつ 業浦に世関に や

高圃付新※加規内価事世値業: を円 託必す去万る万。

-2※5年実廿施度期採 ， 発度6千・円債務・負審担査行会為経費 87千円

新化事技業術応用事業 6，669 製次出・世作2さ5代れし環た境技重俳童E宝望業専書創呼書の新銭尚1喜プた子鮭なロ事Eジ業E霧ェへtク宇車のト品事転警実業官用施背でを期有図骨間効る2 性たカや年め将)、試来性作が品見を

※年内度容採iz : 発で得られた知

モーター開発等

次ネ補助世ス金代事環業境化支ピ援ジ 4，000 太び陽蓄光電発池電関連関連企産業業が他育成企協業議と連会携、L してE取D戦り組略研む製究会品の開発会員、及事

業(化補調助査率等:2を/支3以援内す、る限。度額:2，000千円)

太産世陽古光品発抽電晶関ム連 351 情発報支収援集等を・行技術う。習得(専の門たセめミのナセーミナ(2ー回開)催、研や企究業会等の新の製開催品)開
運タ営ドと費円 PXd胡碕~:l3;"

会L運E営D費戦略研究 350 発情報支援収集等を・技行術う。習得(専の門たセめミのナセーミナ(2ー回開)催、研や企究業会等の新の製開催品)開

鳥揖取シ県太陽ム光商発品 150 太め、陽販光売発電・施シ工ス業テ界ムのを振安興心をし図てる導た入めで、き鳥る取環県境太づ陽1くりを進シ

事屯業者功ス金テ協議臥会肌支 スるテn ム(補取助扱率事.業定者額協、議限会度に額対・し1、50運千営円)に要する経費ノをい発支援電す

3 補制発既研平こ助景を成札観究金後のまでの取組状当島況前議生E議F産管敏拠霊室点E 開同発百 事効舟率のの じ 能品エをネ開ル発 野では野、金で属は屋根烏 前陽光でノ実宅ネ証ル実設験置中

R演A出 ED照 発び 用LED 分K 品 の開 を した
25 からは の などによ 用I行をまl よ。事の高い委ぴ周託高Lについ 開電花、機再き生試主主計可倍転め字県 定の蜘ギー分持い喜回っ鵠る美聖め周難デ積太極u品fc:霊童晶画
押し年すも度のることと 化海発し外たを移進際は 内事業雇所る厳用で確のし保製v 皿造にを条，ふ件りとした。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工、鉱業費

2日 中小企業振興費

立地戦略課(内線田 7664)
(単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 上じ 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

事次ジる業技世ネ術代ス環等を境支向上えビ 4，597 4，597 。 4，597 

ト-$1ルコスト 5，371千円(前年度5，391千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 委託契約締結、進捗管理等

工程表由政相揮(指書) 再能生ネ可ル能エーネ産ルギー、新L規E参D入関等連促産進業のへたのめ新の規技参術入開促発進及・人び材競育争成力強化・再生可
エ ギ 業への

事業内容の説明

1 業た施事今の後業県工及、の内目的 ・概増管市加場理要参がの需外要の 見込め基分る礎再野生技可お術能けエネルギー設を備促用の施工・維め持践管平成理指分野において度す、県実施内企
での 入たや当 に る人得材講確座保を 進すた応るた 24・25催年 し

び維持 めの ・ 取 応し用・実導研修を関 る。

2 主な事業内容

講座内容

( 1議@@)施参保加守工議関管者掘官受関(係注シ案襲ス(現テ件震る諜;3街】等研i意i点修等i噂噌為等)場ム点設解検す来計 施解実、工の 計) 

(2 理の に対、る析践等指

実施回数 東部・中部で延 10回程度

参加対象
①②③④平県今今成内 24・25年電参の度入就シ職当スを事業の基工礎企講業るる座企個・を受売講企社離職業員し者等た企社業員の社員の太光里子発に テム施 の

後後、、 当当分分陽野へ 検等討を希し望てすい 販業人の( 、新卒者等)

委託 先 公益財団法人鳥取県産業振興機構

委託 料

4※，5事3907業千千費円円5/，人44)7を千徴円収。し参、加事費業8費50に千充円当(応し差用額研を修委託5千料円と/人して・交実付践す研る修。
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7款商工費
2項鉱工業費

2目 中小企業振興費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線田 7664)
(単位田千円)

財 源内 訳
事 業名本年度前年度 比 較 備考

国庫支出金起債 その他一般財源

LED産業競争力
強化事業 30，2891 25，2311 5，0581 1 1 1 30，289 

トータルコスト 32，611千円(前年度 27，614千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容委託契約事務、進捗管理、関係機関調整事務

工程表の政量目標(指標)I LED関連産業の集積及び県内企業の競争力強化

事業内容の説明

1 事市場化業、企競のと集争業目積的がの化激商・概化品を促要す開るLED関連市場で県内産LED製品の認知度及び信頼性の向上を図るとと
もに 発における課題解決を支援する体制を確保し、本県LED産業の更なる競争

|力強 進する。

2 主な事業内容
委託先:(公財)鳥取県産業振興機機

LED商品企画支援
チ}ムの運営

25，264千円

O (L1 画支 チーム (3名)

る 企画の方向性品市場性等の検証支援
生かした新商 の企画提案支援

設計、放熱設計などの高度化支援

鳥取県産 LED製品 LED製者定品について一定の性能や安全及品性びを認等県を求める統一性能評
の市場競争力強化 価度市基準や高を設 し、それをクリアした製 証することにより

場消費に対する県産LED製品 内LED産業の認知
5，025千円 をめる。

3 これまでの取組業す状集jめ兄 改善成の県(地点検外2 LED関連活行企の積と 県産業 究プン会タローの光測定 実という本新向
県のみをかた、平 LED を設置し 取組の方
性の議をってきた。そ えた ジェクトや 等から、たな強協商品が開発されたり、 討独L2)年をE鳥度踏D企取まに業の研誘技戦究致術略開に研発セつながるなど少しず市商・評場つ品価成情開設発報果備補提が供助生のや金充まれ始めてい

る。

LED商品企面穫議支一援定量1 チームの取組では 量産祝績J(E打認型こ合議のつ8せ完社いし閣成て議延てやい女ベま試以る11下.作27件の品9完ど(4打ヰお成合等りせ資でに料回至あ提数っる示て.回1支数3援8が件1終、7了1し困た) 
案件が4件あり の成支実呆援績が出ている卒、の

なお LED 画 チームの支援{状実牛
24 援:6 ベ 9

. 平成品25 fF.rn' 1 2月25日社時延点支援
料p"，提示 244回)

ヲ
，

z
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2，頁エ鉱業費

2目 中小企業振興費

立地戦賂課(内線・ 7664)
(単位:千円)

Rオ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 上七 車交 備考

自庫支出金 起債 その他 一般財源

戦営略」推的進な事「環業境経
40.103 55，128 ム15，025 40，103 

トータルコスト 43，973千円(前年度 59，100千円) [正職員 :0目 5人]

主な業務内容 補助金事業の募集・審査・交付・検査事務

工程表の政策目標(指標) 中小企業の環境対策及び企業競争力強化の推進

事業内容の説明

1 低せ事炭業素の「型環目フ。社境的会経・.概営の推要進と企業的競に争取力りの強化たに向省け、 ネ県診内断中小企業づが省省エネネ及び生産性導入向上を両立
さる 」に効果 組むめにエ に基くエ設備等の に対して
助成を行

2 主内環な中事境小対業企策内業設容が備省導エ入ネ促診進断補に助基金づ( 1) m~Mm~fii1j~.À1.li!:~1iIîJl!J:& (40，000千円)
県 き(4取0，り組む省エネ設備等の導入に対して助成する。

対象事業者 県内中小企業

対象事業

補助率等

麗量挙
害警 予算枠

1/2 40，000千円
1/2 
l_L_3 

※補事助業金上限:5，000千円
費下限:2，000千円(ただし小規模企業者は1，000千円)

採択方法 外部専門家を含む審査会で取組効果の高い事業を採択する。

(2 )審査会事務費等 (103千円)

排出抑に

診普な断の対象が
っTこことか
及を図りエ
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
1 3款諸支出金
1項公営企業支出金

1白 鳥取県営工業用水道事業会計支出金

目オ
事業名 本年度 前 年 度 比 較

国庫支出金

立地戦略課(肉線・ 7664)
(単位:千円)

j原 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

事業業会鳥計出資金事
( 取地区) 228.569 219.714 8.855 228.569 

トータルコスト 228.569千円(前年度 219.714千円) [玉職員:0.0人]

主な業務内容 申請書の審査・支出金の交付手続

工程衰の政策目標(指標)
県県外内企企業業のの誘新増致推設進の促:進県外:県か内ら企の新業規の誘新致増設を実の増現加すをる図る

事業内容の説明

1 事鳥資業取を行県の企目業的局・概が行要う鳥取地区工業用水道事業の経営の健全化を確保するため、一般会計からの
出う。

2 鳥主な事地業内容お
取 区に いて、工業用水を一部給水するため企業局が先行投資を行っており、その整備に

一要した起債の元金償還金について出資を行う。

(単位:千円
出資金の名称 金額

|鳥取地区工業用水道事業に係る出資金 228.569 

3 

ー接れ鳥平し成取まかで
地道 可能となる工業

局 始し、殿ダムが
2 いる。
し をfrってい

入もでの き続業用き出資料を
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事業名

平 成 26年度一般会計当初予算説明資料

立地戦略課(内線:7664)
(単位千円)
一一「一一一

財 源内 訳

国庫支出金|起債| その他 |一般財源
前年度 比較 備考本年度

nu 
nuu 

nuv 
ハU

《
H
V

雇
材

る
人

係
度

に
高

地
園
業

立
大
事

業
拡
成

企
用
育

(100， 000) (100， 000) 

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明

「 国の平成 25年度臨時経済対策において、新たに「地域人づくり事業」が創設され、「鳥取県il
1緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施することとなった。 I

| 本事業は、平成25年度2月補正(経済対策)で設定された債務負担行為により、平成 25桐
l度から平成 26年度にかけて継続実施するもの。 J

1 事業の目的・概要
誘致企業による新規立地や事業拡大を行うための新増設事業などの企業立地にあわせ、人材確

保・人材育成を目的として行う雇用・人材研修・販路開拓・海外展開等を支援する。
く企業立地に併せた支援を行う理由〉
企業立地事業は、新たな事業進出・展開を行う事業であり、事業を成功に導くためには、人

材確保・人材育成が必要となるロこのため、企業立地事業に伴う新たな人材確保や人材育成を
支援することにより、企業が行う新事業に併せた職場内外での研修が可能となる。

，2主な事業内容 1 

企業立地による| 企業立地事業の認定等を受けている事業で、当初認定された雇用計画よ
雇用拡大事業 |りも更に拡大を図る場合、その拡大される事業に伴う雇用に対する人材育

成を委託する。
※雇用 1名に対する委託費上限は1，000千円までとする。

マネジメント・| 新たに企業立地事業を行う企業が、企業立地後の事業運営を安定的・加
高度技術者雇用|速的に行うために、事業のコアとなるべきマネジメント人材並びに高度技
促進事業 |術者を雇用し、人材育成を委託する。

※雇用 1名に対する委託費上限は7，000千円までとする。

平成 26年度予算額:100，000千円

3 これまでの取組状況、改善点
企業立地に対する支援はこれまで設備投資・賃借に係る補助金や、制度融資などlこよる支援を

行ってきたところであるが、企業立地事業を安定的に実施していくためには、人材確保・育成を
行うことが必要となる。

また、企業立地事業を行う中で事業のコアとなる高度な技術人材やマネージメント能力を有す
る人材の育成を行うことにより、企業立地事業の早期達成及び県内経済の発展に結びつけること
ができる。

く参考>地域人づくり事業
失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地峨のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目
的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

日項

2

款
1

7
 経済産業組[産業振興室](内毎官話j

財 1m! 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交'

一般財源
備考

目庫支出金 起 債 その他

建支設援事業業多角化経営 く雑入>
32，812 96，984 ム64，172 43 32， 769 

トータルコスト 42，099千円(前年度 120，021千円) [正職員:1.2人非常勤職員:3.0人]

主な業務内容 普及啓発、相談対応、計画策定支援、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標) 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

事業内容の説明

1 
事啓建発業設の、事相目業談的者対・等応概が要か公ら共事事業業化依ま存でか一ら貫のし脱た却支を援目を指行しうて。行う新分野進出の各種取組に対し、 普及

2(1)主建な援事設業施業業O策新内B等容分の野進専介門出アドバ建イザー設業を者行置事等う業新(9分，8野4進1千出円の) 
た企支 紹の、職経員営相が談設な事ど の 相談及び県内企業の経営課題に対応し

( 2新)建規平成案設件業2新は5年分「度野中小進以企前出事業に調業交補付査助決・研金定等究した開(継継発続続支援分事補業助2に2対金，15Jし5及千て助び円成)「す経営る。革新支援補助金」 で対応する。

建進設出業事新業補分助野金 建討設段事業者事等業が行段階う新)分に応野進出への取す組る。を各段階 (進出 12， 155千円
検階、 化 じて支援

トじ補事助業化率段:階2/3，3O00千限円度額・進出検討段階 1，000千円J

建補設ス助参業金介入護支 ピジ れ等建るを設介支業護援新分す分野る。野へ進の[補参出助入先率のに:係う2ちる/、ビ3雇ジ用ネ創ス限運出度効営額果準:備が5高，、O戦0く0見略千込策円定〕ま
10，000千円

ネ業 援事

(3 )事務費(816千円)

3 これ成までの取組度状制況度、創改善設点
0 平 1 5年の から 15 1社が制度を活用し、建設事業者等の新分野への進出を支
援してきた

0 補開発助金活補用助は近象伴との建設新業たを総取合り巻度く環等境変統化合により年と々 減少傾本事向にあり新、企規採業の調査・研す
究 を 対 する な 制 に することし、 業での 択は終了
る。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費 商工政策課(内線:72 1 2)→事業実施販路拡大・輸出促進課

2項工鉱業費 経済産業総室瞳謝隅盟(内線・ 7657)→事業実施食のみやこ推進課
2目 中小企業振興費 (単位千円)

目オ i原 内 訳
事 業 名 本年度 前年度 備 考較比

その他l一般財源自庫支出金|起債

鳥取フードバレー
戦略事業 100，685 101，705 ム1，020 100，685 

トータルコスト 112，294千円(前年度 113，621千円) [正職員:1.5人]

主な業務内容|コンソーシアム設置・運営、関係者との連絡調整・情報収集、農商工連携に係
る支援ネットワークの推進、補助金交付事務等

工程表白陸軍目標(指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

2 

3 

食に関する各種施策や食品関連企業の取組をパワーアップして、圏内・海外市場における競
争力強化を図るため、産学金官によるコンソーシアムを組織し、食の産業振興に関わる個別テ
ーマの戦略的検討を行うとともに、様々な関連施策を一体的に運用し、鳥取県版フードバレー
形成に向けた県内食品産業の基盤づくりを進める。

るコンソーシアム叩
織を構築する。

・戦略検討会議の開催〔テーマに応じたオープン参加]
「農商工連携等の商品開発Jr国内外のマーケット戦略Jrブランド強化・情報発信」
「一次加工食品の生産Jr食の安全・安心対策」など

φフードコンソーシアム・アドバイザー
し、

-安心対策専門員 (2名)
の紹介等を行う。

を配置し、認

るよう、 HACCPの構築に係る実務経験を有する
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費輿振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項

2

款
2

マ，

経済産業総室f産業振興室J(内線・ 7657)
{皐位:干円)

財 源 内 訳
事業名 |本年度|前年度|比 較 備 考

一般財源

技ム(新戦術)ウェアラブル
コンソーシア| 1，7201 1，7201 1，720 
略事業

トータルコスト 17，137千円(前年度 0千円) [正職員・ 0.7人]

主な業務内容|コンソーシアム設置・運営、関係者との連絡調整・情報収集等

工程表の政策献指標)I県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
産学宮で構成される「ワェアラブル技術コンソ}シアム」を設置し、ウェアラブルデノ〈イス等

の最先端ICT技術動向や先端産業分野への参入可能性等を研究し、県内企業のウェアラブル技術
等によるイノベーションの誘発、新製品開発及び新たな市場への参入促進を図る。

(参考)
【ウェアラブルデバイス】
通信機能を持った身体に身につけることができる情報端末。部品の小型軽量化・モバイルインターネット環境

の普及・各種センサーの発展等により実用化しちスマートフォンの次のデバイスとして新たな市場が創出される
と注目を集めている。

【ウェアラブルデバイスの具体例】
Oめがね型

めがねに小型のディスプレイやカメラが取り付けられており、必要な様々な情報を目の前に表示したり、目
で見たままの光景を写真に撮ることができる。

例.グーグルグラス(グーグノレ)、テレパシーワン(テレパ、ンー)
O腕時計型
腕時計にディスプレイやカメラが取り付けられており、時刻以外に付加的な情報を表示できる。
スマートフォンと連動し、メール受信などを腕時計に表示できる。
例:ギャラクシーギア(サムスン電子)、スマートウォッチ(ソニー)

出典:googleホ」ムページより 出典・ SAMSUNGホ}ムベージより

2 主な事業肉容
ウェアラブ、ル技術コンソーシアムを設置する。
コンソーシアムは、県内製造業者・県内ICT企業・大学・公設試等で構成し、イノベーション

の誘発に向けて、以下の活動を行う。

事 業 内 ?fコfー・ 予算額

研究会
向ウうェア究体品ラ供会ブ的ル給で開発デはのバイ最例能ス端や学をメインァ マとし技た研術究会市を行動師から最先端 ・場

、研具部 事、 先を びの講商、コンソーシアムメンバーに 1，320千円
よる 可性新品開発について議論する。

先進地視察 研理な解研究会究を深機で学めんだ最め先端技術ー・市シ場ア動向等について先、進更に
るた 等、コンソ ムメンバーにて 的 400千円

関・企業 を視察する。

3 これまでの取組状況、改善点
県でーはこれまで製造業の新分野進出等の支援を行っているところであるが、最近ウェアラブノレ

デバイスが注目を集めており、県内企業においてもとのような先端技術分野への部材供給や商品
包の可能性検討を進める必要がある
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費興居医業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項

2

款
2

マ，

平成26年度一般会計当初予算説明資料

J
 

7
丙

F
D
一ヨ』

内口一・目
7
Rド!

 

肉一
ー室一

仇

up-i
 
員オ jffli 内 訳

事 業名 本年度 前年度 比 車安 備考
国庫支出金 起 債 その他 一般財源

経支援営事改善業設備投資
86，200 。86，200 86，200 

トータルコスト 88，522千円(前年度 0千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 商工団体調整、補助金交付事務、進捗管理等

工程表の政荒目標(指標) 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

事業内容の説明

1 腎強の弓新化経Z三業や事済?の雇成t目用長雑展的の磁開維路草に統持必喜に要鉱望要よ大主なるを景主設図絵気る回鳥.入ぞ復への期警待営争が新高まる 方、定消梨費検車訴中小引き上げによる需要減ン少が県版 草な 計画の認プ を な経取組規営模改に事チ善や業ャレン する
てを支、援 るるこスとテによッり、ア県ッ内の た・小 成者長の分競争野力へ

2 主な事業内容

〈経営改善設備投資支援補助金〉

対象者
(1) 県も版経づ経の維営営く革新企新ま計業計た画外増のの加認数も含値定を事業「者全
((2=))今県版用の 草持り 画以 前む目標提等と業を種達成」事がま対た象は達を成有が見込まれること
3 雇 は した業計画すること

対象事業 0O設県備経投済資再生を伴成長う経戦営略改に善定め・向る上戦の略取的組推進(生分産野性にやかサかービるス新レヘ事V業向展上開) 

補助上限額 i一 般戦 型型1] 3JO叩千 ((事事業業規規模模下限限 50m) ) 
成 長 略 10，000 円 下 4，500千円
※成長戦略型は、先進的な技術開発を伴う設備投資や一定の経済波及効果が認めら
れるものなどを対象

補助 率 2/3以内

対象経費 設工備具器(生具産、性備品・サ、ービシススレヘテ。Jレム向)上のま購た入は、新改事修業、展リ開ーにス必劃要用な等建物・機械装置、

補助期間 最長 12ヶ月(債務負担行為.平成 27年度)

予((算1額))企商業への補助金事務85補，000千円 (H26交付決定枠 120，000千円)
2 工団体への 費助 1，200千円

3 O認ζ平れ引成ま2認で4の喜年取怒(製度組造に状富業鳥況部山取払県改酷:善72経点黛営558革社品新1陶計1兎貯酷認留小定売制121度支社を援宿創し泊設てaき飲県ι食内騎
中小企業者による新たな取組を

造業 社、その他サービス113社、その他43社)

0へ生の産進性出やをサ促ーすビ。スレベ/レの向上に必要な設備導入を支援し、実効性のある経営改善や新分野

、
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室](内線・ 7657)
〔阜位，干円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

経営革新支援事業 〈雑入〉
218，620 219，299 ム679 11 218，609 

トータルコスト 229，455千円(前年度 230，421千円) [正職員目1.4人非常勤職員:0.8人]

主な業務内容 経実施営革等新計画の承認・フォロー、補助金の交付決定・支払、企業表彰の審査・

工程衰の政策目標(指標)
経県(計営内革画中新承小認計企件画業達数者成のの企増経加業営割-革合4新40の件支増援、加言:十県内中小企業者の経営革新計画承認件数及び

画達成企業割合の増加 6日目)

1事向業事県上内業内に容産の向の業け目説た的の明新高・概付事加要業価展値開化のを組図るためす、県内中小企業における経営革新計画の策定を促し、 経営
取を支援る。

〈経営革新計画〉

「十日取3 山業新事業活動促ーづ…業…する蹄業開問町一瞬の]
組と具体的な数値目標(付加価値額年平均 3%以上、経常利益:年平均 1%以上)を含んだ中期
~5年)のビジネスプラン

2 主な事業肉容 (単位.千円)

経営革新支事援業補名助金
予算
122，686 

経営革新大賞 1， 109 

等例(集企審経査業営を作員革を成知の新す報事計酬る表画。終彰・旅了し費企、、業受副賞の賞企う、業ち事、の例経取集組営作のを成紹向費介上)すが顕る著事

経営革新計画審査会 362 外部(審審査査員員のにより客旅観費的)で専門性のある審査を行
う。 報酬・

経励金営革新正規雇用意IJ出奨 92，000 
人後数経6分月営に革ごつ新といに計5て画0万、の円承1人)認当を日支た時給り点最すか高るら。1純00増万し円た(正正規規雇雇用用

非常勤職員人件費 '2，463 
画常経支勤職援営員革事の新業人等正件規の費雇業、務用共創(済主出費奨に。励計金画認及び定県)版に経従営事革す新る計非

言十 218，620 

1E i/の鵠4割34議0合と件すピ6(ーr参入1咽年年の度度対全まま)象でで事にに3業)) 1 → 剛 23C件 (肌1.1欄
→ 3ネ2%%ス( %こ(伴H25調査雇) 

0建設 ジ 化l い、用創出効果の高い介護分野
参入 る。
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平 成 2 6年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室](内線:7657)
(早位:干円)

Eオ j原 内 訳
事業名 |本年度 前年度|比較備考

目庫支出金|起債|その他|一般財源一

〈雑入〉
384， 6501 44， 5231 1 1 111 429， 162 

鳥取県版経営革新支
援事業 1 429，173 

トータルコスト I 431，495千円(前年度 3肌 033千円) [正職員 O.3人非常勤職員 0.8人]

主な業務内容 |鳥取県版経営革新計画の認定、補助金交付決定・支払等

工程表の政策目標(指標) I県内中小企業者の経営革新計画承認件数及び経営革新計画達成企業割合の増加、
県版経営革新の推進(県版経営革新計画の認定 H24年度~H26年度 600件)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
新規事業・販路開拓に活路を見出す中小・零細企業のチャレンジを支援するため、経営革新支

援事業を強化し、経営革新に取り組む企業数の増加を図る。

2 主な事業内容
県内中小企業者(全ての業種が対象)が策定する新たな取組に関する 1~2年の短期計画につ

いて、県が『鳥取県版経営革新計画』として認定し、取組に要する経費を助成し、経営革新への
意欲向上を図る。(目標:平成24~26年度の 3年間で 600 社)

(1) 法訳1F絡営革新言十回.J::鳥取F
法認定経営輩新計

三二三笠の計画であり、付加価値額年I~ニ主主の計画であり、付加価値額、経常
率主義弘主及び怪常利益年率よ込以上が|利益、売上の己主主主主盟主Eし、単笠企茎i三

認定要件 |向上し、富該企業にとって新たな取組で!とって新たな取組であることロ
あり、ピジネスを展開するエリアにおい l

て相当事里摩普及していないもの

252，550 
千円

∞
王
幻
王

n
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n

n

u
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戸
内
》
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円千n
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cu 
賞一言同賞大新草版県

3 これまでの取組状況、改善点
経営革新支援事業の強化策として、経営草新に取り組む企業の裾野を広げることにより、経営

革新に取り組む企業数の増加を図る(平成25年 12月末時点認定企業数487社)。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
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業
小

費
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目項
2

款
2

マ，

経済産業総室[産業振興室1(肉免許詰i

備考
訳内j原員オ

較J:t 前年度本年度名業事
一般財源その他担当竺竺

ス
設
業

業
プ
事

企
ツ
援

新
ア
支

革
プ
資

営
ツ
投

経
予
備

9， 660 9， 660 。9，660 

0千円) [正職員・ 0.1人]10，434千円(前年度トータルコスト

補助金交付事務主な業務内容

県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援工程表の政責目標(指
標)

事業の目的・概要
経営革新計画(法承認及び県版)に取り組む企業等に対し「設備投資にかかる資金面(融

資)の支援」を行うことにより、経営革新計画のステップアップへの取組を支援する。

事業内容の説明

1 

主な事業内容
企業自立サポート融資(新規参入資金(経営革新貸付))への利子補助

2 

経営革新貸付の利用者のうち、県経済再生成長戦略に定める戦略的推進分野にかかる設
備投資を伴う経営革新計画に取り組む企業に対して、支払利息の一部を助成する。

3 これまでの取組状況、改善点
0 平成24年度の県版経営革新制度の開始後、比較的小規模な企業による新たな取組が県内

に多く生まれている状況にある。

0 県版経営草新計画の認定を受けた中小企業の設備投資については、経営改善設備投資支援
事業を別途提案しており、本資金制度と合わせて成長分野への参入など中小企業の新たな
取組をさらに支援していくこととしている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室](内線:7657)
(単位.干円)

財 源内訳
事業名 |本年度| 前 年 度 | 比 較 備 考

100庫支出金|起債|その他|一般財源

コンテンツビジネ
lス支援事業 1 20， 8801 19， 9621 9181 1 1 1 20， 880 

トータルコストI25，524千円(前年度 2日必千円) [正職員 0.6人]

主な業務内容|補助金交付事務、業務委託管理事務

工程衰の鵬附時)卜

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

「まんが王国とっとり」を盛り上げ、コンテンツ産業を新たな本県の成長産業として振興する
ため、コンテンツビジネスに取り組む県内事業者の活動を支援するとともに、情報発信等の強化
により県内のコンテンツ産業の活性化、拠点化を推進する。

(2)コンテンツ産業販路拡大等事業支援補助金 (3，000千円)
コンテンツビジネスに取り組む事業者に対し、県外で開催される見本市・展示会等への出展に

要する経費や県外で庖舗内庖舗等の設置時に要する経費(初期投資)を補助する。
-補助対象者:県内に事務所又は事業所を有するもの
-補助 率:2分の 1
・補助上限額・ 1，000千円 (x3件)
・補助期間:最長12か月(債務負担行為 平成27年度)
・予算額.新規分3，000千円

( 3 )コンテンツ産業コーディネート事業 (2，720千円)
コンテンツビジネスに精通し、業界に人脈、繋がりを有する一般社団法人山陰コンテンツビジ

ネスパーク協議会に対して、県内企業への助言・指導、県外への県内企業情報の発信やマッチン
グ、県外企業の誘致活動業務を委託する。

3 これまでの取組状況、改善点
く取組状況>

平成 24年度のアルファピル竣工(米子市角盤町)やデジタルハリウッド米子校開校など、
県西部を中心に確実にコンテンツ産業が芽吹きつつある状況である。

コンテンツビジネスチャレンジ補助金、コンテンツ産業販路拡大等事業支援補助金ともに 3
件ずつ交付決定、(平成26年 1月現在)。補助事業への関心は高く、コンテンツビジネスにチ
ャレンジする事業者、コンテンツビジネスの販路拡大に係る取組は県内で着実に増加している。

コーディネート業務委託により、首都圏のコンテンツ企業と県内コンテンツ企業、クリエイ
ターとのビジネスマッチングが進む等、具体的なビジネス展開に向けた動きが始まっている。

く改善点>
コンテンツ産業拠制己推進事業匂反路拡大等支援補助、コーディネート事業)を木事業へ統合した。
まんがコンテンツビジネスチャレンジ補助金を拡充し、国内市場向けのメニューに加えて海

外市場向けのメニューを新設する。
販路拡大等事業支援補助金の補助期間を年度内から 12か月間へ変更する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
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小

費
鉱
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目項
2
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2

守
，

経済産業総室[産業振興室1(内結書記

事業名
財 源 内 訳

本年度 前年度 上b 車交 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

製開緊造急業支新援分事野業展 52，500 37，500 15，000 52，500 

トータルコスト 53，2(4千円(前年度 39，089千円) [正職員・ O.1人]

主な業務内容 補助金事務(募集、審査、交付決定、支払い等)

工程表の蹴目標樹霜 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援

事業内容の説明

1既禁鶏g同a事認院霊の業識互目億的若のT草概注5の卒要聖大お書再5編お宮に象部も徴路さ度暗量のる野主号持う草に聞R厳Fしの推い議問官舎為符へ轄fた続とにし革中て品、凱県内開)、製造業に号一いて主造このよ な製め
転換するたの

[戦略農環健的推境康林進水・・福分産エ祉野ネ資源ルサ] ギー、 関ス次連、世産次代業世デ代、バイス、なバイオ・食品関連産業、ィ観ビ光ジビネジスネ、ス、
ーピス まちかビジネス、コミュニテ
ピジネ サ}ピス

2 
主[製な事造業業新内分容野転換緊急支援補助金]

次の全てを満たす製造業者

0従業員数が 10人以上50人未満であること。

対象者 0事業環境の変動によって従来どおりの受注が困難な状況であること。

0県経済再生成長戦略に定める戦略的推進分野へ事業転換等を図る取組を行

うこと。※知事特認有(三洋電機・為替による影響大の場合等)

補助率 3/4 

上限 額 15，000千円

新マ分野進出に係る経費

対象経費 ーケティングや戦略構築に要する経費、新製品・サーピス開発に要する経

費、人材育成に要する経費、 販路開拓に要する経費

雇用要件 補助金の交付は、補助事業の前後を比較し、従業員数が 9割以上を維持して

いる場合に限り行う。

事業期間 最長 24 ヶ月(債務負担行為:平成 27 年度~2 8年度)

3 これまでの取組状況、改善点

く支援研内究容開〉
発、人材育成、設備投資、貨物利用経費等の一部を補助
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

費奥振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項

2

款
2

マ，

経済産業総室[産業振興室](内線:7657)
(単立:千円)

財 源 内 訳
事業 名本年度前年度比較 備考

自庫支出生起債 その他一般財源

中玄小立d企u業調査
援-事前業九開発支 75， 2861 58， 5651 16， 7211 1 1 1 75， 286 

トータルコスト 83，025千円(前年度 66，509千円) [正職員 1.0人]

主な業務内容 補整助等事業の募集、審査、交付決定、補助金の支払・確定、補助事業者との連絡調

工程表の政策目標 産学金官連携の体制づくり及び県補助制度による企業支援の強化:産学金官連携
(指標) 及び県補助金制度による事業化 事業化件数15件 H20~25年度累計)

事業内容の説明

1 指進合霊なししし業お内て伺千市、総も子d従っ合う、的企来てメ調業直調のニー臨言概県研場ュー要産ー内が究内業化、中

よる事業化若しくは新サービスの展開を目
で、県内産業の底上げ、新事業の創出を促

新E技しZたた術調が和な障助製制常品な度及ど事をとび・し技分て術時助新のす設閣出るす努等とるのに左固調査 研究事業等を支援する補助制度を統

2(1)主な中事小企業業内調容査・研究開発支援補助金 (36，500千円)

査 に新先製立つ品市の場開調発査、等新のサ基ー礎ビ的スなの研提究供、・開異発業を種支へ援のす進る出。などの新たな取組み

補助 事支援業型調 ・φ補補助助金率上2/限額3以:内1，000千円 .事業実施期間:12ヶ月以内

件条 研支援究型開発 す4開るb 発リスクの高い高度な技術に関する研究・開発事業への取組みを支援

φ補助率2/3以内 φ事業笑施期間・ 24ヶ月以内
φ補助金上限額・ 5，000千円

予算額 平成26年度補助枠 73，000千円×年度内執行率1/2= 36，500千円
債務負担限度額.平成27~28年度 73，000千円

統合した各事 のづ語新語素野進事再開開化業構務発出I芯事築、事C葦援業製T研化究造

業 略的 ピスモJデb占ル控開V'発事+業
設用医 設業受刀注促眠進」支ジペ援、事ス参業入支援事業

る調車業査 関工G銭努程JEネ建事の業改阿良、新分野新サービスへの展院に係

(2) 平成24、25年度ものづくり事業化応援補助金 (継続分 38，542千円)

(3 ) 外部有識者による審査会運営費 (244千円)

3O平これ成.2てま02年でき0件度のた取以組降状、製況造、改業善を点中心に新商品開発等の取組を 「ものづくり事業化応援補助金」 で支
援し
H20 : 201'1' H21: 20件 H22: 18件 H23 : 21件 H24:29件 H25 : 13件 (H26.1月末現在)

0平中成心2に6年統度合すかるら、と中と小も企に業、全の業研種究を開対発象等とにし関県す内る企各業補の助高制付度加を価も値の化づにく向りけ事た業取化組応を援支補援助す金るを。
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平 成26年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項

2

款
2

守
，

経済産業組[産業振興室](内権在品j

訳肉j原財
備考

一般財源その他目庫支出金|起債
車交比前年度本年度名業事

1 C T (情報通信
技術)企業底力ア
ップ支援事業

43.418 ム51.63595.053 43.418 

103. 791千円) [正職員:0.6人]48.061千円(前年度トータルコスト

補助金交付事務、関係者との連絡調整・情報収集等主な業務肉容

県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援工程表の政策目標(指標)

事業の目的・概要 、
県内における ICT産業の振興を図るため、鳥取県情報産業協会が県内企業等を対象に実施す

る ICT人材育成のための研修・講座に要する経費の一部を助成するとともに、中高生の ICT
分野への関心を高めるために同協会が開催するプログラミングコンテストへの後援及び奨励を行
フ。
また、平成25年度に事業認定した ICT化ビジネスモデル開発支援事業等の平成26年度実施分

を助成する。 ※ ICT・・・情報通信技術

事業内容の説明

1 

2 

3 これまでの取組状況、改善点
o i情報通信産業における人材育成支援事業補助金」により平成22年度から県内 ICT産業の
人材育成を支援してきた。(H22~H25実績 =今 22講座 345名受講)

0 戦略的推進分野 ICT化ビジネスモデル開発支援補助金については、制度創設から3か年間
で10件の事業を採択支援した。今後は、「中小企業調査・研究開発支援補助金」において引き
続き支援を行うこととし、本事業での新規採択は終了する。

-
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
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総一業産済経

目オ j原 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 較 備考

国産支出金 起 債 その他 一般財源

共モデ同ル受事注促業進支援 6， 921 18，000 ム11.079 6，921 

トータルコスト 7，695千円(前年度 18， 794千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金事務(進捗管理、支払等)

工程表の政策目標(指標)
県県版内経中小営企革業新者の推の経進営(革県新版計経画営承革認新件計数画及の認び経定営・革H2新4年計度画~達H成26企年業度割6合00件の増)加、

事業内容の説明

1 事異合業の種グ目連ノ的レ携ー・概要業 によ行る新うたな付加価値の創開拓出によ事り県業化内製に造向業け等の共同を受支援注の推進を図るため、
組・ プが研究開発、販路等の た取組 する。

2 主共な事平新同成受規業案注内2促件容4年進は支度「援に中交モ小付企デル決業調事定業査し補た・継助研続金究事開(継業発続支に分対援補し助6助，成9金2す」1千るで円。対)応する。

共同受連携注をな目指歪が-すら2組支ど合援3を・~行グ1ルう/。ーぞ プの取組に助成し、鳥取県中小企業団体中央会等の関係
機関と し

2 限度額:1. 000万円 期間 :24月以内

3 これ平成までの年援取組度状制況 創化後改善設点o -'JZ JJJG 2 4 に し、応 択 取(宅エクステリア、 LE 明灯
にるつといとても支に、 経し営た。力度今強 緊の利急用支援見募込事採み業をと踏あ2件わませのえ、、 組人中小的住企・業資調金査的な・研支究援開を発行支う援。補D助照金に統関係合)す
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

2目 中小企業振興費

経済産業総室[産業振興室1(肉線田 7657)
(単位田千円)

Rオ j原 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 較 備考
目庫支出金 起 債 その他 一般財源

雇用維持企業再構
築研究開発補助金 34.400 73.190 ム38.790 34.400 

トータルコスト 35.174千円(前年度 73，984千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 補助金事務(進捗管理、支払等)

エ!i喜由政量目標(指揮) 提案型企業へのステップアップ支援目市場価値の高い商品作りや効果的な販
売実施のため、企業の意識啓発、デザイナー活用やマーケティング力強化への

支援

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
園内製造業の事業統合・再編の動きが強まる中、現状の県内雇用の維持を目指し、新製品の

開発や既存製品の生産効率化等の受注確保に向けた研究開発等に取り組む事業主を支援する。

2 事業内容
雇用維持企業再編構築研究開発補助金 (継続分 34，400千円)

平成 25年度以前に交付決定した継続事業に対して助成する。
新規案件は「中小企業調査・研究開発支援補助金」で対応する。

雇用維持のための新製品開発、既存製品の改良・生産効率化等の研究開発1:::経費を
助成する。

[補助率:1/2又は 2/3 限度額 1，000万円又は2，000万円 〕

3 これまでの取組状況、改善点
0 平成 23年度に三洋CEの事業再編に対し雇用支援制度として創設し、研究開発事業等の取
組に支援を行った。(交付実績 12社/H23・9件 当 24:2件=今日25:1件)

0活用状況等を踏まえ、企業の調査・研究開発を支援する新たな総合制度に統合することとし、
本事業での新規採択は終了する。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室f産業振興室](内線:7657)
(単位干円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 上t 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

〈雑入〉
産学金官連携強化 64，369 62， 205 2， 164 252 64，117 
推進事業

トータルコスト 79，073千円(前年度 77，299千円) [正職員目1.9人]

主な業務内容 会議・イベントの開催、委託契約業務進捗管理、補助金交付事務

工程表の政量目標(指標) 産学金官連携の体制づくり及び県補助金制度による企業支援の強化

事業内容の説明

1 事県業内事の業目者的が概製商要造する商品 技グ術 叙大銭学関等の研究成果学について広〈情報の発幅信広する左ともに 新

たな事業連前開り年発携産度や業委 品モニタリン 、販 拓など、産 金官連携のため い交流の場として
「とっと フェス事テ ノレ」を る
また、 までに した 産資を活用した県内の 関・ への機能

性素材の 託事業及業びィ農決パ業定と医農療開が連携し源た商品開発等への助試成験事研業究に機ついて大支援学する。

2 主な事業内容

区分
予(千算円額) 概要

とっとり産業フェス 3，513 

県主耳内『『元県中外合守市内内医印市事の軍!刷事地業で内も業域)等者の固者「産づのhの学咽県く製官幌M民り品コ人会とラ材産議広サポ業のく育イレフ知ピーペ成ェっス』スvシてやテのョトも研たにインら究パ種めシ参う俗ル加ン揚費鳥Jポづ等取協をジくの環開力ウり活l境催す』ム動向るビ』「や小四ジ(技学ネ7(術月左ス9 足を 県

ティパルの開催等 か流ら会の

交月頃、

ポ.協ジ力ウすムるJタ 頃、鳥

| 美支容援事・健業康商品創出 37，512 

・[継ら続発平っや成分き1ょ年全う性度、確ハ~認、トムギ及びキノコ類研産を活成技術用果した機表能性素材の用途
開( 安 等鳥取の研大究学委託 業究 を発。

25 及び県 センター)

農・医連携促進事業 7，515 

=・今[継機販新続規能売分性案、役ノ件]、}ブ提、自然薯・むかごに係開(発平る農成支医年補が連度助携採金した商品件事開発)業 ・務の供等に対る 24 択数:2 
は「中小企業調す査・補研助究 援 」で対象 化

その他 15，829 -・標医工準連事携務戦費略プ(産ロ業ジ振ェ興ク室ト)推及進び委員非会常及勤び職ワ員ーキ(事ン務グ補、グ助ル)}人プ件の費開催

3 これまでの取組状況、改善点

I 0 とっとり産業フェスティバルは、 平成25年9月に鳥た取市さ内で開催今産学回し初金、企業等専連69や団高校体技が校商品が展
示、研究機関 7団体がブース・ポスター展示を行つ 施らに、 めて 携阿 6 展
示で取組を紹介、また、こども向けにサイエンス講座を実 し、 官の 術に触れ

る場農平成の・提供年連携、9県内産業業(の活)、・性平7化成日2を4年図(土度っ)採たに。択鳥数取:市2内件で、O ( 2医5 促月進6事日 金は 、開平催成、25来年場度者応数募数l，6:171人件。(計)) 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室](肉線 7657)
(単位田干円)

財 源 内 訳

一般財源
{蒲考事業名 |本年度|前年度| 比 較

戦略的知的財産
活用推進事業 15，2011 16，3951 1'.1，'194 15， 201 

トータルコストI22，940千円(前年度 32，283千円) [正職員 1.0人]

主な業務内容|セミナ一等開催、補助金交付事務等

工程表の政策目標l指標)I知的財産の創出・活用による産業の活性化.産学金官連携の体制づくり及び県
白補助制度による企業支援の強化

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「鳥取県知的財産の創造等に関する基本条例Jに規定される県の責務(風土作り、人材整備、
産学金官による事業者支援、県有知的財産(知財)の創出)を着実に果たし、知財活用によ
る木県産業の活性化を図るため、知財を戦略的に活用出来る基盤づくりを行う。

2 主な事業内容

鳥取県知的所有権センター
補助
( (公財)鳥取県産業振興機構)

四
円

A
ハ千向。

低
セ
、
び

の
イ
し
及

ク
ラ
と
費

ス
に
的
件人る

3 これまでの取組状況、改善点
-県が実施していた知的財産セミナ}について、事業ノウハウ、人脈の構築等を鑑み、普及
啓発イベントと併せて委託へ変更した。

・コンテンツ関連の事業者のニーズが高い著作権関連のセミナー、ものづくり・サービス等
において高付加価値化を実現することに大きな効果を発揮する産業デザインに関連するセ
ミナーを重点的に実施する。

-商標出願件数は増加傾向に有り、セミナー等の成果が出つつあるものと思われる。
(商標出願件数2009年:125件、 2010年:160件、 20日年:208件、 2012年:177件)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
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経済産業総室[産業振興室](肉駐持記

訳内j原財
備考上ヒ本年度|前年度名業事

一般財源

県有知的財産マネ
ジメント事業 6，262 1，259 5，003 6，262 

8，181千円) [正職員:0.3人]8，584千円

県有知的財産のマネジメントに関する業務

(前年度トータルコスト

主な業務内容

業内容の説明
1 事業の目的・概要

県有知的財産の取得・活用に関し、有識者による評価・検討を行う経費、及びその出願・
登録や弁理士相談等に係る経費、研究者向けセミナー開催経費を措置する。
主な事業内容
(1)県有知的財産の特許出願・登録 (5，668千円)

O出願前 弁理士への事前相談
0出願・登録時弁理士を通じた出願・登録の実施
。登録後 権利侵害等のトラブル対応

(2)県有日的財産マ本ジメント委員会の開催 (594千円)
0主な活動内容 ①特許庁への審査請求の事前検討

②特許の権利更新検討
-出願から登録までの主な流れ

出願から
特出願から 出 出願から 審 特 特 特( 特
許 1年6ヶ月願 3年以内 室許許許特許

一一内一一一一一→靖 庁ー→査一→登許ー→公一一一命ー一一願ー一一一一一→容--¥j) 求 2 定 録料 報 頃「一一消

詰知財マネジメン ト 賓 納差
問盃昼盆盟盤 A 付 リ知財7 ネジメント

) 墨監理隼

工程衰の政策目標(指標)

2 

〔改善点〕特許出願の効率化及び意識啓発のため、研究員のセミナー参加を推進する。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室1(内線田 7657)
〔皐位.干円)費興振業

，
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{蒲考
訳内源員オ

較上ヒ前年度本年度名業事
一般財源

5，030 

その他時支出金|起債

5，030 。5，030 
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0千円) [正職員:0.3人]

事業委託先選定、商品開発県内企業募集、商品開発支援

(前年度7，352千円

主な業務内容

ト-$1ルコスト

県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援工程衰の政策目標(指
標)

事業の目的関概要
商品開発後の販路開拓に課題を抱える企業が多い中、社内の知恵のみならず、全国の生活

者の多様な知恵も活用しながら「共創」による全国・海外向けの商品づくり及び販路開拓に
取り組む県内企業をアイアイア面からパックアップする。

事業内容の説明

1 
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業
完

場
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内
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• 
働

省診

⑩ 

牙豪歪棄

額予

ローソンなど

ヲ，.
F
内
J
U

生活者・企業・漣械がワタワタする荷a誌を開発E

これまでの取組状況圃改善点
企業が消費者(組織外部)のアイディアを活用する「共創」による商品開発の動きが拡

がっており、県内の中小企業者の競争力強化のため、外部の知恵を活用した市場性の高い商
品づくりを支援する。

[企業事例] 良品計画 サッポロビールP&G 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室f産業振興室](内線・ 7657)
(皐位:千円)

財 源 内 ~R 
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

オープンデータ

活支用援事ベ業ンチヤー 6，890 。 6，890 6，890 

トータルコスト 11，533千円(前年度 0千円) [正職員:0.6人]

主な業務内容 検討会開催事務、関係者との連絡調整・情報収集、委託事業事務等

工程表の政策目標(指 県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援
標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概推要一進等の県仕内組企み業をの検成討長す及るび。新ICTベタ」ン活チ用ャ 産業創出を図るため、「オープンデータ」及び「ピ
ッグデー

(参考)
【オープンデ.，-$1 ] 

行政が持つ公共データを民間事業者等に公開すること。
=今 県が保有する公共データを公開し、 ICTベンチャー等県内企業が自由に二次利用できるようになれば、

このデータを活用したスマートフホンアプロ等を開発することで新たなビジネス機会が生まれ、 ICTベ
ンチャー等県内企業の成長及び新産業創出が期待される。

【ビッグデ-$1]
センサ}技術掌新やソーシヤノレメディアの普及、クラウドコンピューティングの発展等により捕捉可能にな

った大量データのこと。
司 との大量データを蓄積し分析することで、これまで見えてこなかった発見を導き出し新たな知見として

ビジネスやサーピスに生かしていくことが可能となる。医療等様々な成長分野への展開も期待されている。

2 主な事業内容

事業名 内容 予算額

ア開催プ事リ業開発講座
スマ 費喜卜正す習フTォなる4ンr2実アをJ際織プUにりり込閥オZ発みー掴者プ、今をンし育デ後、成の県すタる活アプ用プン9 閣ヲ趣旨プ降座を開 をしたア
日開発 オーデータ活 4，920千円
用への 内に不足している
アプリ

オープンデ~ 主 タ
検策オ討課ー会)プやをン設必デ置要なしタ施、活公策用検開をす討推、る進デ取すー組る状タた況のめ整の、備点産検学(等主官管をか行情らう報な。政る活用検討 697千円

ビッグァ タ
ビ会ッグデータ活用を推グ-サ進デーすービタるス活た創用め出、に可産よ能学る性官県をか内検成ら討長なす分るる検野。活用検討会 討新を設置なし ピツ 1，273千円
でのたビジネス

3 こ

0 会デ「を設公グ置デ開しー、の検方討I法を、を開開始発者した。援
O ピッタ タ」 テ発マ支とし策て学等)習や意

鳥 トの 、報政策課等とも連携を取
り
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費
2目 中小企業振興費

経済産業総室f産業振興室1(内線:7657)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 上ヒ 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

東京ビジネスオフ 〈雑入〉

イス管理運営費 11，974 13，683 ム1，709 3，102 8，872 

トータルコスト 12，748千円(前年度 14，477千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 鳥取県東京ビジネスオフィスの管理運営等

工程衰の政策目標(指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

首都圏における事業活動を展開しようとする県内中小企業向けの貸しオフィス「鳥取県東京
ビジネスオフィスJを設置し、利便性の高い立地のオフィスを安価な料金で利用提供する。
鳥取県及び岡山県共同アンテナショップ内のビジネスセンターへ移転までの管理運営を行う。

2 主な事業内容
く所要経費> (単位.千円)

区 分 予算額
( 1 ) オフィス賃借料 4，585 
( 2) 人材派遣委託料(受付業務) 1，458 
( 3) その他管理費(電気・水道・通伝費等) 1，431 
(4) 原状回復工事費

、
4，500 

メロミ 計 11，974 
※ (1) ~ (3) については4月 ~9月分の経費を計上

く施設の概要>
区 分 内 ?，1コ-・

場 所 東京都港区新橋2-19-4'SNTピル3階
(1・2階は鳥取県東京アンテナショップが入居)

貸ブス数 8ブス

入居料(共益費 く長期利用> く短期利用>

-税込) lブース 64，800円/月 3，100円/日

3 これまでの取組状況、改善点
アンテナシヨツヅの移転に伴い、東京ビジネスオフィスも岡山県との共同運営による東京ピジ

ネスセンターとしてリニューアルされる予定であるが、引き続き、東京における地元利用企業の
ビジネス拠点として利便性の高い運営を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室J(内線:7657)
〔単位.千円)費興振業

費
企

業
小

費
鉱
中

エ
工

商

目項

2

款
2

勺，

訳内i原財
備考

一般財源その他国庫支出金|起債
車交比前 年 度本年度・名業事

型
注

プ
発

ツ
ル

ア
ア

ク
イ

ツ
ラ
業

パ
ト
事

3，072 1，036 2， 036 3，072 

2，830千円) [正職員:0.1人]3，846千円(前年度トータルコスト

トライアノレ発注対象製品の募集等主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業の目的・概要
県内の中小企業等が開発・製造する新製品・新役務を県が試行的に購入し、官公庁からの受注

実績を作るとともに、当該製品の有用性等を使用者の立場で評価することにより、県内企業の製
品の改良や販路開拓に繋げる。

事業内容の説明

1 

2 主な事業内容
( 1 )次の全ての基準を満たす製品等を「トライアノレ発注製品等選定会議」で選定し、発注する。

①新規性・独創性があること3市場吋通が十分で川のの仰の市場性問まれ山
技術の高度化、経営能率の向上、住民生活の利便の増進のいずれかに寄与すること
製品等に適用される法令等を遵守していること

⑤県の機関における使用が見込まれること

(2 )選定した製品等について以下の販路開拓支援を実施する。
①当該製品等について、その有用性等の評価とともに、官公庁における受注実績として

ホームページ等でPRする。
②選定企業に対し、他の販路開拓支援策の紹介等によるフォローアップを行う。

これまでの取組状況、改善点
[指標] トライアノレ発注製品選定件数の増加:200件 (H30年度までに)

3 
[現状1107件

平成19年B月の制度創設以来、 107製品を選定。選定製品については、カタログ作成、県政広
報での取り上げや中小企業総合展への推薦等、様々な形で周知を図ってきたところ。

一→

過

回

}

経

等

イ

ー価
T

F

開

品

ワ

夕

、

辞

期

製

を

双

ー
定
、
価
ぺ
バ
』

ハ

、

一

法

評

一

ド
J

f 発注 i

県dの機関 l

→l が+i;".I→ 

範囲内ぜ
事(

購入不 ; 

畳録簿mtl
最長 .24-~レ月

→ 1.登撮簿に掲

載し、県申機

関へ周知

選主会鴎 ， 

→|件前審査員持む

選定会酸よ Oトラ

イ7)レ措注対象製

ぜ空控室

く製品選定までの流れ>

'形式審査

選定基準から件

れ寸いるを認め

bれるものはζ

こで不採用

募集

年 2<3白

期同音lItiI→ 

めで公募
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費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項
2

款
2

マ，

平 成26年度一般会計当初予算説明資料

事 業 名 |本年度 前年度 比較

経済産業総室f産業振興室](内線 7657)
(単位・干円)
ーーー一一寸一一一一ー「

財 源内訳

E産支出生|起債|その他|一般財源
備考

レ
事

ヤ
援

チ
支

業
合

創
総

世
市
川
ン

起
ン
業

71，477 78，410トム6，933 71，477 

ト-$1ルコスト|司 025千円(前年度 79，卿千円) [正職員 0.2人]

主な業務内容I(公財)鳥取県産業振興機構との連絡調整、補助金交付事務など

工儲棚標(指標)I県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援の創出

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
独自の技術やピジネスモデルによる革新的な中小企業を創造する起業について、創業前から

成長軌道に乗るまでの問、企業の状況に応じた総合支援を行う。
平成26年度から第二創業(分社化)，も対象として実施する。

4，867 

60，093 

(うちH26
新規分
22，500 

(2 )ビジネスプランコンテスト&シンポジウム開催事業 (5，245千円)
起業者の掘り起こしと事業の高度化を目的とし、技術やビジネスモデルに関して専門家が評

価・アドバイスを行うビジネスプランコンテスドを実施。
また、コンテスト表彰式に合わせ、起業成功者による講演及びコンテスト受賞者による発表

等で構成するシンポジウムを開催。(運営主体:(公財)鳥取県産業振興機構)

3 これまでの取組状況、改善点
。平成23年度からの実施により 24社の企業が創業し計67名の雇用が生じている。 (H26.1末現在)
O平成25年度事業棚卸しの意見を踏まえ、以下の改善を図った。

・事業者の声を聞き、支援内容を見直し。
(第二創業(分社化)も対象とし、対象期間を創業前後各1年間から決定後2年間とする等)

・図書館と連携した起業創業説明会・相談会を開催する等、起業しやすい環境づくりを充実。
・創業者対象のプレゼンセミナ一、交流会の開催等、継続的なフォローアップを充実。
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室1(内線田 7657)
(畢位:干円)費興振業

費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項

2

款
2

づ，

備考
訳肉j原財

車交比前年度本年度名業事
一般財源その他目庫支出金|起債

フ
運

オ
理

イ
管

バ
ア

M
J
イ

と
テ

つ
ン
費

と
口
営

120，557 26， 588 93， 969 120，557 

97， 147千円) [正職員:1.0人]

事業計画及び報告書の審査・承認、業務報告書の確認、委託費の支払等

染色体工学技術等を活用したバイオ関連産業の創出等:研究開発成果を活用し
た事業化(事業化件数1件/年)

128，296千円(前年度トータルコスト

主な業務内容

工程表の政輩目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
とっとりバイオフロンティアの管理運営を指定管理者に委託する。

1 

( 5年間)

2 主な事業内容
( 1 )指定管理者・(公財)鳥取県産業振興機構
(2)指定期間:平成 26年 4月 1日~平成 31年 3月 31日

(債務負担行為:平成 26年度~3 0年度)
( 3 )予算額 120，557千円

①指定管理委託料 119，217千円
(参考) 5カ年間の委託料総額 587， 

281千円1， 

826千円

②鳥取大学への賃借料(とっとりパイオフロンティア底地及び鳥取大学動物実験施設)
(参考) 5カ年間の賃借料総額 6， 405千円

59千円

これまでの取組状況、改善点
平成 23年 4月に関所し、産学官連携による共同研究施設として、鳥取大学等と連携しながら

管理運営を行っている。今後さらに利用者へのサービス向上、利用促進に向けた取組を進める。

③指定管理施設運営評価委員会経費(報酬、費用弁償)

3 

巴盟験施設

(参考)施設全体像

3F貸研究室(居室、
実験室、動物飼育室)

2F管理室、遺伝子
.細胞実験室等

1Fオープンラボ(染色体
工学研究セン告一等)

動物実験施設(鳥取大学)
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費興振堂需

費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

自項
2

款
2

守
J

平 成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室I産業振興室](内線 7657)
〔皐位:干円)

事業一名 本年度|前年度| 比 較
財

国庫支出金|起

j原 内 訳
備考

債|その他|一般財源

シ
事

一
援

ベ
支

ノ
略

イ
戦

域
ン

地
ヨ
業

25，444 25，329 115 25，444 

トータルコストI31，635千円(前年度 27，712千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容|申請書の審査 J補助金の交付決定等

工程表的政相揮(指揮)I染色体工学技術等を活用したバイオ関連産業の創出等:研究開発成果を活用した
事業化(事業化件数 1件/年)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
事業化までに多額の研究開発費と長い研究開発期間が必要なバイオ産業関連企業が、必要な資

金を円滑に確保できるよう支援することで、バイオ産業関連企業の育成・発展と本県におけるバ
イオ産業の創出を促進する。
※旧「パイオ産業関連企業育成事業JHとっとりバイオフロンティア動物飼育支援事業」を統合し:事業名を変更

2 
ヒト化マウスや細

及び事業化に取り

3 これまでの取組状況、改善点
0 鳥取大学の遺伝子工学技術を活用した医療イノベーション計画として、文部科学省の指定
を受けた第 1 期 (H18~20) 及び第 2期 (H22~H24) の地域イノベ}ションプログラムにお
いて人工染色体を活用したマウス・細胞等の基盤技術(細胞への遺伝子導入効率向上等)及
び実用化技術(遺伝子導入技術を使ったマウス生産技術、細胞作成技術等)が確立された。

O 平成25年度からの第 3期 (H25~H29) の地域イノベーション戦略支援プログラムでは、こ
れらの技術を応用した製薬メーカーの創薬支援等の需要開拓に向けた展開を目指している。

O 現在、既存の認定事業者においては、大手バイオ関連企業との提携を実現する等これまで
に確立された技術が評価されつつあり、今後、圏内及び海外市場への販路拡大等のため、製
薬企業等のニーズにあった試作品の開発・改良、有用データの収集等が必要となっている。

O また、第3期の研究成果で起業が想定される新規バイオベンチャーの円滑な事業化につな
げる取組が必要である。
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費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項
2

款
2

マ，

経済産業組[産業振興室J( 内 駐 在輯

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

推(新進)事医工業連携
11， 022 。11，022 11， 022 

トータルコスト 11，796千円(前年度 0千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務、説明会の開催、関係機関との調整等

工程表由政相揮(指揮) 鳥及取び新県経規雇済用成創長出戦の略実の現推進:持続可能な経済成長戦略の実現による県民所得の増

事業内容の説明

1 事県業企の内、医業中目工小的の連企医・携概業療コ要の・ー介医デ療護ィ分・ネ介野ー護へ機タのー器進の関出配連を置分支、援野研へす究のる会進。設出置をに支よ援るす研る究た開め発、構県内に 拠(公点財や)人鳥材取育県成産を業通振じ興て機、

2 主な事業内容
(単伶:千円)

区 分 内 ?e句S・F 

補医助工逼金携推進事業
。

絡調整や研究会、ア

。
10，378 設連グス置分ををf行野しTニ、へうう。県のと具内と技体も術的に、な

北療援東機事器業ア産ジ業ア地参域入支医
開催する。

644 

3 産こしれ平業、成ま振医療で興2機の機5年取器構組参が1状入1「月況にと、、向っ改医けと善療てり点取医・福療り祉組機分ん器野で関へい連のる産産。業学戦官略の研新究た会な」取を組設を立支。援県す内る企た業め等、約(公4財0社)鳥が取参加県
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費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エヱ
商

目項

2

款

2

ゥ，

経済産業総室[産業振興室](内弘許輯

訳内j原財
備考

一般財源その他起 債国産支出金
較比前年度本年度名業事

(新)医療・介護
ロボット未来戦
略事業

25，475 25，475 。25，475 

26，249千円(前年度 0千円) [正職員目 O.1人]

補助金交付事務、展示会への出展、関係機関の調整等

トータルコスト

主な業務内容

工程毒自由矧揮(指揮) 鳥取県経済成長戦略の推進・持続可能な経済成長戦略の笑現による県民所得の増
及び新規雇用創出の実現

事業の目的・概要
県内中小企業の医療・介護機器関連分野への進出を支援するため、試作製品への部材供給の

実証など戦略的な取組を実施する。
また、関東・関西での展示会参加等を通じて、県内企業の医療・介護分野への進出促進を図

る。

事業内容の説明

1 

主な事業肉容2 

これまでの取組状況、改善点
医療機器企業の県内進出や医療機器分野への進出に関心を有する県内企業が増えている状況

等を踏まえ、医療機器企業との技術的な交流の機会、マッチングや先端の製品・情報に触れる
場の提供など、県内企業の医療機器分野への具体的な参入に結びつける支援を講じていくこと
が必要である。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

工
工

商

目項

2

款
2

守，
経済産業総室[産業振興室1(内乍許 絹

Rオ J源 内 訳
事業名 本年度 前年度 上七 較 備考

E庫支出金 起債 その他 一般財源

機(新器)国開医催療際事フ・介護 5， 000 。 5，000 5，000 
ラム 業オ

トータルコスト 5， 774千円(前年度 0千円) [正職員・ O.1人]

主な業務内容 イベントの開催、関係機関との調整

工程表自由量目標(指揮) 鳥及取び新県経規雇済用成創長出戦の略実の現推進:持続可能な経済成長戦略の実現による県民所得の増

事業内容の説明

1 支証をえ事医d言開可実療視諸催の産す鏡目業、る課的.認の成知r篠長症宴へ早d期の期発援待見
がプ高ロまる中 烏最 を ロボ進ット、られ自走て

のに新関すたグなラる第ム医療一、な線鳥ど・取介、の護様有県機識で々器者なものと取先県開大端発内学促のの進産医療や学中機心官国器に内関係外、の者手活へ術用がの集支や情援報開う発発国信際がにフォめよる気ラ運ム

2 主な事業内容
(単位:千円

区 分 内 h生‘Tー・

携識の者議医な療や論ど県やに・介関内情護産す報学交ロる講官換ボ演関をy係や行ト者分ノう号ネ野が医ル参療に加おデ産けスてる今カ、烏後ッの展望ンやな地ど ξ とのの点連有で

医国開療催際事フ・介業ォ護ー機ラ器ム

ィし 、 取シ発ョのグロー、パ国ル内外視

5，000 業フォーラムを開催する。

【事闘機加加重イ者メー米パi医ジ子療イ療悶等】オ機壬工コ学関器デンペ連産ル・事ンロコ業業シポのン

ョンセンタ 会議場
サット等の研ー究、機国県際関内・ベ学ン官チャー企係業機、
ノレタント の産 の関

内 容 動な向ど、に最関す先端る講技術演、・展医療示産等業への

3 業やこ振国医れ療興内ま機外をで器本への分格の取情化野組報すへ状発のる況信参た、入をめ改行のを善契う目点。機指すと取し組て、は全鳥取国発的なの動最先向端でのあ医り療、J技鳥術取県につにおいてけ、る県医工内連企携業へにのよ普る産及
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室1(内線田 7657)

(皐位干円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

産北業東業技ア術ジ交ア地流域事 1，417 556 861 1，417 

トータルコスト 2， 191千円(前年度 1，350千円) [正職員・ O.1人]

主な事業内容 関係地域・機関との調整、北京アジア産業技術フォーラムへの参加

工標程(表指標の政)策目

事業内容の説明

1 

2 主な事業内容

事業名 内 :;;. 予算額

第 5業回技北東術の参アフジ 3地域施の行政共び吉林産同関省係研業者技究及術時開発期び開発等企:未業のの等促取定が一堂状に集況まり表、産研業技究機術開関発に
687千円

ア産 オ 問関す等開催をる策及 り組み の発、 の訪
ーラムへ 加 行地い、 進を図る。

域:

〔O参「発考不表整〕ハイ脈第内トや4回フォーラム概要 (平成 25年 9月開催)

ゐアル… 審議場i鰐「ナノ ロキげハ.用先9イ研端ト及」究び株」ポ式中 び復
「氷元温に対技術すのる応最

技吉業林術省交流と促の産進業事
私書塁手望等で寄る謀書言私ズ医官降霊車祭棋におE聖t書 本君腎主喜品}とよる吉

730千円

への材開 同 やよ吉る 入自 するため
に企のーの の ーカー等
のの講、専現演門をを本行業県う。に 市場動 ニー に関 内企業へ

野年吉 を推江進道するこ に 意第産した、
(2) 、烏 原県 において 1技回術北東交アジア産協業定技書術フォーラム」を開催し、

取の3者間で「業 流協力 」を締結した。
の

02 月江原鳥 産で連業携振協興機定構を締が結交流協定を調印

(( 3 )) 年年 2 回
4) ljlJJt 2 4 fP 5月 3

( 5) 年催中9 月「 4 回
時開の原医 出展
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項エ鉱業費
2目 中小企業振興費

経済産業総室[産業振興室1(内線:7657)
(単位田干円)

目オ j原 内 訳
事 業名 |本年度|前年度|比較備考

l自庫支出金|起 債|その他|一般財源

(公財)鳥取県産
業振興機構運営費1 305，6841 267，7591 37，9251 1 1 1 305，684 
交付金事業

トータルコスト I 313，423千円(前年度抗 703千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 |管理運営・連絡調整事務、交付金交付事務等

工程制腕時(指揮) I県内企業の競争力ある新事業展開と販路開拓等への支援の創出

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

2 

(公財)鳥取県産業振興機構は、「経営のサポートセンタ ~J として、県内中小企業の販路開
拓、新事業創出、人材育成などの各種の相談に応じ、きめ細かな支援事業を実施している。

5年間程度のスパンを見据えて産業振興機構が本来実施すべき事業を「基幹事業」として位置
づけ、事業実施に必要な組織・人員を定数化し、管理運営費と県内中小企業の新事業創出や販路
開拓等を支援する経営サポートセンター事業に係る事業費を助成する。

3 これまでの取組状況、改善点
プロパー職員を中心とした組織体制への移行を目指し、組織体制の充実強化に取り組んでいる

[ロードマップ1
区分

プロパー哉員
旦主主主亙
7 → 1 1人
8 → 5人

H24空Ji'
1 2ム
5 人
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平成 2 6年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室1(内線:7657)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財

目庫支出金|起

i原 内 宮沢

産業振興機構施
設管理支援事業 282， 954 286，900 ム3，946 

備考
債|その他|一般財源

(鮒銃納入)
282. 954 

トータルコスト I283， 728千円(前年度 287，694千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容|貸付に係る契約及び収入支出事務

工程吉田曲第目標(指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
(公財)鳥取県産業振興機構が、平成 14年 11月に(株)新産業創造セシター(解散済)の財産

(土地・建物)を取得した経動のうち、県がその財源の一部を支援することで財団の運営基盤の
安定化、中小企業支援体制の噴実を図る。

2 主な事業内容
(公財)鳥取県産業振興機構に短期無利子貸付を行う。
・貸付金 282，954千円
-貸付期間平成26年4月1日~平成27年3月31日

参考:

3 これまでの取組状況、改善点
(公財)鳥取県産業振興機構が平成14年11月に(株)新産業創造センターから土地・建物を取得す

るに際し、県・鳥取市がその財源として短期無利子貸付けを実施し、以後、入居企業からの入居
料等の純益をもって償還し、残高に対して県・鳥取市が毎年短期貸付けを実施している。

また、施設の経年劣化に伴う必要な修繕は県が補助して実施している。

とっとりバイオフ
ロンティア指定管
理候補者審査委員
会運営費

トータルコスト I0千円(前年度967千円) [正職員:0.0人]

。 ム173

主な業務内容ー

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成25年度で事業終了。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業 費

5目 産業技術センター費
経済産業総室[産業振興室J(肉線:7657)

(単位千円)

財源 内 訳
事業名|本年度|前年度|比較備考

100庫支出金|起 債|その他|一般財源

(地独)鳥取県産
業技術センタ-1 778，342 
運営事業

718，600 59，742 

トータルコスト 17肌側千円(前年度 7肌 527千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容l交付金の審査・支払、交付金交付先団体との連絡調整など

工程室町政相揮(指揮)

事業内容の説明
1 事業の目的関概要

778，342 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの運営に必要となる経費について、運営費交付金と
して交付する。また、地方独立行政法人法に基づき、同センターの業務実績に関する評価等を行
うため、鳥取県産業技術センター評価委員会を開催する。

2 主な事業内容
( 1 )運営費交付金

ア業務費 (349，771千円)
技術支援、研究開発及び技術者育成等企業支援業務並びに組織運営に係る経費

イ人件費 (427，659千円)
役職員の人件費、共済費及び退職手当等に係る経費

(2)評価委員会の開催 (912千円)
評価委員会開催に要する委員報酬及び費用弁償

3 運営費交付金の交付ルール
( 1 )業務費

・業務の効率化:運営費交付金(業務費のみ)を前年度比 1%減額する。
・組織運営に対するインセンティブ:評価委員会の評価結果を基に運営費交付金(業務費のみ)
を前年度比ム2.0%~+2議場Eで増減する。

※好成績であれば、最大対前年比+1.0唱が可能。
=今直近の平成24年度の評価結果が4 (5段階評価)であったため、 26年度は、業務の効率
化ム1..0%と組織運営に対するインセンティブ1.0%をあわせて、前年度比土 0%となる。
(ただし、消費税引上げ (26年4月~)に伴い、前年度比+9， 450千円増)

(2)人件費
・予算算定上の定数57名分の給与、現員役職員の共済費及び定年退職予定者の退職手当 2名分
を計上。
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平成2 6年度一般会計当初予算説明資料
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経済産業総室[産業振興室](内線 7657)
(単位:千円)

財 i原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

(地独)鳥取県
産業技術費センタ 1，067 1，334 ム267 1，067 

一運営づ 補助プ金
(酒くりラ
ント補助金)

トータルコスト 1，067千円(前年度1，334千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 補助金交付申請審査、交付決定事務等

工程表的自制揮(指揮)

事業内容の説明

1 事新業の目的・概要
商品開発により経酒営造状メ況の改善を図る県内酒造メーカーを支補援助するため、鳥取県産業技術セ

ンターに対して県内 ーカーが支払う機器使用料の一部を する。

2 主な事県産業内技合容術に
鳥取 業 センターが、試作用酒造プラント/を3使を用補す助るす県る内。企業に対して 5万円の使用料

減免を行う場 、県が減免分を除いた使用料の 2

予算額 1， 067千円 [ (1回あたり使用料45万円ー減免5万円)x2/3x4件〕

(新) (地独)鳥
取県産業技術費セ 6，902 。 6，902 6，902 
ンター運営補
助金(冷修温水発
生機改 ) 

トータルコスト 日， 902千円(前年度 0千円) [正職員・ 0.0人]

主な業務内容 補助金交付申誇審査、交付決定事務等

工程表由政量目標(指揮)

事業内容の説明

1 事業独のそ)目の鳥的経取費・概県を要産同業セ技ン術タセーンにタ対ーし機補械助素す材る研。(地 究所の冷温水発生機(冷暖房設備)の改修を行う
ため、

2 主な事業内容

( 1 ) 改運修転操の内容
作盤、溶液ポンプ、オイルバーナーの取替工事

(2)補助所要額 6，902千円

(3 )定に改冷大の修混使き水の用い発必環た要生境め性機、条は機件、器が平求の成主め5要ら年れ部l こる設各置実し験1室5の年冷の暖耐房周機年能数をを担経っ過てしおている故が障、温度や湿度などー
房 り の際響が常

品の取り替えにより、故障発生の未然防止及び燃料の影使用量非やc
0，削減等の環境効果の改善を図る。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
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室総業産済経

目オ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

詰鍍輯続努l認字
。33， 647 ム33，647

トータルコスト 0千円(前年度 33，647千円) [正職員:0.0人]

主な業務内 容

工程表町政費目標(指揮)

事業内容の説明

平成 25年度で事業終了(施設整備については繰越予算にて実施)。

く炉管?P竹〉ヰ明食 舗 一 晶 平成2幻7年 2JJ 蘭E所荷掴整備所スケジュール 月 所 験(境研港究市及び中野技町術)支援)

-整(1備)既の商存品概皇開要発室支援棟棟(昭(仮和)3年の新建設築)
5 の建替え O規模・構造木造1階建 O延面積:457. 2rrf 

-商品開発的支な援環ソ ン
衛生 境下で、原料の加工から商品開発まで一貫した試作開発が可能。

-食品品質評価支援ゾーン
差別化商品の開発のため、味・においの数値化や官能評価等が可能。

(2)高機能開発支援棟の増・改築

既存の高機能開発支援棟を改修し、健康・美容商品開発支援ゾーンの新設と起業化支援ゾ
}ンとしてインれぐ寸ョン室を増築する。 O規模・構造:7"レハ7守造1階建 O延面積回 588.24rrf 

詰電(地実独喜験}鳥室吉取改年県修産) 

。 14. 175 ム14，175 

トータルコスト 0千円(前年度 14，175千円) [正職員:0.0人]

主な業務内 容

工程表由政措目標(指揮)

事業内容の説明

平成 25年度で事業終了。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[産業振興室1(内線:7657)
(単位:千円)

Rオ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

自庫支出金 起債 その他 一般財源

産業支援機関障
がい者雇用促進 (2， 392) (0) (2， 392) (2， 392) 
事業

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明

[本事業は、国の平成 25年度臨時経済対策において新たに創設された「地域人づくり事業J] 
について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。

1 事業の目的・概要
産業支援機関において障がい者の試験的雇用を実施し、職場的のサポ}トを受けながら実務経

験、研修受講等を通じて職員としての能力向上を図り、継続 な雇用に結びつける。
また、 1年間の業務の状況をみながら、産業支援機関の業づ務における障がい者の就業に係る

課題や特性を把握し、計画的な障がい者雇用が可能な環境 くりについても検討する。

2 主な事業内容

(1)肥置人数 1名
(2)委託先 公益財団法人鳥取県産業振興機構
(3)業務内容 補総(務助支出・人事、 財務、 人材育成事業支援時等間関外係勤業務務等iこ従事

事務、勤怠状況管理、旅費、 の業務補助、セミナー開催
等)

(4)雇用期間等 平吋月1日4 成27年3刷日
3 か月間 (4 月 ~6 月 6時間勤務3 か月経過後 9 か月間)(は7 月 ~3 月)はフルタイム勤務 J

(5)育成方針 0職員の指導のもと、日々の業務をサボ トしながら業務に必要な知識を習
得する。

0能力、習熟度等に応じて、業務の内容、業務量を調整しながら補助的な業
務から高度な業務へ移行していく。

0各種のスキルアップ研修の参加や自主学習等について支援を行う
(6)研修の例 0パソコン教室(操作能力向上(ワ ド、エクセノレ、パワポ等)) 

0各種研修会・セミナー参加(給与・保険料等支払事務等)
0通信教育等受講(簿記 :3級、 2級等)

(7)委託額 人件費 1， 964千円
活動費・研修費等 428千円

計 2 392千円

3 これまでの取組状況、改善点
(公財)鳥取県産業振興機構における障がい者の継続的な雇用について、組織として取組を

開始する。

く参考>地域人づくり事業
失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目
的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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事業名

平 成 26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比 較

経済産業総室f産業振興室](内線・ 7657)
(単位:千円)

目オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

(新)バイオベン
チャ一正規雇用 (14， 000) (0) (14， 000) (14， 000) 
奨励事業

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明

[ 本事業は、国の平成 25年度臨時経済対策附いて新たに創設された「地域人づくり事業J] 
について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。

1 事業の目的聞概要

鳥取大学発染色体工学技術を活用して、新開発しい製品、技術、サービスの開発及び事業化に取り
組むバイオベンチャー企業において、研究 等に従事する技術者を育成することで、県内のパ
イオ産業や研究施設への人材定着を図る。

2 主な事業内容

(1)配置人数 2名
(2)委託先 鳥取大学発の染色体工学技術を活用した事業化に取り組む中小企業で、

バイオ産業の創出に資すると県が認定した者
(3)業務内容 染色体工学技術を活用した医薬品開発用のマウスや細胞等の研究開発に

従事する。

(試染色験計画作成、告人書工性染盛色体ベクター作成、 目的遺伝子搭載、細胞作成、
体解析、報 等)

(4)雇用期間等 平成26年4月 1日~平成 27年 3月 31日
(5)育成方針 0職員の指導のもと、日常業務をサボ トしながら業務に必要な知識、技

術をO]Tにより習得。
0能力、習熟度等に応じ、基礎的内容から高度な業務へステップアップ。
0各種のスキルアップ研修の参加や自主学習等についての支援。
0バイオフロンティア主催専門人材育成講座への参加(機器使用技術向上

説明会、研究開発戦略セミナー、実験動物技術セミナー 等)
(6)所要額 14，000千円

[@7， 000千円(人件費、活動費、研究費等) x 2社〕

3 事業の必要性
産学官が連携して取り組む地域イノベーション戦略支援プログラム(文部科学省認定/H25~

29年度)では、大学発ベンチャー企業 2社が、医薬品メーカーの創薬支援のための研究開発等
を担っており、染色体工学技術の普及や新たな研究開発等のために技術者の継続的な育成を図
る必要がある。

く参考>地域人づくり事業
失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目
的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費興振
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目項

2
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1

7
'
 

経済産業組[通商物流室1( 内 毎 許鞘;

訳内J市財
備考

その他|一般財源起債E庫支出金
車交比前年度本年度名業事

運輸事業振興
助成事業 98，515 102，4971 ム3，98298，515 

104，880千円) [正職員・ 0.3人]

補助金の支出、補助金支出先団体との連絡調整

100，837千円(前年度トータルコスト

主な業務肉容

工程表州知書(指揮)

事業内容の説明
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これまでの取組状況、改善点
・本事業は県民生活、経済活動を支えるトラック輸送の交通安全対策、環境対策等に活用され
ている。特に安全性優良事業所認定制度 (Gマーク制度)の県内取得率は37.8%で5年連続全
圏第l位(全国平均23.0%) となり、事業者の安全性に対する意識向上が図られている。

・トラック運送業界の適正化、交通安全意識の向上等に成果をあげているが、燃油価格の高騰
などの経済情勢の影響を受け、業界全体が厳しい経営環境にあり、助成を続けていく必要が
ある。

・平成26年度は環境対応車の導入促進の拡充及び共同配送を進めるための検討会開催事業を
新たに実施する。

3 

(参考)運輸事業振興助成補助金制度のスキーム
【根拠法令・運輸事業の振興の助成に関する法律】

(公社)全日本トラック協会
各都道府県

トラック協会

日差コ
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

費血一振
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工
商

商

目項

4

款
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マ
F

経済産業阻聞物流室](内匙計端

訳内源財
備考較比前年度本年度名業事

一般財源その他自庫支出金|起債

環日本海圏航路
利用促進事業 11， 828 2， 200 9， 628 11， 828 

14， 394千円) [正職員:O. 6人l16， 471千円(前年度トータルコスト

航路の周知、利用促進のためのPR、情報収集、企業訪問主な業務内 容

境港の物流拠点化:境港コンテナ取扱量増加
(貨物取扱量 目標 5， 200千トン、コンテナ取扱量

工程表の政革目標(指標)
目標21.900TEU) 

事業内容の説明

事業の目的・概要
環日本海定期貨客船航路の安定運航の継続に向け、航路に関する広報や航路就航5周年記念事

業を実施し、航路の認知度向上と利用促進を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
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経済産業組[通商物流室](内毎ぷ輔

訳内j原財
備考較比前年度本年度名業事

一般財源

35.100 ム11，700 46， 800 35.100 環日本海圏航路
就航奨励事業

52，361千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

40，517千円(前年度

補助金支出団体等との調整、補助金支払・確定事務等

境港の物流拠点化・境港コンテナ取扱量増加
(貨物取扱量 目標 5，.200千トン、コンテナ取扱量

ト-11ルコスト

目標21，900TEU)

トクを結ぶ環日本海定期貨客船航路の定着、安定化のため、境港~
を助成する。就航6年目となる平成26年6月29日以降は、限度額
年間助成を延長する。

の
光
済

路
観
経

航
人
域

り
園
地

よ
外
の

に
、
県

績
上
本

実
向
、

た
の
す

し

を生みだす基幹的なインフラであ
ら、航路の定着、安定化を図る必

q閣醐画盟関阻圃|

に一一一一一一、ず一一一一一一一ノ
補助対象・遭航絡事暑の号ち闘~的経曹の 1110

圏直園田寸園廃渡海事彊園田園

2 

補助対象・ 5軍航格審の 1/10

これまでの取組状況、改善点
!・境港の旅客数は一定水準が確保(2013年は前年比4%減、 1便当たり平均249人)されているー

方で、取扱貨物量は増加傾向(2013年は前年比9%増)にあるも、日韓関の貨物やロシアから
の輸入貨物の絶対水準は依然として低迷している。
運航会社は、定期運航を継続しながら収却改善に努めているが、競合航路の開設等の影響に
より 収益を支長Tきた韓億聞の売上が誠hするなど、依然として損失を計上している。

・当該航路は、地場経済の嘉麗を支える基語的なインフラであること五ら、支援を継続するこ
とによ旬、航路の維持・安定化につなげる
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4自 貿易振興費

事業名 本年度 前年度 比 車交

経済産業総室[通商物流室1(内線:7659)
(単位干円)

員オ 源 内 訳
備考

目Ii支出金 起 {責 その他 一般財源

環日本海物流円
滑化推進事業 8，200 15，900 ム7，700 8，200 

トータルコスト 12，070千円(前年度 23，050千円) [正職員・ 0.5人]

主な業務内容 企画調整、委託契約事務、補助金交付事務

工程喜由政量目標 Iji標) 境港の物流拠点化:境港の取扱貨物量増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
環日本海地域と境港を結ぶ競争力のある物流ノレートの確立を目指し、 トライアル輸送の実施

及び輸入貨物への支援を行う。

2 主な事業内容
( 1 )環日本海定期貨客船航路輸送ルート開拓トライアル支援事業 (5，200千円)

中露国境/レート、シベリア鉄道ルート及び韓国・〆中国激海ノレート等の物理的障害、コス l

ト、リードタイム及び輸送品質などを検証し改善策を検討することにより、競争力のある
環日本海物流ルートの構築を目指す。

[要市件場] 
性があり、かつ継続性が高いと判断される貨物の試験輸送を県が委託する。委託す

る事業は新規性(新規商材、新規輸送方法等)があると認められる試験輸送に限る。
[委託費]

1試験輸送当たり 13 0万円 X4事業

(2 )境港対北東アジア貨物輸入促進支援事業 (3，000千円)
中国東北部等からの貨物(資源、原料、食品等)で、将来に渡り継続的に輸入の可能性が

ある貨物に対し、物流経費の一部を補助することにより、境港の輸入拠点化を図る。

対象事業者 環日本海定期貨客船航路を利用して境港へ貨物を輸入する者

対象品目 中国東北部(吉林省、黒音量江省)及びロシアで生産される原料・資源(飼
料・堆肥、穀物、鉱石、水産品、木材等)で日本圏内で市場性があり、将来
に渡り継続的に輸入の可能性が高いと判断される貨物

補助額 1 TEU当たり 10万円
※ 1 TEU→207イ】トコンテナ(長さ 6メ】トル) 1本分に換算した貨物量

限度額 1事業者当たり 300万円

3 これまでの取組状況、改善点

-平成 23年度から、中露国境ノレート 4件、シベリア鉄道ルート 1件、韓国・中国溺海ノレート
3件のトライアル輸送を実施し、国際輸送ルート確立に向けた検証等を行ってきた。

-韓国・中国溺海ルートについては、平成 25年度、輸送ルートの実用化が図られたところだ
が、中露国境ノレートについては、通関手続きの簡素化、 トラック輸送経費の低廉化などの課
題を、 GTIの取組などと連動して解決していく必要がある。
-引き続きトライアル輸送を実施し、より多様な商材について、輸送ルートとしての物理的安
全性を確認するとともに、早期に貨物の流れを作るため、輸送コスト高をカバーしながら実
輸送の実績を重ねて問題点を一つ一つ解決していく必要がある。
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7款商工費
1項商業費
4日 貿易振興費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室](肉線 7659)
(単位:千円)

事業名
宙
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本年度|前年度|比較 備考

(新)G T 1とっとり
フォーラム推進事業 16，480 01 16，480 16，480 

トータルコスト |札祁7千円(前年度0千円) [正職員 1.2人]

主な業務内容 |叩北東アジア地方協力委員会関連事業の開催、連絡調整など

臓の政策目標(!糠) 1県内企業の販路拡大、市場開拓海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
GT 1 (大図{門江開発計画)地域における輸送回廊の物流円滑化の推進等の取組に呼応し、 D

BS航路を活用した物流ルートの確立、さらにはGTI地域と日本をつなぐゲートウェイどし
て本県地域経済の発展に資するため、北東アジア地方政府間の経済協力を推進する GTI北東
アジア地方協力委員会の第2回会議を木県で開催する。行政関係者だけでなく、物流、観光分
野の民間企業も参画する「県民参加型」とし、本県と GT.1地域との経済協力を官民共同で推
進させる。

2 主な事業内容
・開催のねらい

-主催
・予定開催時期
.予定開催場所
・予定行事

.予定参加者

-事業費

GTI地域やGTI関連事業に関する情報収集、人的ネットワークの構築、
日本海を通じた物流、人流のソフトインフラ面での課題と解決に向けた方
策の共有及び境港、 DBS、豊富な観光資源などを通じた本県の北東アジ
アゲートウェイとしてのアピール等を行う。
鳥取県(共同主催者 :GTI事務局)
2014年夏から秋の間
米子市
北東アジア地方協力委員会、地域開発フォーラム、県内視察等
(※議題は本県と GTI事務局との問で協議、調整)

GTI北東アジア地方協力委員会加盟地方政府代表団 (5ヶ国11地域)
民間企業、関係団体等

[想定参加地方政府]※=オブザーバー参加
-中 国吉林省、黒龍江省、遼寧省、内モンゴル自治区
・韓 国江原 道
・ロシア沿海州、※ハバロフスク地方
-モンゴノレ ドルノド県、へンティ県、スフパートル県
・日 本鳥取県、※新潟県

16，480千円「会議運営業務、同時通訳業務に係る委託料 13，600千円 1 
L会場・車両借上料、レセプション開催経費他 2，880千円 J

[GT 1の概要]
'GTI(大図例江開発計画)は、北東アジア地域における経済協力の強化、持続可能な発展を
目的とした政府間協力機構であり、 UNDP(国連開発計画)の支援のもと、中園、韓国、ロシ
ア、モンゴルの4カ国が加盟し、運輸、貿易推進、観光等の5分野を優先分野として、共同事業
を通じて地域協力の強化を推進している。

.GTI北東アジア地方協力委員会は、 GTIを推進する大図例江地域及びその周辺地域の地
方政府間の協力機構である。

[大図例江地域の対象エリア]
中国東北3省(吉林省、黒龍江省、遼寧省)、内モンゴノレ自治区、モンゴル東部地域、
韓国東岸沿岸地域、ロシア沿海地方

3 これまでの取組状況、改善点
.2013年8月に吉林省・長春にて開催されたGTI北東アジア地方協力委員会発足会議に正式参
加。
・同10月にロシア・ウラジオストクにて開催された第四回北東アジア地域国際交流・協力地方
政府サミットにおいて、 GTI地方協力委員会の枠組みを活用しながら、北東アジア地域内
の物流、観光客往来の円滑化に向けた取組への連携強化について合意。
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
易

費
業
貿

エ
商

商

目項

4

款
ー

マ，

経済産業総室[通商物流室J(内結性 誌

訳内i原

債

目オ
備考

一般財源その他100 I車支出金|起
比較前年度本年度事業名

ジ
設

ア一
南
口
業

東
一
事

県
ユ
営

取
ピ
運

烏
ア
置

9， 969 4， 969 5，000 9， 969 

15，386千円(前年度 5，000千円) [正職員 O. 7人]

事業者との調整、事業管理、契約支払事務

トータルコスト

主な業務内容

県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加工程表自由知器(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県及び鳥取県内団体・企業等の東南アジア地域における受注拡大、観光客誘致、販路開拓、

情報発信等を支援するための現地拠点として、タイバンコク都において「鳥取県東南アジアビ、ユ
ーロー」を運営する。

2 主な事業内容
鳥取県東南アジアピ、ユーロー設置運営委託
( 1 )設置運営方式委託方式
( :2 )設置場所 タイ王国バンコク都内
(3)設置条件 専属的職員 1名以上の配置、事務所及び協議スベ}ス等の設置など
(4)業務内容
0東南アジア展開を図る県内企業の支援
・東南アジア諸国のビジネス情報、貿易関連法令情報の集積、分析、提供
・現地での受注拡大に関するアドバイス、現地事情のレクチャー
・タイ圏内及び東南アジア各国における商談会及び産業・商品見本市展示会の出展支援など

O観光プロモーシヨン支援
-タイの観光旅行会社との連絡調整
・観光展出展、タイアップ広告等情報発信業務の支援
・チャーター便等の情報収集 など

0訪問団の受入れ支援
0ネットワーク形成支援
-タイ政府、産業・商工・観光団体・大学等とのネットワーク形成

(5)H26年度委託事業者の選定
平成 25年 11月に東南アジアピ、ユーローを開設し、約 3ヶ月間に亘り、現地情報の収集、

人脈の形成等を行っており順調に推移していることから、、平成 25年度中に実績評価を行っ
たうえで、 26年度も引き続き、現委託先へ業務委託する方向で検討中。
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-業務内容

3 これまでの取組状況、改善点
・平成25年11月 東南アジアビ、ユーローをオープン。開設記念レセプション、バンコク鳥取フェ

ア、タイ人観光客誘致に向けての知事トッププロモーションなどを行った。
・平成25年12月 米子空港へのスカイマサ就航に合わせ、タイの旅行会社9社を県内へ招鴨した。
・平成25年12月 バンコクにおいて県内産の富有柿、あたご梨の販売促進活動を支援した。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目 貿易振興費

経済産業総室[通商物流室](内線田 7659)
(単位.千円)

員オ i原 内 訳
事業名 本年度|前年度 比 較備考

l目庫支出金|起債|その他|一般財源

北東アジア地域国
際交流・協力地方
自政府サミット関連
事業

1801 1.930 I ム1.750

トータルコスト I180千円(前年度3，519千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容|サミット関連事業「経済協議会Jへの参加、連絡調整

理衰の臨時(指標)I県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

180 

モンゴノレ中央県で開催予定の「第19回北東アジア地域国際交流・協力地方政府サミット」の経
済関連事業である「経済協議会」に代表団を派遣する。
経済協議会では、 5地域(鳥取県、韓国江原道、中国吉林省、ロシア沿海地方、モンゴル中央

県)の経済代表等が一堂に会し、地域間相互の連携と協力による経済発展の方策について協議を
行う。

2 主な事業内容
経済協議会参加 180千円

・時 期平成26年夏頃(サミット本会議と同時期開催)
・場 所モンゴル中央県
-議 題実務代表者会議後決定 (H26年春頃開催)
・参加者商工労働部長あるいは経済産業総室長を想定
・事業内訳 実務代表者会議、経済協議会への参加

(所要経費)
通訳謝金

3 これまでの取組状況、改善点

180千円

経済協議会は、各地域聞の経済交流の促進による共同の繁栄と発展を目指すことを目的として
設立し、平成11年に江原道で第1回経済協議会を開催した。

平成 25年度はロシア沿海地方で開催し、各地域間の貿易・物流活性化、各地域間の協力体制
を議題に意見交換を実施した。本県からは、環日本海定期貨客船航路の運航状況及びトライアル
輸送の状況・改善点、交流地域との経済交流の状況及び展望 (GT1地方協力委員会、各地域
における商談会など)及び鳥取県経済再生戦略について述べた。

-81-



費興振
費
易

費
業
貿

エ
商

商

目項
4

款
ー

ゥ，

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室1(内線・ 7659)
(単位:千円)

財源内訳
事業 名本年度前年度比較 備考

目庫支出生起債 その他一般財源

アジア地域経済
交流推進事業 25， 4861 23， 7001 1， 7861 1 1 1 25， 486 

トータルコスト 37，868千円(前年度 36，410千円) [正職員・1.6人]

主な業務内容 アジア地域との経済交流を促進するための訪問団の受入れ、商談支援等

工程表白臨時(指揮) 県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概経要に機済
アジア地域との 交流を一層促進するための訪問団の受入れ、同地域における商談参加、

航路運航会議など 動的に対応すること等に要する経費。

2 主な事業内容
(単位:千円)

地域等 事業内容 予 算 額

韓 国 商談会社携参加等協企業の支援、航路活性化会議への参加、航路 4，891 
運航会 との協議、 ERINA(環日本海経済研究所)
との連 カなど

ロシア ロシア市場への進出支援、ロシア企業来県受入れ、ロシ 6，072 
ア沿海地方、ハバロフスク地方政府との連携、バイヤー
招聴など

中 国 代商協談会参加企業の支援間北東アジア博覧会(長春)への 3，876 
表団派遣、 GTI諮委員会への参加、吉林省等との
議、中国企業来県受入など

その他の地域 アセア、ゴこア、ノすンレセ地でたア域のめンをのG地企中T域心業Iの運訪と需す輸問要部等る取経会り等済込交へみ流のの参関た係加め者、の招貨関鴨物係需・者要商協談を議会掘、 10，647 及び連携事業支援
モン
り起

言十 25，486 

3 これまでの取組状況、改善点

. 環携ヲ|日本海国際定期フェリー航航ら路船をを誘活社致し、 運経関航係済会交者進し演紅、やや企企の県韓業業内進企国関閣係業主係ζ E 原弘者の道裕の警外招ロシア沿海地方などとの連のもと、航路の活性と路 用した んできた
き続き談環日本海地出化かの社等航路 の招 韓国・中国・ロシ

アでの商会の支援な明どを行い、航路の利用促 での 拡大に努める
-加えての交受、流アセアン地域の需要の取り込みを目指 、 業関係 璃、 1販商耳談、路会支援、県内中小

に向けた関係者協議等に取り組む。
.企班業油 注の獲拡得大につながる訪問団の受入れ、有力バイヤーの招聴など、効果が見込める取組に
局日虫寺機明を失することなく、機動的に対応する必要がある。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
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1
7
 経済産業総室[通商物流室](内線 7659)

(単位千円)

|本年度|前年度|比
財 j原 内 訳

事業名 較 備考

とっとり国際ピ
ジネスセンター| 52，9471 43，5921 9，3551 52，947 
運営事業

トータルコスト|既日千円(前年度肌 742千円) [正職員:0.9人]

主な業務内容|補助金関連手続、企業側との事業内容調整等

工程制臨時(指揮)I県内企業の販路拡大、市場開拓
(商談会の開催、ビジネス守ッチングによる海外販路の開拓の推進)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内企業の海外展開を支援するため、(公財)鳥取県産業振興機構とっとり国際ビジネスセン

ターが実施する事業に対して補助金及び負担金を拠出する。

2 主な事業肉容
(1) r北東アジアゲートウヱイプラスJ実践事業 16，911千円

① 海外サボーターの設置 3，386千円
海外サボーターを設置し、現地情報収集、現地支援体制を確保する。

[韓国(ソウル)、中国(上海)、台湾(台北)1 
② 商談会開催事業 11，677千円

県府企業の出展意欲が高い地域の海外見本市及び商談会に鳥取県ブースを出展する。、
|台湾台中市(台中市食品商談会)、中園長春市(北東アジア博覧会)、 | 
|韓国ソウル市(ロッテ百貨庖鳥取物産展)、韓国原州市(医工連携商談会)、 | 
しタイバンコク都 (METALEX) 等 J 

③ ものづくり系企業海外市場支援事業 1，848千円
上海と台北において、ものづくり系企業マッチング商談会を実施する。

(2 )新たなビジネスモデル創出事業 12，329千円
① 県内企業海外チャレンジ補助金 12，329千円

企業が独自に海外見本市や商談会に参加し、販売開拓に取り組む場合の経費の一部を補助
する(補助率1/2、限度額1，000千円/社、総額12，000千円)。なお、海外仕様に対応する
ための商品サンプル及び試作品開発費についても新たに補助対象メニューに加える。

(3 )とっとり国際ビジネスセンター運営事業 23， 707千円
① 韓国語・ロシア語・中国語スタッフの配置 10， 599千円

通訳・翻訳支援、環日本海定期貨客船貨物対応窓口、韓国・ロシア・中国ビジネスに関す
る支援やマッチング、等を実施する。なお、中国東北 3省地域企業との新たなビジネス創出、
「ものづくり系」企業の受注獲得支援のため、新たに中国語スタッフを配置する。

② 専門相談員の配置 2，080千円
とっとり国際ビジネスセンターに登録されている専門相談員が、県内企業の海外における

自立的展開をサポートするため、専門的な相談に対応する。
③ 事務所運営費(研修費、通信運搬費、事務費) 11，028千円

新たに、執務室の情報保護及び環境改善のため、防音ノ号ーテーションを設置する。

3 これまでの取組状況、改善点
平成 23年 7月の関所以来、県内企業の海外展開を支援する拠点として、各種相談、商談会開

催、相談等を実施してきた。今後は、外需を県内に積極的に取り込んでいくため、以下について、
重点的に取り組んでいく。
( 1 )海外ビ、ジネスパートナーとの面談機会(見本市及び商談会)を増加させる。
(2)中国及び東南アジア地域等への「ものづくり系」企業の海外展開を積極的に支援する。
(3 )ロシア及び中国東北 3省地域企業と県内企業とのビジネス創出に向けた支援を強化する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目貿易振興費

事業名 本年度 前年度 上主 車交

経済産業総室f通商物流室](内線・ 7659)
(単位:千円)

目オ ;原 内 訳
備考

目l事支出金 起 債 その他 一般財源

ロシアビジネス 〈雑入〉
サポート体制強 26，071 26，200 ム129 33 26，038 
化事業

トータルコスト 32，262千円(前年度32，555千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 補助金関連手続、サポートセンター運営管理、連携実施等

工程表由政相揮(指揮) 県内企業の販路拡大、市場開拓 商談会の開催、ビジネスマッチングによる海
外販路の開拓の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
日露関のビジネス創出に向けだ企業支援体制を整備するため、とっとり国際ビジネスセンター

を運営する(公財)鳥取県産業振興機構への助成を通じて、ウラジオストクにビジネスサボ}ト
センターを設置・運営し、本県の情報発信や環日本海貨客船航路を活用した日露間の企業の取
引の拡大等を推進する。また、沿海地方とのネットワーク強化に向けた岡地域官民関係者によ
る連絡会議等を新たに実施するとともに、沿海地方における経済共同プロジェクトへの県内企
業の関与等、ロシア需要掘り起こしのため、ロシア専門マネージャーを新たに配置する。

2 主な事業内容
( 1 )沿海烏地方とのネットワーク形成事業 3， 200千円

「 取県・沿海地方経済官民連絡会議」及び「経済共同プロジェクトWGJ開催
新たなビジネス分野の発掘、経済共同プロジェクト(例・自動車、水産、建材等)に関

する調整、技術説明会の開催、課題解決に向けた協議(通関等)等を実施する。

( 2) r鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」運営事業 14， 800千円

ウラジオストク市内に設置したビジネスサポートセンターの運tを営2費名助体成制をに行Fい、情報発信
及び収集、販路開拓等の企業支援を行う。なお、従前の 3名体制 見直す。また、
「境港ロシアビジネスサポートセンター」は廃止し、「とっとり国際ビジネスセンター」が、
鳥取県側の窓口機能を担う
当初開設日 平成 22年 2月9日(火) |場 所|ウフジオストク港海洋夕、ミナノレ
役 苦手l現地情報収集、販路開拓、輸出入手続サボ ト、企業等受入支援等
実施主体 (公財)鳥取県産業振興機構

(3 ) ロシアビジネス「る専専門門マ知ネ識ーとジ経ャ験ーを配有置す事る業マ 7， 759千円
ロシアに関す ネージャーを、県商工労働部内に配た置し、ロシ

ア需要の掘り起こし、経済ネ共同プロジェクト実施及びネットワーク形成を行う めの体制構
築、ウラジオストクピジ スサポートセンターと連携した企業支援等を行う。

(4) (社)ロシア NJS貿易会負担金 31 2千円
ロシア・中央アジア地域に関する幅広い情報の収集、ロシアとの新たなビジネスモデルの

提案・助言を受ける。

3 これまでの取組状況、改善点
平成 22年2月より、「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンターJの運営を行った結

果、現地における本県知名度向上及びスーパー等における本県産品の販路拡大が図られた。他
方、更なる地域経済の発展に結びつけていくためには、多様な産業分野での連携や経済共同プ
ロジェクトの実施など、次の段階へステップアップする支援体制の強化が必要である。このこ
とから、ロシア沿海地方とのネットワークを強化する体制整備に取り組むとともに、ロシア専
門マネージャーを配置し、ロシア需要の掘り起こしを行う。なお、情報収集・発信及びピジネ
スパートナー紹介等の現地拠点となる「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター」は、
人員体制を見直し引き続き運営していく。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目 貿易振興費

事業名 本年度 前年度 比 較

経済産業総室[通商物流室1(肉線:7659)
(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

貿易支援体制整
備事業(日本貿 12，556 11，872 684 12，556 
易振興機構負担
金)

トータルコスト 14，104千円(前年度 13，461千円) [正職員・ 0.2人]

主な業務内容 負担金支出、負担金支出先団体との連絡調整

工程表的政量目標(指揮) 県内企業の販路拡大、市場開拓:商談会の開催、ビジネスマッチング、による海外
販路の開拓の推進

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

日本貿易振興機構(ジェトロ)が有する海外ネットワークやノウハウを活用し、県内企業の海
外販路開拓等を支援するため、ジェトロ鳥取貿易情報センターの事業費の一部を負担する。

2 主な事業内容 (単位:千円)
組織 負担金の内容 予算額

ジェトロ <ジェトロ鳥取貿易情報センタ 全体事業費 38，422千円>
鳥取貿易 0ジェトロ負担 22， 727千円 12，556 
情報セン 赴人方負件帰費(センター所長、アシスタント)、借館料の一部
ター 任旅費、センタ一事 (国庫負担分)、事務費

O地 担 15，695千円業l残費うち80%(12，556千円)を県が負担 、J 
り20%( 3，139千円)は4市が負担

企業への各種貿易相談や海外ネットワ}クを活かした情報の提供、
海外貿易セミナーの開催及び貿易人材の育成を行うことで、海外への
販路開拓を狙費う県内企業の支援を行う。
.館理 8.814千円

人件費 6.535千円 センター所員
借館料 1. 125千円 借館料の一部
事務費 1. 154千円 全固定額

-地方事業費 6.881千円

海調外査市場開拓 2，983千円 -県内企業貿易実態調査の実施
事業

海外経済情報 597千円 -海外セミナー、貿易実務セミナー
提供等 の開{雀
県内企業輸出 3，301千円 -海外有力企業を招聴した商談会の
促進支援事業 開催

-ジェトロの海外ネットワークを活
用した見本市出展等

3 これまでの取組状況、改善点
[これまでの取組状況]
-県内企業に対じ、ジェトロのノウハウを活かした貿易相談を実施した。

※平成25年度相談件数 220~240件(予定)
-最新の海外経済情報の提供を中心としたセミナー及び貿易初心者向けの貿易実務講座を実
施し、県内企業の貿易人材の育成を行った。

※平成25年度開催問数 14回
-ジェトロの海外ネットワークを活かした荷談会を県内で開催し、海外の有力企業と県内企
業とのビジネスマッチング、を行うことにより、県内企業の販路開拓支援を行った。

※平成25年度(予定) 米子市開催、参加予定企業数 26社
-ジェトロが海外の有望見本市に出展した「ジャパンパピリオン」への県内企業の出展支援、
バイヤー紹介などを行った。

※平成25年度出展回数 10回(延べ参加県内企業数.16社)
[改善点]
-県内企業の貿易実態と今後の見通し等を把握するため「県内企業貿易実態調査」を実施し、
海外販路開拓企業の掘り起こし強化を図る。



費興振
費
易

費
業
質

工
商

商

目項
4

款
ー

ゥ，

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室J(内線・ 7659)
(皐位:干円)

事業名 本年 度 前年度 比較
財源 内 訳

l備考
国庫支出金|起 債|その他|一般財源

海外における販
路拡大拠点支援
事業

トータルコスト I19，322千円(前年度 15，383千円) [正職員:0.3人]

17，000 13，000 4，000 17，000 

主な業務内容|事業者との調整、補助金交付事務

工肢の臨時(指揮)I県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
先駆的に海外進出を果たした県内企業等が中心となって、海外における常設の県産品の販路

開拓拠点の整備及び県産品輸出手続支援など、雁行型で県産品の海外販売を促進する取組を支
援し、販路拡大・市場開拓を図る。

2 主な事業内容
( 1 )海外県産品ショップ整備事業〈ハード事業〉i鞘概要]海外に常設の県産品販売拠点を整備する県内企業等に対する業

補助対象事業]展示販売品に占める県産品の割合が 50%以上で県内企主3社以上の製品
を展示販売する見込みの拠点施設で商談スペースを併設する施設の整備

[補助対象経費]海外県産品ショップの開設または移転にかかる「施設整備費Jr什器備品購
入費」

想的 2拠点 (1拠点… 000千日)
i補助 ν 
予霊額 3，0∞0叩 X2拠点=6札M刊，0刈0∞0∞0千円

( 2) 県産品輸出手続代行支援事業〈ソフト事業〉
[事業概要]海外輸出に係るノウハウ及び人材、経費に不安がある県内企業の製品輸出を先駆

的県内企業等が代行して行う事業に対する支援
[補助対象事業]海外県産品ショップを整備した県内事業者等が他の県内企業の製品をまと

めて輸l:f:Iを行う事業
[補助対象経費]外国語滴品ラベル作成経費、商品輸出手続書類作成経費、各種検査証明書

作成経費等
[補助率]同一商品について最初の1年間2/3、2年目 1/2i想定野11件 ( 1件につき年間刊O千円上限)
予算 3，000千円 Xl件=3，000千円

( 3) 県産品海外共同販売支援事業〈ソフト事業〉
【事業概要]海外販売に係るノウハウ及び人材、経費に不安がある県内企業の製品を先駆的

県内企業等が海外で販売する事業に対する支援
[補助対象事業]県内企業 3社以上が出品し海外量販府で行われる物産展等で、バイヤーによ

る商品買取または日本国内納品等の好条件で行われる見込みの事業i補助対象経費]共同販売会場設営費、通訳販売員配置等に係る経費
補助率11/2 
[想定件数]共同販売行事4回(共同販売行事 1回あたり 2，000千円上限)
【予算額12，000千円 X4回=8，000千円

3 これまでの取組状況、改善点
-平成 23年度 山陰プラザinCHINA、鳥取県産品アンテナショップinソウルの設置

シンガポール高島屋での鳥取県産品フェア開催
-平成24年度 中国への県産品輸出手続代行(石田コーポレーション)

シンガポール高島屋での鳥取県産品フェア開催
-平成 25年度 バンコクエンポリアムでの鳥取県産品フェア開催

台湾での鳥取ベニズヲイガニフェア開催
シンガポールフォーシーズンズマーケット等での鳥取FO口Dフェア開催
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30，021千円) [正職員:0.8人]26，876千円(前年度トータルコスト

荷主・船社等訪問及び事業実施調整、補助金業務主な業務内容

境港の物流拠点化:境港コンテナ取扱量増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、コンテナ取扱量目標 21，900TEU)
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め、境港発着の国際定期航路を利用した荷主企業に対して助成を行う。

(2 )境港貿易振興会補助金 5， 685千円
境港貿易振興会が実施するポートセールス活動に要する経費に対して助成を行う。鳥取県の補助金

額は、所要経費合計額から会費収入及び島根県補助金額を控除し、残額を境港市と折半する。

(3 )境港一東南アジア輸送ルート確立事業 3，000千円 (1，500千円/事業者(2社)) 
境港外貿定期航路を利用した積替えによる境港一東南アジアルートの実証モデ、ル事業を委託

し、境港の有用性、利用者ニーズの把握を行う。
(委託者)フォワーダー、船社等
(委託内容)ルート・スケジュール作成、試行輸送実施、結果報告書及びノレートモデル提出
※7ォローグーとは荷主から貨物を預かり、他業者の運送手段を利用して運送を引受ける者

3 乙れまでの取組状況、改善点
-平成 25年の境港のコンテナ取扱量は過去最高の23，398TEUとなった。
・ものづくり系企業の海外取引が活発化する中、県内企業の立地環境としての境港の重要性はま
すます高まっており、県内企業の境港の利便性を高め、生産性の効率化を図る必要がある。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目 貿易振興費

事業名 本年度 前年度 比 車交

経済産業総室[通商物流室1(内線・ 7659)
(単位・千円)

目オ 源 内訳
備考|

目l車支出金 起 債 その他一般財源

境港大量貨物誘
致促進支援事業 16，000 37， 500 ム21，500 16，000 

ト-$1ルコスト 16， 774千円(前年度 38，294千円) [正職員・ O.1人]

主な業務内容 利用企業の認定、補助金関連手続

工程表由政華目標(指揮) 境港の物流拠点化:境港の取扱貨物量の増加
(貨物取扱量困標 5，2∞千トン、コンテナ取扱量目標 21， 900TEU) 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

境港定期航路(中国航路、韓国航路、環日本海輸定送期経貨費客の船一航部路を)を利用して新規に大量貨物(定
期的に一定量以上)を輸送する荷主に対して、 一定期間助成する。

2 主な事業内容
(1)補助対象者及び貨物貨の要件

境港における全体物取扱量が認定前年度比で100TEU以上増加する荷主で、かっ次の貨物が
年間100TEU以上である者。ただし、境港の既存利用航路から他の境港航路へシフトした場合は
対象外。(※認、定前年度とは、認定前12ヶ月とする。)

荷主の区分 該当する貨物

境港を新規に利用する荷主 境港を利用した全ての貨物

既に境港を利用している荷主 倒也港から境港にシフトした貨物
②新たに取扱いを開始した貨物で、境港を利用した貨物

※TEU=20フィートコンテナの換算単位 40フィートコンテナ (FEU)は2TEUに換算

(2)O補支助援内対容象
県知事の事業認定を受けた荷主

0支援期間 3年間(1年間ごとの実績払い 最大36ヶ月)
0補助内容 15，000円/TEU
0限 度額 7， 500千円/年(1事業者あたり) 3年間で最大22，500千円

(3)所要経費
エ6，000千円(内訳:既認定事業者・ 14，500千円、新規認定事業者:1，500千円)

3 これまでの取組状況、改善点
認定事業者数 1 2社(平成26年l月現在、県内企業5社、県外企業7社)
-境港貿易振興会と連携しながら、境港利用促進懇談会にて参加企業に対して境港の PR、境
港用利提用案助成制度の案内も併せて行うと共に、企業訪問活動においても制度を活用した境港利

を積極的に行った定。事
-平の成境港2利5年度の新規認 業者数は 1社(島様県)。当事業の利用をきっかけに境港近隣企業

用への振替に効果を発揮している。
-平成25年(暦年)の境港利用コンテナ貨物量は、対前年 28%増の 23，398TEUと
なり、過去最高を記録した。このうち認定事業者全体の平成25年境港利用貨物量は、 4，
164TEUにのぼる見込で、境港全体貨物量の約 18%を占める。

-当事業を契機として境港を利用することにより、圏内陸送距離を短縮し物流コスト削減を実
現した企業、物流集約拠点を県内に移転した企業、助成対象以外の貨物も境港利用への振替

を検討する企業などがあり、補助期間終了後平も成継2続6的年に度境以港降をも利引用きす車る動きに繋がっている。
-今後の境港への安定的な貨物誘致のため、 続き事業を継続する。
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平成 2 6年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[通商物流室1(内線・ 7659)
(単位・干円)

財 j原 内 訳
事 業名 l本年度|前年度|比 車交 備考

一般財源

企業立地認定事事業
者貨物誘致支援 2，5001 2，5001 2，500 
業

ト-$1ルコスト 3，274千円(前年度3，294千円) [正職員:0， 1人]

主な業務内容|利用企業の認定、補助金関連手続等

工程表の政費目標(指標)I境港の物流拠点化:境港の取扱貨物量の増加
(貨物取扱量 目標 5，200千トン、コンテナ取扱量 目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
海外との聞で部品の調達及び供給など海外企業との取引が拡大する中、企業立地の検討にあた

っては、優位性のある貿易港の存在が重要である。そこで、県内への企業立地を促進するインセ
ンティブとして、境港外貿定期航路利用に対する助成制度を創設し、企業誘致による雇用の拡大
と境港利用拡大の双方を促進する。

2 主な事業内容
( 1 )補助対象者

平成 24年4月 1日以降に、鳥取県企業立地等事業助成条例に基づき事業認定を受けた事
業者(新増設)。ただし、大量貨物誘致促進支援制度の既認定事業者は除く。

(2)補助要件
操業開始から 2年間で、境港外貿定期航路を利用した貨物取扱量が40TEU以上あること。

(3)補助期間
操業開始から 2年間、又は境港外貿定期航路を利用した貨物取扱量が1，000TEUに達するま

での問。
※補助期聞が終了した時点からさかのぼって過去 1年間の境港利用実績に比べ、境港を利用
する貨物取扱いが 1年間に100TEU以上増加する場合、境港大量貨物誘致促進支援事業の利
用が可能。

(4)補助 額 25，000円/TEU

(5 )限度額 1社あたり 25，000千円

(6 )予算 額 2，500千円
(内訳)年間取扱貨物量が 100TEU程度の企業 1社分を想定

25千円 XI00TEUXl社=2，500千円
※TEU= 20フィートコンテナの換算単位 40フィートコンテナ (FEU) は2TEUに換算

3 これまでの取組状況、改善点
-企業誘致活動と一体的に当該事業の推進を図った結果、平成25年度は 1社が事業認定申請を行
う見込みとなった。

・木県への企業立地を促進する武器として、企業立地促進と境港利用促進の双方を促進するため
に引き続き事業推進に努めていく。
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 経済産業組[通商略室](肉匙許鞘j

財 源 内 訳
事業名 本年度前年度比較 備考

国庫支出金起債 その他 一般財源

境港輸出入拠点化
支援事業 19，5721 22，500 ム2，9281 1 1 1 19， 572 

トータルコスト 20，346千円(前年度 23，294千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容企業との事業内容調整、補助金関連手続等

工程表の政篇目標(指標) 境港の物流拠点化・境港の取扱貨物量増加
(貨物取扱量 目標 5，200千トン、コンテナ取扱量 目標 21，900TEU)

1事業事内業容のの目説的明・拠概要点化に資する機能整備を促進する者に対し助成を行い、境港の機能強化を図る。

境併港せでの輸、一出入定以上の雇用を創出する事業には、運営費及び人件費を支援する。

2 主な事業内容

補助対象者 境念頭港のに輸した出入実拠施点可化能機性調能等査、に資実す験的る設な備取整組備を又実施はす将来る者的な同様の設備導入を

1 ソフト事、業主主送公i補補助助対率象]』均2/実3施可能性調査等 [限度額] 2，000千円/件

補助内容 2 補補限ハ助度助ー対額象率ド事]補業設整備費等
0，000'fp:j/件

f 助対，象事業費千が円、30，000千円以下の部分 2/3 
30，000千円を超える部分 1/2 

システム運営費、事務所等賃貸料、機器リース料
[限度額]15，000千円 [補助期間] 5年間

の正規雇用:1， 000千円/人 l 

外 ・ 500千円/人 l 

、②合せて 5年間で 20人上限 l 

事業費 O境ソ港フ輸拡トド事出事大入業業支拠援・: 点事(2リ具化業体支0的援運人0な事件営0ごj業千将費円に補/1よ助件52 り金， 君 19，500千円 ! 
ハー リ途予算要求)
雇用 000千円

000 員千千員円委l，OOOn千z乙円n1×、ノ2唱人)
500 会円 500 酬l7円2〈千i人)

0境鳥港取輸県出附入属拠機点関化条支例援に事基業づ費く補審助査金委審員査会委委 の報員酬報(1回8，900円円X8人)

3 これまでの取十置組分さ状況、 改善特に殊点よこまで不 であった 包 など民企業のノウハやシステムを
能がれ境港に設 れたこと 梱り、や阪神貨物港集か約らの貨物振問替に繋がるなウど、地域企業の活境用港利し便た機性

向上に寄与している。
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費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

勺， 経済産業総室[経営支援室1(内線:7658)
葎在?字問7

財 源 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

商業振興費 5，595 4，546 1，049 5，595 

卜-11ルコスト 19，525千円(前年度 18，845千円) [正職員:1.8人]

主な業務内容 大・規関係模機小売関jと吉舗の連立絡地調法整関係、、業商務底街、振中興心組市街合連地活合性会化へ協の議補助会等金へ交付の参画、 市町村

工程表の政費目標(指標)
商・業まち・サづーくビりスの業主の体活で性あ化る(市地町域村が等取とり連組携む賑したわ商い業のあ(商る庖ま街ち)づ・くサりーへピのス支業援の) 

活性化

事業内容の説明

事県業内商の業目者的の・健概要全な育成と振興を図るため必要な調整等を行うための経費。
1 

2 主な事業肉容
(単位・千円

事業区分 内 容 予算額

大規模小売庖舗立地審議会費 大規模小売庄舗の立地の審議に要する経費
208 

小売商業活動調整事業費 中小小売商る経業費に関わる紛争解決等のための調査、調 84 
整に要す

中心市街地活性化指導事業費 中心市街地活性化事業に係る事務等に要する経費
155 

商庖街振興組合指導事業費 商庖街振興組合の指導や商業者の人材育成を行う鳥
取県商庖街振興組合連合会への補助に要する経費 1，408 

青年経済団体への加入 青'"年事経業済の企団体画に・県実職施員ながど加を入行しう経、協費働で調査研究 468 

標準事務費
3，272 

言士 5， 595 
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7款商工費
平成 26年度一般会計当初予算説明資料

1項商業費
2目 商業振興費

経済産業総室[経営支援室1(内線:765自)
(単位.干円)

事業名 本年度 前年度
l 財 j源原 内 訳訳沢 ι4  

比 較 l 川蒲考
l国庫支出金|起債|その他|一般財源

小規模事業者等
経営支援交付金 1 779，4331 779，609 ム176 779，433 

トータルコスト 1791，041千円(前年度 791，525千円) [正職員:1. 5人]

| 商工団体が行う経営支援活動の連絡調整、交付金交付事務(申請書の審査、
主な業務内容| 交付金の支払い、事業実施状況の確認)、業務の指導・致督(定款変更の認可

等)等

工担制臨時(指揮).I 企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
商工会、商工会連合会及び商工会議所に配置された経営支援専門員等が行う、小規模事業者の

経営・融資・税務・経理・労務等の指導、創業・経営革新・新分野進出等の支援に要する経費を
助成する。

商工会議所

言十

OZ安清宝雲(c:需主五量点目差菱自繍歯正蓄宣言ぞ干聖書室量毒自賞域著書宮神
規模事業者の経営支援体制を強化することとした。

-経営支援専門員 3名[東・中・西部の商工会産業支援センターに配置]
・組織体制の見直し (H25時点) 1 1 2名体制司 115名体制に増員

(参考)交付金制度の導入(平成 18 年度~)
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費奥振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

マ，

経済産業組[経営支援室J(肉魅性誌

訳内源Rオ
備考較比前年度本年度名業事

一般財源

中小企業連携組織
支援交付金

その他国庫支出金|起債

91，378 ム22991，607 91，378 

100，345千円) [正職員:1.1人]99，891千円(前年度トータルコスト

交付金交付事務(交付決定・実績報告審査・額の確定)、事業実施状況等確認、
予算要求、中央会との連絡調整、組合設立(定款変更)認可事務

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業の目的・概要
鳥取県中小企業団体中央会が行う中小企業組合等の設立・運営支援、企業連携支援等に要する

経費(人件費、事業費)を助成する。

事業内容の説明

1 

※中小企業団体中央会の役割
・協同組合等の連携組織を通じて中小企業を経営支援し、産業基盤の底上げを図る。
(個々の中小企業では解決困難な課題を組織のカで解決)
・外部経営資源を結びつけて既存組合を活性化させ、組合傘下の中小企業者の経営カ向上を図る。
・産業構造の変化や高度情報化社会の進展に対応できる連携組織の重要性を普及し、組織化を促進宇る。

、一一 (単位田千円、

区分 本年摩 前年度 備考

交付対象職員
人件費 79，759 79，759 [fHH2256]] 1144名名

事業費 1 1 619 1 1 619 
署十 91. 378 91. 378 ※前年度は標準事務者 (229千円)を除〈額

主な事業内容
交付金内訳》

2 

3 これまでの取組状況、改善点
。組合再生支援の充実

平成 19年度に実施した中小企業組合実態調査結果に基づき、「組合活動評価基準」を設定し、
平成 21年度から本基準を導入した新たな組合支援を導入した。個々の組合の実情に対応した柔
軟な支援に取り組んでいる。

0組合次世代リーダー育成
組合活動活性化を図るためには若い世代のカが必要と考え、平成 23年度に組合の次世代を担

うリーダー育成のための「組合次世代リーダー育成計画策定指針」を策定した。平成 24年度以
降は指針の普及及び「組合次世代リーダー育成塾」等の事業を実施している。

0関係機関との連携支援
平成 19年度から実施している(公財)鳥取県産業振興機構との業務連携により販路・受注拡大

支援のための共同販売・共同受注組織の組織化推進や新事業展開等に向けた取組を支援している。

0企業・組合関連携による需要創出
平成 25年度から、県内企業開での受発注や販路拡大を図るための企業関連携事業、県外組合

等との連携により新需要創出を目指す組合関連携事業をコーディネート支援している。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
2日 商業振興費

事業名 本年度 前年度 比 較

経済産業総室[経営支援室1(内線・ 7658)
(単位千円)

目オ j原 内 訳
備考

自庫支出金 起 債 その他 一般財源

まちなか振興ピジ
ネス活性化支援事 15，000 15，000 。 15，000 
業

トータルコスト 17，322千円(前年度 17，383千円)[lE職員:0.3人]

主な業務内容 市との連絡調整、申請・報告の審査、補助金事務

工程表の政荒目標(指標) 商業・サービス業主の活性化市(地町域村が等取とり組む賑わいのあるまちづくりへの支援)
:まちづくりの体である 連携した商業(商庖街)・サービス業の活
性化

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
商j吉街振興組合事、中小企業者等が商う底街等において、まちなか振興のために実施する地域課題

の解決に資する 業に対し支援を行

[背景]中がか心進市ら行街、地地し域てな課いど題商る。業に対集商応積業地し・居た域商住で業エは、 庖舗閉鎖・能移ま強転ち化等なやかに環よ(境商り整庖、備街まちなか過疎ともいうべき観現象 リアである、 とその周辺地域あ)振興の
点 ・サービス機 を図る必要がる。

2 主な事業内容
商庖街振興組合等が行う、まちなか振興を図るための事業に対し、市を通じて助成する。
@対象地域

・.帽l環各補噛助補2市訟助対整の率侵爵象備唐費等等祖グ母補等1息及び商応街等と一体性を有する隣接地域/2または補助対象経費の 1/3のうち低い額(上限 300万円)

内容 予算額

施象経主要体費件・ 商専地イ底域ベ門街課家ン振指題ト興導の開組解費催合決、費施、にまちづく業、り会広で社告あ 等境援整事備業 助象対 . 向けた事 ること。
支 対 . 設な改ど修費 宣伝費、

実 施 主 体 中専((小12門企))家継業地商指続者域工導性課童費が題体、高のの厨い解調院舗と議決率判改に的修断資経費さす営れ、指る広た事導告事業等素宣でを伝で受あ費あるける、こなこ事とどと.業. 

15，000千円
出底促進 補助対象要件: の (5件)
支援事業

対象経費
※「地域課題の解決に資する事業J

(1 )商業・サービス機能向上
0空きJ苫舗等を活用したテナントミックス事業、不足業種・業態の誘致及び出庖促進
0空き庖舗等を活用した買物・グノレメ等の情報発信・体験施設、地域資源、を活用したまちなか観光
0既存大型庖等との連携事業 など

(2)生活者・来街者の利便性向上
0アーケード改修(照明、防犯カメラ、バリアフリー化等)
0空き庖舗等を活用した休憩施設・トイレ、交流施設・スペース など

(3 )その他まちなかのビジネス活性化を図るために実施される地域課題の解決に資する事業

3 これまでの取組状況、改善点
0これまで国の中心市街地活性化等の各種補助事業の上乗せ補助により商庇街の環境整備支援

を実施した。

0まちなか振興促進の観の支点援か等ら、各地の域支の援商庖街の特性に応じたな地い域部課分題への対解応決すのための商業環境
整備や出底促 、従来 では対応しきれてい る。

-94-



費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

自項
2

借
入

'e

幸
一
布
-
-

7
 

平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[経営支援室](内線田 7658)
(単位干円J

目オ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

とっとり企業ク連支援携 〈雑入〉

強ネットワー 26，387 27， 782 ム1，395 72 26，315 
化事業

トータルコスト 28，709千円(前年度 3D， 165千円) [正職員:0.3人非常勤職員:4.0人]
， 

主な業務内容 会議開催事務、関係機関との連絡調整事務、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標) 企業支援体制の充実:企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1 事企県業業内を時の中支小援営目4機年的企支除度援業関概草がと6護金要小総月汐合騨補融怠的正支事毒援でか
の 、とっとり企業支 トワークを構してい

る き重鳥品想都企著営再業書i匙生体サ援制できるよう、束中書実誌1機闘酬に支援聖ットワーク して取県経 ポートセンターを 関として商工会産業支
援センタ 局を設置たし、 体制継続を整実備施している

平し成て経2 年支 拡充し特推別進 を し、県内中小企業・小規模事業者に
対 営 の一体的 る。

2援体主県制、な信事の用業円保滑内証容な協運会営、を商図工る。団体、金融機関、産業支援機関が連携して行う・中小企業者への経営支

事 業 区 分
予(干算円額) 

(11経営再生サボ トセンタ (県サテライトオフィス)の運営 20.372 

長率45謀議謀説iZZ盟国主士ーーーーー136L495015-

( との ・活用
イ外ナ中4な業門ど診様機断関々士な、 連税門携理家強士を活化、弁用(護派す遣士るn、公認会)計士、 経営コンサノレタント、 デザ 4，015 

(3)体企にとっと援り企業関支援ネ連ットワー案ク件連携に係強化
業支機る が行う 携支援 る活動費及び事務局運営費等を商工団 2，000 

d白h 言十 26. 387 

3 これ成を含ま2での度取組状況 改業中善小支企援点機業0平県 0年 に、中県内 の経営『課と題に対し業、より迅ネ速ッに質の高クい支援を提供するため、
む10の小企 関で っとり企支援ットワー』を構築した。

0府平成系2融3年機度は参、加東日本大震災の発生を契に機拡に当該たネッ(平ト成ワ2ークの枠E付組件み喜を拡大し、民間・政
金 闘の による20機関の体制 大し。 3年度受付数25件)

、

0加平務営成再事務生2サ4年ボ、度は、セ地の金域ン関融係経タ円機ー済滑活の関化性開と法設化の終連」支了援携なを機体ど控構支制え援及を、確体び中制保鳥小取をし企拡県た業充。中者す小(平の企る成経業と2営再4と年再生も度生支に受の援、付取協中件組議国数を経会6促済2の件進産オ)す業ブる局ザたー、めバ鳥、取「財経参
によ所り、 一国(株等ト) 

13る固襲(平成撃2E年度i受i付最件数悪倍件(す平32月5末iEi現i在F)る経営醐官議…

々 小企業診士 士会、公
言専十 や経成 ンターのオブ断ザーパ により進、認外

策定支援など、経営 改善を め
てい 25. 1 
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費興信服

費
業

費
業
商

工
商

商

目項

2

款

1

マJ

経済産業組[経営支援室1(内亀許持i
目オ 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

経支援営事力強業化緊急 42，415 65，230 ム22，815 42，415 

トータルコスト 44， 737千円(前年度67，613千円) [正職員・ 0.3人]

主な業務内容 商工団体との連絡調整、申請・報告の審査、補助金事務

工程(表指の政策目 企企業業支支援援体体制制のの構充実築 (経営支援による企業体質の強化):企業の経営課題に応じた
標標)

事業内容の説明

1品事商業工の回よ体目的の永韓統ッ要トワ議ークを関活用し与た需毛要色創向空や路専門家端派遣等揮企業官の経賢営力官強化背と資景す議る商事工

2業主者商な工の事需団業要体内創(容出商や工企会業議間所連、携商支工援会等・こ商要工す会る連経合費会を及助び成中す小企業団体中央会)が実施する中小企

る (単位:千円)

区分 予算額 前年度予算額 概 要

(1)需要創出 15，000 30，000 商工団体が実施する県内中小企業者等の需要創出効果を
等推進事業 も補対た助象らす率事支援活動/、 取組(に必要額な経費を助円成)する。

. ・10/10 限度 5，000千
@ 業イメージ
0新たな商談等の発掘のため、誘致企業・県外企業との機会設定等
(他商圏商工団体との交流による商談会等の実施等)
0県内企業の起業・創業促進、新規事業創出のためのセミナーの実施

化支(2事)援商業体工制団体強
23，415 23，230 各を商受工団体の管が内中き小企体業制等構をきめ細か助く成巡す回し、相談

けることでる 築に対して る。

職員の配置 20，575 ※20，630 
企回φ業補専数助門職対率職員-員、1数及0体び/制経1営で0相人(員談計職が6員不名足)をす配置る商す工る会。議所に、 巡

※とっとり企業支援ネットローク連携強化事業から組替 (20，630千円)。
ー・田.何回胃---ーー ーー----・ M ・』 『胃開・ーー--------------ーー司帽胃開・・・・・ーーー・・・・・・・』岨ーーー--・・・ーー再開--

得断中小促士企進資格業診取
2，840 2，600 

用成商・補工)を助助団体成職す員るの(中中小小企企業業診大断学校士等へのの派資格遣取費得用のにか部かるを費助

率:1/2 

(3)企業経営 4，000 12，000 中小企業者等の行う、企業連携や経営カ強化の取組を行
力強化事業

経@うに等助当たの一り部、事/を業商実工施団限に必要通なじ経て助費千や成円す)、外る部。専門家活用
語率・ 2/3 ( 度体額を 2，000 

計 42，415 65，230 

-本事途費業措税置に率つ。引いて上はげ、対実策績と評し価て(平「地成域25年から3りカ事年業程」度(を基想金定事)業に)基づき、交て付商金工化団を体検に討職中員。
-消 き 、 人づく におし 7名を
jjrj 

3 課等商こ題にれ工をよま団抱る体で競えのが争て経取力お組営強り状支化、援況)商、をの工行改充団善っ実体点て強のい化経るを営県図支内る援中必活小要動企が業(あ売のる上多。確lく保はや「販売路上開減拓少等との過需剰要債創務出」、と企い業っ関た経連携営
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[経営支援室](内線田 7658)
(単位千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備 考

目fl支出金 起 債 その他 一般財源

獲商得圏拡支援大事・需業要
17，000 。17，000 17， 000 

トータルコスト 19，322千円(前年度 0千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 事業者、関係機関・団体との連絡調整、補助金交付、検査等事務手続等

工程表の政費目標(指 企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築
標)

事業内容の説明

1 速域卸事道へ業・路の小の消の売目費開事的流通業出や・者概に新、要対たサすなーる航ビ取路ス組就事、航業商等者圏、等拡新が大た行等なうに人消資費・すモ税るノ率取の引組流きのれ上支のげ援変にを化対行に応うよし。た消費ト喚起の象取等組や、 高るスロー現 の他圏

2 主な事業内容

事業枠
予(千算円額) 

事業概要

消費喚起型 6，000 
県内及び他商聞における豊消(鵜周岡費喚広負へ起報担ののセ行費取用為組ルの等叩ス経プ費ロに7モ年て刈度、)V て補助するo (県

内外対φφ象補実で実施す額] るイベント施、 ヨン等)
[ 経助施費金 イベント実

2，000千円
期間 12ヶ月以内

調査検討型 6，000 商圏拡大及び需要獲得に係る調査・検討の取組の経費について補助す
る。

[対象補実経助施費金]市場調査費用、(テストマーケティング費用 等
φ 額 3，000千円 定(債額務) 
- 期間 12ヶ月以内 負担行為.平成27年度)

事業改善型 5，000 

商態圏拡大キ守番要経獲得0児にに千てに島よ円功向内る以、て持け内(債補た務取助費〔橋組す負問功担る(率新.行シ2ノ為サス3 ービス等の開発、 新事業展開
業[対転象補実換経助施金期等喪額)]専の門費家 テム改修費用等
+ffliJl;lJ4:O 5， 00 以内)
. 問 24ヶ :平成27年度~28年度)

3 これまでの取組状況、改減善少点、
少子高齢化による人口 平成26年4月以降の消費税率引き上げ等、卸・小売、サービス事

業者等の経営環境は今後厳しい状況に置かれることが予想される。
一方で、高速道路の開通、 DBS航路、米子鬼太郎空港へのスカイマーク使就航など、大交流時

代を迎えた鳥取県に、新たな人・モノの流れが生まれるといった明るい材料も見られる。
これらの外ン部ス環で境長の影響を大きく受ける卸・小売業、サーピス業等の業種は、ピンチである/と

同時にチャ あるといえる。
消費税率引き上げや、他圏域への消費流出等に対する課題解決の取組を支援するとともに(ピ

ンチの克服)、ヒト・モノの流れを着実に経済活性化(カネの流れ)につなげるべく、新たな消

費喚起に向けた取組、を業図態っ転て換いも含めた生産性向上等の取組を支援し(チャンスをつかむ)、個
々の企業の経営力強化 く必要がある。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室[経営支援室](内線田 7658)
(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 上ヒ 車交
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

中助交国ク金流商・四会国ブロッ エ女性費
。 500 ム500

部補 会開催

トータルコスト 0千円(前年度 500千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表由政相揮(指接)

事業内容の説明

平成 25年度事業の終了によるもの。

|会ムレ開デ全催国ィ費ーフ補スォ助ー中金央ラ 。 473 ム473

トータルコスト 0千円(前年度 473千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表町政細書(指揮)

事業内容の説明

平成 25年度事業の終了によるもの。

まス創ち出な支か援ビ事ジ業ネ 。 1，776 ム1，776

トータルコスト 0千円(前年度 2，570千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工題意由政細書(指標)

事業内容の説明

たモ平「デ成まル2ち事な2業~かと2ビしジ5て年ネ採度ス択創し民出たプ間事創ラ業業ンの」支終に援了モ機にテ関ソよレ(る的ビもにジの支ネ。援スしイたン。キュベータ)が行う空き府舗を活用し
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費

3目 金融対策費

経済産業総室[経営支援室1(内線田 7658)
(単位・千円)

財 源 内 訳

事業名 |本年度|前年度|比較 I 債I l備考

目庫支出金起 その他 |一般財源

企業自立サポー 1<貸付金元利収入〉

ト事業 1，117，341 1， 630， 019 ム512，678 523，242 I 594，099 
(制度金融費)

トータルコスト|1.126， 6肝円(前年度川 552千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容|制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定等

工闘の臨時(指揮)I資金調達の円滑化 経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

自立型社会への転換に向け、県内中小企業者等の事業の活性化及び経営の安定化などに要する

資金の円滑な調達を支援する。

2 平成26年度の主な制度内容
( 1 )業態転換やテイクオフなど新たな需要を獲得するための設備投資後押しのため、超長期資

金「企業競争力強化資金(仮称)Jの創設[新設1

・貸付利率遥常利率/10年以内:1. 66国 10年超:1. 87百
特別利率/10年以内・1.43国 10年超:1.6日目

・融資期間 20年以内(うち据置3年以内(据置特例5年以内))
・使途 設備(設備+運転や設備+借換は可)
・特例措置 次の要件に該当する場合、特別利率の適用や信用保証料を更に軽減

・鳥取県経済再生成長戦略の戦略的推進分野、商圏拡大(海外展開含む)、地域経済活性化に
資するとして公的支援案件、規制強化に伴う施設改修等(耐震化、地下タンク更新等)

※利用企業の経営状況に応じた現行の負担軽減措置に加え、一定の要件(上記条件、小規模事業者、消
費税率引き上げ対応、特定の創業)に該当する場合には、更に現行の5割程度にまで負担軽減

(2)円滑なニューマネー供給環境の整備[新設]
全国の業況悪化業種(セーフテイネット保証(※1))の指定業種の縮小(※2)に伴い、新たに

企業種対応のニューマネー資金「県版セーフテイネット資金(仮称)Jを創設する。

[……シヨリー上一(企業種)
・融資期間:10年(うち据置3年)以内 ・限度額:8，000万円
・貸付利率:年1.'43% ・使途田運転・設備(借換)
・債務負担:信用保証協会の貸倒リスクの 1/2について県の損失補償を設定。

※l全国的に業況が悪化している業種(国が指定)を営む事業者が金融機関から受ける融資について、信
用保証制度の特例として融資額の 100%を信用保証協会が保註する制度(通常80%)

※2国の補正予算成立の一定期間経過後、指定業種が現在の 642業種から 195業種に縮小される予定。
(主な指定外業種)電子・デノ〈イス製造業、食料品製造業の一部、繊維工業の一部、建設業の一部など

(3 )債権者調整を必要とする経営再生をサポートする金融支援の継続
超長期 (15年)の借換資金「経営再生円滑化借換特別資金」を延長する。

(4)小規模事業者や創業する者に対する支援[拡充1
「小規模事業者」や商工団体等の継続的支援など一定の要件を満たす「創業Jについて、

更なる保証料軽減を措置する。

(5 )消費税率引き上げへの対応[新設]
地域経済変動対策資金に「消費税率引き上げ影響対応枠Jを設定し、長期・低利の融資制

度を設けることに加えて、更なる保証料軽減を措置する。
〔使途:運転・設備・{昔換期間・ 10年(据置3年)以内限度額:2，8億円金利回年1.43%) 
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(平成26

資 金

4 これまでの取組状況、改善点
地域経済に大きな影響を及ぼす世界的な金融危機や経済情勢の変化を受けて、厳しい経営環境

にある県内中小企業者の金融の円滑化を図るため、資金繰り緩和やニューマネー資金の供給など、
臨機応変な金融対策を実施してきた。

(主な取組状況)
@平成20年度1月臨時補正
既往借入金等の返済負担軽減のため、「経営安定支援{昔換資金」等を創設。
[使途借換期間:10年(据置3年)以内限度額 2億円金利:年1.66%等〕

-平成21年度9月補正予算
ローマンショックからの受注回復期におけるニューマネー資金需要に対応するため、セーフティ
ネy ト保証を活用した「経営活力再生緊急資金」を創設。
〔使途:運転・設備期間:10年(据置3年)以内限度額:8千万円金利年1.43%) 

@平成23年度当初予算
景気対応緊急保証終了 (H23.3末)後の円滑なニューマネー供給環境を整備するため、「経営活力
再生緊急資金Jをリニューアノレして、セーフティネット保証(業況悪化業種)から外れる中小企
業者も融資対象とする「経営活力強化資金Jを創設。
〔使途:運転・設備期間 10年(据置3年)以内 限度額:8千万円金利・年1.43%) 

-平成23年度9月補正予算
県内大手企業の事業再編(三洋CE)の影響を受ける中小企業者の資金需要に対応するため、
「地域経済変動対策資金」を創設。
〔使途，運転・設備.{'昔換期間 10年(据置3年)以内限度額・ 2.8億円金利:年1.43%) 

-平成24年度6月補正予算
金融円滑化法の終了を年度末に控え、経営再生に向け取り組む中小企業者等を支援するため、
超長期の「経営再生円滑化借換特別資金」を創設。
[使途.借換期間:15年(据置 1年)以内限度額:2.8億円金利年1.60%) 
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7款商工費

1項商業費
3目 金融対策費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

経済産業総室f経営支援室1(内線田 7658)
(単位田千円)

事 業名 本 年 度 | 前 年 度|比較
財 j原 内 訳

備考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

信用保証料負担

軽減補助金
138，7501' 115;3761 23，374 138， 750 

トータルコストI141，846千円(前年度118，554千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|制度設計?保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定など

工程表由蹴目標(指揮)I資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
企業自立サポート事業(制度金融)では、その信用保証料率を鳥取県信用保証協会(以下「保

証協会J) の基本料率より低く設定しており、これによる保証協会の減収相当額について同協会
に補填を行っている。平成 25年度経済対策として、さらに低い制度料率を設定し、中小企業者
等の業態転換や小規模事業者層の創業や事業継続の下支えを図ること占しており、平成26年度
においても当該引下げの措置を継続していく。

2 主な事業内容

一一一引下げ拡大部分

区 分 基本 事業者負担 補助率 対象資'金

料率 現行 拡充後 (拡充後)

一般資金 0.45国 0.45出 0.07首 企業自立化支援資金、企業立地促進資金
~l. 90覧 ~l. 45目 ~0.45国

通常 0.45国 0.45百 O. 15出 経営安定支地援域借経換済資変金動、対経策営資活金力な強ど化資金 (ー
戦略 ~l. 9日目 ~l. 08出 ~0.82国 般保註)

特例 0.45世 0.45見 0.23百 0.22国 (新)企業競争力強化資金(仮称/超長期設備資
資金 ~l. 90出 ~l. 08国 ~0.68出 ~l. 22見金)、新規参入資金(創業)、地域経済変動対策

資金(消費税率引き上げ対応枠)
小規模資金 0.45略 0.45拡 0.23百 0.22国 中小企業小口融資、小規模事業者融資

~2.20百 ~l. 23% ~O. 78百~l. 42見

2.10 ， 
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
3白 金融対策費

事業名 本年度 前年 度 上じ 較

経済産業総室[経営支援室](内線:7658)
(単位・千円)

Eオ 源 内 訳

備考
目j事支出金 起債 その他 一般財源

信用保証協会出
2，000 2，500 ム500 2，000 摘金

トータルコスト 2，774千円(前年度 3，294千円) [正職員:0.1人]

主な業務内 容 出摘金申請書の審査・支払い

工程表由政細書(指揮) 資金調達の円滑化.経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県信用保証協会(以下「保証協会J)の経営基盤強化を図るため、保証協会の基金に対し

て出摘する。

2 平成26年度出摘金額の算出
平成 18年度以前に保証承諾された経営安定関連保証(セーフティネット保証)の代位弁済に

係る保証協会のリスク負担分(代位弁済額の 4%)の2分の 1相当額を出摘する。

(代位弁済見込額)98，714千円 x(県出摘割合) 2% ー 2，000千円

Iイメージ図1
保険填補残20%

中小企業信用保険(日本政策金融公庫) 80% 全国信用保証 県 保在
協会連合会の 出摘 協会
損失補償 負担

16% 2% 2% 
保証協会の代位弁済

3 これまでの取組状況、改善点
昭和 23年の保証協会設立以来、園、県、市町村及び金融機関による出摘等により財務基盤を

強化し、その信用保証機能の充実や中小企業者等への資金供給の円滑化を図ってきた。
その後、長引く景気低迷による中小企業者等の経営環境が悪化する中、貸し倒れリスクの全て

を保証協会が負うセーフテイネット保証に対し、平成 15年度に本出指制度を設け、保証協会の
財務基盤の安定を図っている。

[出指実績の推移1
平成25年度(見込) I 平成24年度 平成23年度 平成22年度

1. 654千円| 2.895千円| 1. 783千円| 1. 101千円l

L 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

費策対
費
融

費
業
金

工
商

商

目項
3

款
ー

マ，

経済産業総室[経営支援室](唱P輔

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

く手数料4〉
金融対策費 2，452 2，452 。 50 2，002 

トータルコスト 5，548千円(前年度 5，630千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 貸関係金機業者関のと登の録連絡・調監督整、割賦販売業者の監督、企業自立サボ}ト融資の周知・

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 
事貸業金の業目法的及び・概割要賦販売法に基づき必要な指導監督事務等を実施する。

2 主な事業内容

( 1 ) 貸県告・金知県の知業事徴監登事収録督登や貸録等立事金貸入業金業検者業査(者5等に40対を.千実し3円業て施)者、す業る( 報 務平等成報の告2監5年督の提事12月務出末をを現求行在めう)。るほか、法令の施行のため必要により

によ
り

、冠

業し者、

(3)金融業関自係立事サ務ポ費 (融1， 502千円)
企 ート資の制度案内の作成、関係機関との調整・会議等に要する経費。

S 業限多者ヰこが引れ震成県は債ま2、に務で法1付年の問泊与f取題1さT経等2れ前由月を水、背況の準固景削‘のと改減kの3販苦し分逮慮た売携の1参禁を1入法程一規の度層制改に悶の互減り強少にな化よがし等りたらの、法法新令改たの正に円倍が滑以園な羽信ら施れ用行隣たが接入こ必あE要かっでせらあ、んる県業。知者事登録貸金
への監督権

貸中ク設小付企備事業貸業ハ与資イ金テ 。31. 141 ム31.141 

ト-lj}レコスト 0千円(前年度 31，935千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表自由費目標(指標)

事業内容の説明

与既平事存(公成業債財権に1)つ8が年鳥いい度取ずて県まれ、産でそも業に完の設振事済備興業・貸機償運与構営却しにさ(た以必れ既下要た存たな「債貸資め権金与新機に規を係貸貸関る付J与原機をと資休関い止にう(継貸。す)続るしが分付。実)け施にるすつもるいの中て。小貸企付業をハ行イつテク設備貸
てきたが、

f 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費

2目 中小企業振興費
経済産業総室[経営支援室J(内線:7658)

(単位千円)

Fオ j原 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

鳥取県中小企業
近代化資金助成 24，513 21，948 ε，565 24，513 
事業特別会計へ
の繰出金

トータルコスト 25，287千円(前年度 22，742千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内 容 中小企業近代化資金助成事業特別会計への繰出事務

工程表自由軍目標(指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要e

中小企業近代化資金助成事業特別会計において、高度化資金貸付や事業運営に要する財源を
一般会計から繰り入れるために要する経費。

2 事業内容
( 1 )中小企業高度化資金貸付事業費 (19，794千円)

事業協同組合への高度化資金貸付に係る県費負担額を繰り出す経費。

( 2)貸付事業運営費 (4，719千円)
貸付及び債権管理回収等の運営費を繰り出すための経費。

3 これまでの取組状況、改善点
小規模企業者等設備導入資金助成法の規定に基づき、中小企業近代化資金助成事業特別会計

へ貸付事業等に必要な経費を一般会計から繰り出す。

小規模企業者等
設備貸与事業に 。 54，574 ム54，574
関する損失補償

トータルコスト 0千円(前年度 55，368千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表由政相揮(指揮)

事業内容の説明

小規模企業者等設備貸与事業の実施年度ごとに設定した既往の債務負担行為に基づき、公益財団
法人鳥取県産業振興機構に生じた貸倒損失について、損失補償を行うもの。

平成 26年度に問機構において償却予定の未収債権がないことから休止する。
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